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修士論文概要書 
 
 本論文は日本におけるマーケティングの変化・発展の議論のなかで、先行研究が戦
間期の諸産業におけるマーケティングの発展を強調するのに対し、すでに明治時代か
らマーケティングに大きな発展がみられる事例を戦前期日本の医薬品産業における
「売薬」の領域から明らかにする。 
本論文は戦前期日本のマーケティングを論じるうえで、吉野（1967）や大東（1995）
により提示されている「社会環境の変化とマーケティングの変化・発展の相互作用」、
という分析視角に基づく。問題意識は、「はたして日本のマーケティングの変化は戦間
期まで起こり得なかったのか」である。これについて、佐々木（2010）が重要である
と指摘した、時代の推移のなかでのマーケティングの「連続性・非連続性」という点
に注意を払いながら議論を展開した。 
 本論文の貢献は、日本における社会環境の変化とマーケティングの変化・発展につ
いて、先行研究の多くが戦間期のマーケティングの変化・発展に注目するのに対し、
日本におけるマーケティングの発展がすでに明治時代に生じていたことを明らかにし、
戦前期日本マーケティングの議論における明治時代の重要性を指摘したことにある。  
「売薬」とは日本近代に一般大衆に向けて販売された医薬品の一類型である。本論
文では、「売薬」を「前近代から太平洋戦争終結時にかけて、年齢・性別など様々な不
特定多数の患者が服用することを想定して、特定の傷病に対して製剤もしくは調整さ
れ、医師を介さずに使用することを前提として消費者に推奨・販売された医薬品」と
定義する。 
 日本におけるマーケティングの生成・発展については、マーケティング史と経営史
の領域で、「戦後導入説」と「戦後生成説」の二つの見解が存在する。「戦前生成説」
では、日本のマーケティングが第二次世界大戦以前から生成しているとし、それが戦
後にアメリカからの影響を受け発展したとする。先行研究から、日本近代にいくつか
の産業・企業でマーケティングが展開されていたことが指摘されている。したがって
本論文では、戦前すでにマーケティングが生成していたとする「戦前生成説」の立場
をとる。 
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 吉野（1976）などのマーケティングあるいは経営史の研究には、戦前に日本のマー
ケティングは社会経済の変化との相互作用のなかで未発達であった、という見解が存
在した。これに対し大東（1995）などの多くの先行研究が、日本では戦間期にそれま
での社会経済の変化の影響を受け、マーケティングが変化し発展していたことを指摘
した。先行研究の議論で重要な視角とされていたのは、社会環境の変化はマーケティ
ングに変化・発展をもたらすが、同時にマーケティングも社会環境の変化に影響する
という相互作用性であった。また、佐々木（2010）などは戦前期のマーケティングを
分析するうえで、前近代からの「連続性・非連続性」を分析することも重視した。  
先行研究が戦間期に注目するのに対して、売薬業では明治時代初期からマーケティ
ングに変化・発展が生じていた。一つは医療近代化方針による 1877（明治一〇）年の
「売薬営業税」課税の影響で、売薬業者が流通機構を改編し、売薬業内で初めて売薬
専門の卸売業者「売薬問屋」が現れた。 
売薬業 に対しては明治維新以後の医療近代化に伴い、様々な法規制が整備されてい
った。1877（明治一〇）年に公布された「売薬規則」による徴税の影響で、売薬業者
は課税対象となる売薬の製造にあたる者を少数に抑える対応をとった。以降、少数の
製造者である「売薬本舗」が売薬を製造し、それを各地の小売業者「請売者」に卸す、
売薬専門の卸売業者「売薬問屋」が 1877（明治一〇）年以降にはじめて登場した。 
前近代から売薬者同士の委託販売で販路拡張していた都市部の売薬営業者（売薬の
製造者）は、売薬問屋を介して遠隔地の請売者（小売業者）と広範囲に取引し、売薬
が広域に普及した。ここに、明治時代の売薬業において、マーケティングの変化と社
会経済の変化が相互に作用している点を見出すことができる。この流通機構改編は、
江戸時代以来の売薬の流通機構に対して大きな変化・発展である。  
 もう一つは、都市部の売薬業者によって、売薬業におけるマーケティング・コミュ
ニケーションが様々な変化・発展をみせた。守田治兵衛・岸田吟香・株式会社太田胃
散・森下仁丹などの都市部の売薬業では新聞広告などのマス広告のみならず、屋外広
告として新しいブリキ製の看板やイルミネーション広告などを盛んに利用した。 
売薬業におけるマーケティング・コミュニケーションには、江戸時代からの連続と
して捉えるべき側面も存在するが、新聞広告・イルミネーションの利用・自動車の利
用など、江戸時代には登場し得なかった新たなマーケティング・コミュニケーション
の手法が実践されていた。これは明治時代以降の社会経済で、マーケティング・コミ
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ュニケーションの手段となるものが様々な発展を遂げたことに影響されたマ―ケティ
ングの変化である。 
 結論として、日本におけるマーケティングの変化・発展は、すでに明治時代の売薬
業において生じていた。それは法規制という社会の変化を受けての流通機構の発展と、
媒体の発達によるマーケティング・コミュニケーションの発展であった。また売薬業
者がマーケティング・コミュニケーションを積極的に展開して新たな流通機構を活用
したことが、地方への売薬普及という社会経済の変化をもたらした。  
本論文が抱えている研究上の問題点は、明治期売薬業のマーケティングに変化を及
ぼした社会環境の変化として、当時の医療近代化方針に基づく売薬業に対する法規制
整備と、当時の社会におけるマーケティング・コミュニケーションの媒体の発展をあ
げた。しかし社会環境の変化とマーケティングの変化・発展の相互作用の議論におい
て、はたして法規制の整備が社会環境の変化としてとらえうるものか否か、充分な検
討ができなかった。 
吉野（1976）はマーケティングを発展させるうえでの政府の影響・役割の重要性を
示唆している。しかし戦前期日本のマーケティングに関する先行研究は通常、社会環
境の変化を人々の消費生活の変化、新たなニーズの発生などに求めている。マーケテ
ィングは最終消費者だけではなく、卸・小売段階の流通業者に対しても展開される。
ただしその目的が最終消費者による購買を実現することである以上、マーケティング
が最も強く影響を受けるのは、人々の消費生活の変化だといえる。 
またもう一つの問題は、法規制の影響による売薬業での流通機構の発展については、
法規制に対して相互作用的な影響を与えていないということである。売薬業者の流通
機構改編により、都市部の売薬営業者の製造・販売する売薬が地方、しかも奈良県の
ような配置売薬業地域まで進出していたことを明らかにした。しかし、売薬の流通機
構改編をもたらした法規制に対しては、相互作用性を認めることはできなかった。  
次に今後の研究課題について述べる。本論文が取り上げた売薬業のマーケティング
について、事例の内容に網羅性がなく、またマーケティングの効果などについての数
値的な裏付けが乏しいことである。流通機構の改編やマーケティング・コミュニケー
ション以外にも、様々なマーケティングの実践がなされていたはずである。そして売
薬業における流通機構の改編、各事例のマーケティング・コミュニケーションが売薬
業者の経営にもたらした成果についても、本論文では明らかにできなかった。
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はじめに 
 
本論文は日本におけるマーケティングの変化・発展の議論のなかで、先行研究が戦
間期の諸産業におけるマーケティングの発展を強調するのに対し、すでに明治時代か
らマーケティングに大きな発展がみられる事例を戦前期日本の医薬品産業における
「売薬」の領域から明らかにする。それにより戦前期日本のマーケティングの発展を
論じるうえで、先行研究が戦間期に注目してきた視点を相対化し、明治時代という時
代範囲に着眼する必要性を指摘する。 
本論文では明治時代を範囲に、当時の売薬の業者を対象として、その流通機構とマ
ーケティング・コミュニケーションの側面に焦点をあてる。売薬業のマーケティング
のうち、流通機構改編とマーケティング・コミュニケーションの側面に焦点をあてる
理由は次の二点である。一点は、売薬業において流通機構とマーケティング・コミュ
ニケーションの領域で社会環境の変化による発展がみられることである。そして二点
目は都市部の売薬の業者によるマーケティング・コミュニケーションの展開が、明治
期に売薬業で発生した新たな流通機構の定着と、その影響による都市部の売薬の地方
への普及という社会環境の変化をもたらしたためである。つまり売薬業においては、
流通機構の面とマーケティング・コミュニケーションの面で、社会環境とマーケティ
ングの相互作用的な変化・発展が確認できるのである。 
 現在一般用医薬品の分野で「家庭薬」と称される医薬品のうち、日本近代（明治時
代～太平洋戦争終戦）に販売されたものは、当時「売薬」1と呼ばれていた。本論文が
分析の対象とするのは、日本近代における売薬の製造業者である。現在「家庭薬」を
製造するメーカーの中には、単一の製品を主力として創業 100 年を超えるか、100 年
に満たなくとも大正時代初期から経営を存続している企業が多く存在している。たと
えば、創業 100 年を超える企業は 36 社存在する。日本近代の売薬の製造業者で、今
日「家庭薬」のメーカーとして存続している企業は、この 36 社の中に含まれる。 
 本論文は吉野（1976）に提示され、その後大東（1995）などの先行研究が様々な検
                                                   
1 以下、法律などの用語としての意味で用いる場合は「」を付して「売薬」と表記し、製品の
総称として用いる場合は単に売薬と表記する。  
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討を行ってきた、社会環境の変化とマーケティング・コミュニケーションの相互作用
についての議論で研究を行う。 
日本でマーケティングが第二次世界大戦以前にすでに生成していたとする「戦前生
成説」の立場で、これまでの研究は戦間期すなわち第一次大戦終結時から第二次大戦
開始前の時期における、社会環境とマーケティングの相互作用的な発展を論じてきた。
それは日本の戦間期に国内経済が著しい発展をみせ、また人々の消費生活にも大きな
変化が生じ、それとの相互関係のなかでいくつかの企業・産業におけるマーケティン
グの発展が確認されたためである。 
しかしこれまでの先行研究では、大東（1995）が示唆するような「明治時代以来の」
社会環境の変化を等閑視している。 
たとえば明治時代に入りそれまでになかった広告媒体が出現・発展するのに合わせ
て、いくつかの産業ないし業界では、いち早く大規模なマーケティング・コミュニケ
ーションが展開された。明治初年からマーケティング・コミュニケーションを積極展
開した業界の最たるものの一つが、本論文が扱う売薬の業界であった。 
売薬の製造業者は明治時代を通して、当時発達していった新聞への広告において、
書籍・化粧品の業者とともに最も大口の広告主であった。新聞広告の掲載行数では
1906（明治二九）年から 1910（明治三三）年にかけて、すべての業種において売薬業
が二位もしくは首位となっていた2。山本（1984）は売薬・書籍・化粧品の三つを「三
大広告主」と表現しているが、明治時代の新聞広告の発展はこの三つの業界がけん引
していた。 
社会環境の変化との相互関係から売薬業のマーケティングをみるには、明治時代の
売薬業を取り巻いた社会環境に目を向けなければいけない。本論文の第 3 章で述べる
ように売薬業は江戸時代になんらの規制も設けられていなかった。しかし、少なくと
も明治時代において、売薬業は非常に特異な外部環境に晒されていた。  
明治時代においては、当時の政府が売薬およびその製造業者を廃絶しようとする意
図を持っていたことが、公文書から明らかになっている。その例を挙げるならば、当
時の医事衛生機関であった内務省衛生局の公文書中に次のような記述が存在している。 
 
                                                   
2 山本（1984） 
3 
 
賣藥の儀は無稽の方劑十の八九に居り大抵は奸商，黠
かつ
賣[振り仮名引用者]，衒賣，射
利の具となるに過ぎず候へ共，從前の慣習にわかに廢止すベからざるを以て明治十
年第七號賣藥規則を公布せられ，爾後危害の虞ある者は之を禁じ，無害のものは無
能と雖も姑く之を許可し，漸次淘汰醫學の開進に從ひ其蹤
あと
を絶たしめんと豫期候處
（下略）（清水,1949,pp.201。一部旧漢字は常用漢字に改めた） 
 
引用文を要約すれば、売薬は医薬品としての効果を持たないものばかりであり、日
本の医学が進歩するに伴って淘汰・廃絶されるものであるとの意見が述べられている。
明治維新以後、政府は西洋医学に基づく医療近代化を推進するうえで、前近代的な性
格を持つ医療を排除する方針を持っていた。たとえば江戸時代以来の漢方医が医師と
しての資格を制限され、また医師免許の取得が困難にさせられるなど、その医療行為
が抑圧されていたことが指摘されている3。このことをふまえて、売薬業の事例につい
て本論で整理を行っていく。 
本論文では、明治時代（1868～1912 年）を分析の時代範囲とする。売薬の製造業者
によるマーケティングの展開は、前近代からみられる4。そしてその動向は売薬業全体
に関わる法規制や、マーケティング・コミュニケーションの手段・媒体などの進歩、
批判的言論といった外部環境の変化をうけて発展あるいは停滞する。  
売薬業全体に生じたマーケティング面、特に流通面の変化については、1877（明治
一〇）年の「売薬規則」の影響による流通機構の改編がある。同規則による「売薬営
業税」の課税に対し、売薬の製造業者は徴税を回避するため生産組織を分解した。そ
の影響で、売薬の製造にあたる売薬業者は少数となり、販売に従事する業者が全国で
増加した。そして、売薬の製造業者と遠隔地の小売業者とを介在するための、売薬専
門の卸売業者がこのときはじめて発生した。この流通機構の改編は、都市部の売薬業
者によるマーケティング・コミュニケーションの展開と関わりを持つ。売薬業への規
制と流通機構の改編については本論で詳しく議論する。 
マーケティング・コミュニケーションの展開についての具体的な事例は、第 4 章で
マス広告・SP 広告など、マーケティング・コミュニケーションの形態ごとに観察する。
                                                   
3 詳しい議論は川上武（1965）『現代日本医療史――開業医制の変遷――』（頸草書房）を参照
のこと。 
4 増田（1981）／八巻（2006） 
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そのうち新聞広告の展開については、新聞という媒体の発展の過程に合わせて 1870 年
代までと、1880 年代以降に区切って観察する。 
事例を選択するにあたって、本論文では売薬に関する研究で盛んに取り上げられて
きた、富山県・滋賀県・奈良県などを中心とする配置売薬業が展開された地域は対象
としない。明治時代以降マス広告などの展開を盛んに行った売薬の製造業者は、配置
売薬業の栄えた地域の業者ではなく、東京・大阪などの都市部に存在した業者であっ
た。 
しかし明治時代の都市部の売薬業者に関する一次史料は、現時点で入手することが
できなかった。本論文では社史や二次資料における限られた情報から研究を試みるた
め、複数事例を用いて明治時代の売薬業者の分析にあたる。 
事例として「宝丹」の守田治兵衛、「精
せい
錡
き
水
すい
」の岸田吟香、「太田胃散」の株式会社
太田胃散、「仁丹」の森下仁丹株式会社をとりあげ、都市部の売薬の業者によりどのよ
うなマーケティング・コミュニケーションが展開されたかをみる。各売薬業者は東京・
大阪の都市部で創業し、売薬の製造業者として明治時代には有力な地位を築いていた。 
事例として取り上げる各売薬業者のマーケティング・コミュニケーションでは、マ
ス広告・屋外広告の展開はもちろん、当時有名だった人物の顔写真を利用した広告デ
ザインなど、それまで売薬業でみられなかった試みを行っている。また日本初の国産
車を利用した SP 広告など、そのマーケティング・コミュニケーションは多彩であった。 
本論文では売薬に関係する事業、具体的には売薬の製造あるいは販売に従事した業
者全般を便宜的に「売薬業者」と呼ぶことにする。この「売薬業者」という用語は、
戦前にもあらゆる文献で用いられ、売薬に関連する事業者全般を指していた。製造の
みに従事した事業者は、1877（明治一〇）年の「売薬規則」で「売薬営業者」と区分
されたが、後に一般的には「売薬本舗」と呼ばれるようになる。また売薬規則では販
売のみに従事した業者について、その販売方法から「請売者」、「行商人」と区分した。
業者ごとの細かな業務の違いと名称の違いについては、第 3 章の売薬に関する法制度
の変化の章で詳述する。ただし説明の都合などから、場合によっては第 3 章以降も、
「売薬の製造者」などのように表記する場合もある。医薬品産業における売薬の領域
を指す場合においては、便宜的に「売薬業」と表記する。売薬やそれ以外の医薬品の
小売店のことは、戦前用いられていた用語である「薬舗」と表記する。  
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第１章 売薬の定義について 
 
本論文が明治期の売薬とその製造企業を分析する以上、売薬がどのような性格の医
薬品であるか定義せず議論することはできない。本章では法律面からの売薬の定義に
関する議論を参照し、売薬の定義を定める。売薬の定義を定めることで、本論文の議
論の対象となる売薬とはなにかを明確にする。 
売薬を定義するにあたっては、次の三つの視点が考えられる。一つは、消費者がど
のように売薬と、後述する医療用医薬品としての「新薬」を区別していたかという視
点である。二つ目としては、薬学・化学的な理論にもとづいて売薬がどのような性質
をもつ医薬品かという視点がある。そして三つ目に、当時の法律における規制や取扱
から売薬を捉える視点がある。このうち一つ目について、消費者が売薬と新薬をどの
ように区別していたか明らかにする史料を、現段階では見つけられていない。二つ目
については、本論文で薬学・化学的な理論をもって議論を行おうとすれば、正確な議
論を展開することは難しい。最後に法律から売薬を捉える視点は、後述するように戦
前に法律で売薬を定義することはなされていなかったものの、裁判の判例から売薬が
どのように定義されるべきかを論じた研究が存在する。 
本論文では、法律面で売薬がどのように扱われていたかを整理する。まず当時の法
律における売薬の定義の不在と、政府内部での正確な認識の欠如を提示する。そのう
えで売薬がどう定義づけられるべきかを、大正時代初年の論文の議論を根拠として結
論付ける。 
法律における売薬の定義を議論するにあたり、本論文が対象とする明治時代の範囲
から外れるが、次の 2 つの文献および記述も用いる。一つは家庭薬統制組合（1947）
『家庭薬全書』（三昧書林）から、第二次世界大戦下の 1944（昭和一九）年の第八十
四帝国議会予算委員会における質疑の記録を参照する。二つ目は大正時代初年の論文
である、窪田靜太郎（1914）「賣薬の本義及範囲」（『法學協會雜誌』31 巻 7 号・8 号、
忠愛社）の議論を参照する。前者の第八十四帝国議会予算委員会での質疑は、太平洋
戦争末期まで行政の側でも売薬への認識が曖昧であったことをよく示す記録である。
後者の窪田（1914）は法律的な観点から、「売薬」に分類される医薬品の範囲を詳細に
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議論し、売薬とその他の医薬品との区別について結論付けた論文である。 
 
第１節 既存研究における「売薬」の定義の問題点と明治時代に
おける売薬・新薬の区別の混乱 
 
第１項  既存研究における売薬の定義とその問題点 
 
「売薬」という言葉は江戸時代から存在した。江戸時代末期の文献においては、多
くの場合「薬を売る」という意味で使用され、必ずしも名詞の「売薬」を意味しなか
った5。江戸時代においては、名詞の意味では「売薬」よりも「合薬」の用語が用いら
れた。売薬の起源については諸説あるが、売薬（合薬）は一般大衆向けに販売される
医薬品として、江戸時代中後期に発達を見せた6。 
明治維新以後、売薬は医師など専門家が用いる医療用医薬品7ではなかった。売薬は、
医学的知識のない者が自ら小売業者より購入・服用する一般用医薬品8の分類に属して
いた。戦前に売薬として発売され現存しているものは、今日の一般用医薬品の中では
「家庭薬」と称されて販売されている。 
 明治時代に日本国内で流通していた医薬品は、主に「和漢薬」とそれを用いた「漢
方薬」、欧米から輸入される「洋薬」、『日本薬局方』に収載された医薬品である「局方
品」、「新薬」そして売薬であった。 
「和漢薬」は江戸時代から流通していた中国産もしくは国産の生薬類である。江戸
時代においては中国産のものを「唐薬」、国産のものを「和薬」と呼んだ。  
                                                   
5 清水藤太郎（1949）『日本薬学史』（南山堂） p.170 
6 江戸時代における売薬の流通など、江戸期の医薬品の実態に関する研究については次の論文
を参照のこと。今井修平（1984）「近世中後期における在方薬種業の展開――平野組薬種屋・
合薬屋仲間を中心に――」（『梅渓昇教授退官記念論文集 日本近代の成立と展開』、思文閣出
版）／松迫寿代（1995）「近世中後期における合薬流通――商品流通の一環として――」（『待
兼山論叢』第 29 号所収、大阪大学文学部）／本村希代（2004）「近江商人正野玄三家の合薬
流通」、『経営史学』第 39 巻第 3 号所収、経営史学会 
7 「医師を通じて、あるいはその処方箋により調剤形式を経たうえで、最終消費者によって購
入・消費される医薬品」を法律では「医療用医薬品」としている（日本 OTC 医薬品協会（JSMI）
ホームページ http://www.jsmi.jp/index.html 2011 年 9 月 10 日 13 時 52 分閲覧 参照）。 
8 「最終消費者が自身の判断によって、薬局・ドラッグストアなど小売店で直接購入する医薬
品」を法律では一般用医薬品としている（日本 OTC 医薬品協会（JSMI）ホームページ、「OTC
医薬品とは？」2011 年 9 月 10 日 13 時 52 分閲覧 参照） 
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「漢方薬」は漢方医学9に基づく医薬品で、『傷寒論』や『金匱要略』といった漢方
医学の理論書を元に利用される治療薬の総称である10。 
 生薬の成分抽出剤であるガレヌス製剤や、単純な化学合成によって精製される合成
医薬品などは、西洋医学に基づく欧米産の医薬品として「洋薬」と呼ばれ輸入された。
江戸時代から洋薬は蘭学の書物によって紹介され、当時のオランダ医学を修めた「蘭
方医」によって主に膏薬の処方に用いられていた11。 
「局方品」とは局方薬とも呼ばれるが、『日本薬局方』に収載された医薬品を指す。
『日本薬局方』（以下、薬局方）とは、日本における医薬品の基準を定めた律書 12であ
る。明治維新以後の医療近代化に伴い、洋薬の日本への輸入が盛んになっていった。
洋薬はそのほとんどを輸入に依存し、商社の貿易によって供給された。しかし流通す
る洋薬の中には、粗悪品もかなり混在しているのが実態だった。明治初期の日本では
大量に贋物の輸入医薬品が流通し、不良品被害に悩まされていた。1874（明治七）年
3 月 27 日、東京を皮切りに、大阪、京都（後に横浜、長崎に移転）に国内で流通する
医薬品の検査機関としての「司
し
薬場
やくじょう
」が設立された。検査にあたって日本国内での医
薬品の基準を定める必要が生じ、薬局方を制定する委員会が 1881（明治一四）年 1 月
に発足した13。政府は薬局方の初版を 1886（明治一九）年 6 月 25 日内務省令第一〇号
                                                   
9 中国の伝統医療を「中医学」と呼ぶが、その中医学が日本に伝わり、日本独自の発展を遂げ
たものが漢方医学であるとされる（都留悦史、岡崎明子他、2011、「日中韓、それぞれの漢方」、
『The Asahi Shimbun GLOBE [朝日新聞グローブ]』通巻 63 号 2011 年 5 月 15 日(日)発行、朝
日新聞グローブ 編集チーム、朝日新聞）。江戸時代中期にヨーロッパ系医学との対比から、漢
に起源を持つ医学という意味で「漢方」と呼んだ（宮崎・朝長 ,2001,p.30） 
10 宮崎・朝長,2001,p.30 
11 清水,1949,pp.108-134／同,1949,pp.165-170 
12 日本薬局方の定義の第四として、薬局方は書籍であることとされている（福地言一郎、江本
龍雄、1953、『横観日本薬局方』、共立出版株式会社）。 
13 薬局方公布に至るまでの経過を敷衍すれば、内務省では 1875（明治八）年に京都司藥場の
ゲールツと大阪司藥場のドワルスの両人に、日本薬局方草案の作成を依頼した。その後政府は
薬局方の編纂にあたってまず 1880（明治一三）年 11 月に、薬学関係者としてエーキマン、ゲ
ールツおよびランガルト（A. Langgard）を中心に柴田承桂・永松東海・高木兼寛の 6 人を委
員に任命した。この翌年の 1881（明治一四）年 1 月に委員会を発足した。紆余曲折を経て中央
衛生会は 1885（明治一八）年 10 月には 4 年 9 ヶ月におよぶ編纂作業を終結し、10 月 13 日付
をもって内務卿に具申した。太政官に原案を提出し、同年 12 月に総裁以下全委員がその任を
解かれた。 
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官報別冊（官報第八九四号附録）として公布し、1887（明治二〇）年 7 月 1 日に施行
した14。この薬局方の基準を満たす薬品が局方品と呼ばれ、大阪道修町などの薬種業者
によって取引された。薬局方には、「医薬品が発売された後、それがある程度使用され、
医療上重要と認められたもの」（宮崎・朝長,2001,p.26）が収載される。和漢薬、洋薬、
そして後述する「新薬」で、薬局方に収載される条件を満たしたものが局方品となる。  
「新薬」とは医療用医薬品に分類されるものであり、化学合成15により新たに生み出
された物質から成る合成医薬品を指す。先に引用したように薬局方では、発売された
後ある程度使用され、医療上重要と認められたものが収載される。そのため薬局方に
記載されている医薬品が新薬と呼ばれることは無い。 
ここで、新薬の定義における「新たに」という要素は非常に曖昧である。これにつ
いては新薬と呼ばれる医薬品が、発売されたその時代において、それまでに存在しな
かった医薬品であると解するほかはない。たとえば三共合資会社16が 1899（明治三二）
年に発売した「タカジアスターゼ」は、高峰譲吉17が発明したデンプン質に強力に作用
する消化酵素である。これは小麦のフスマを原料に麹菌株を植え付けることで抽出さ
れる18。タカジアスターゼは、明治時代に高峰譲吉が発明するまで存在しなかった医薬
品である。つまり当時において新たに生み出された医薬品であって、新薬として発売
された。 
本論文が議論の対象とするのは売薬であるが、売薬について既存研究がどのような
定義を行っているか確認する。売薬について論じられる場合、多くの研究が池田松五
郎（1929）『日本薬業史』（薬業時論社）および清水藤太郎（1949）『日本薬学史』（南
山堂）の研究成果を引用している。池田（1929）は医薬品全般について、戦前までの
医薬品業界および業者と、医薬品関連の法制度の歴史的な変遷について体系的にまと
めている。池田（1929）によれば「我國未ダ藥業史無シ、其ノ之レアルハ實ニ本書ヲ
以テ始メトス（中略）只ダ我國藥業ノ推移變遷ノ概要ヲ叙スル」（池田,1929,「緒言」
p.1。一部旧漢字は常用漢字に改めた）とある。つまり池田（1929）は医療用医薬品と
                                                   
14 明治憲法発布に先立つ 3 年前の事であり、近代的な形式を備えたものとしては東洋において
は最初、世界では第 21 番目の国定薬局方であった。 
15 薬品同士の化学反応を利用して別の薬品を精製すること。  
16 現在の第一三共株式会社。 
17 高峰譲吉（1854～1922）。薬学者・化学者で理化学研究所の創設に尽力し、官を辞して渡米
中にタカジアスターゼやアドレナリンなどを発見した。三共株式会社初代社長でもある。  
18 山下,2010,p.116 
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一般用医薬品とを問わず、日本の医薬品業界の歴史についてまとめた初の「薬業史」
として著されている。その記述内容は池田松五郎が創刊した雑誌『薬業時論』にて連
載した記事の内容をまとめたもので、医薬品業界の歴史について事実ベースでまとめ
られている。しかし、池田（1929）では取り上げられる各事象について具体的な説明
が乏しく、実態が把握し難い記述が多い。 
清水（1949）は池田（1929）などの研究成果を踏まえ、日本の医薬に関する学術・
法制度・産業など全般にわたって、明治時代までの歴史的展開を詳述している。製薬
企業をはじめとした医薬品関連業者の歴史的展開と、医薬品に関する法制度の変遷に
ついては池田（1929）以上に詳細にまとめられている。また医薬品の精製に関する化
学的な記述もなされている。 
売薬の歴史的展開が最も整理されているのは池田（1929）・清水（1949）であるとい
えるが、いずれにおいても、売薬に関する議論は研究の中心にはない。売薬の定義に
ついては池田（1929）においては言及している箇所が見受けられないが、清水（1949）
では以下のように定義をしている。 
 
内容を公開しないで獨特の商品名を附け、國民が醫師の指示を待たないで直に用い得る
ような形で一般に發賣せられる既製の專賣藥（同書で「發賣者が獨特の商品名を附けて
販賣する薬品をいう」と定義している。引用者注）をいう。從來之を賣藥といつた（清
水,1949,p.vi） 
 
売薬について述べられる場合、多くの先行研究が上述の清水（1949）の定義に基づ
くか、同様の解釈で売薬を定義している。たとえば神保（2008;2010）の議論でも、「今
日の一般用医薬品を指す用語」（神保,2008,p.4）として売薬を定義している。 
しかし、清水（1949）においてなされたような売薬の定義は、戦前における一般用
医薬品のセグメントを明確にすることはできていない。吉田（1964）では医薬品を消
費態様の観点から分類したうえで、以下のような論述がなされている。  
 
消費態様に関連してよく対称せられる医薬品に、（ 1）新薬 （2）家庭薬（売薬）
（proprietary medicine）がある。新薬は、本来、医薬品市場に登場した新物質の医薬品
をいい、用法・適応症など一般に知られていないものであるから、素人の使用は危険で
10 
 
あり、したがって上記医師向け医薬品（医療用医薬品。引用者注）の範疇に入る。（中
略）現実には必ずしもそのような厳密な意味で用いられていない。すなわち、新薬なる
呼称は、固有な意味の新薬のみならず、新製剤（新複合剤）を、しかもその家庭薬的な
ものをも含んでいることがある（吉田,1964,pp.6-7）。 
 
吉田（1964）の「新薬なる呼称は、固有な意味の新薬のみならず、新製剤（新複合
剤）を、しかもその家庭薬的なものをも含んでいることがある」という指摘が重要で
ある。戦前から、売薬だけでなく新薬も一般大衆向けに販売されていたのである。た
とえば先述のタカジアスターゼは主に医療現場に出荷されたが、一般向けにも販売さ
れていた。 
本章で詳述するが、当時は一般用医薬品の市場で売薬と新薬の二つの系統の医薬品
が販売され、両者はそれぞれ異なるものと認識されていた。つまり、「今日の一般用医
薬品を指す」ものとして売薬を説明することは、正確に売薬を定義したことにはなら
ない。 
 
第２項  明治時代における売薬・新薬の区別の混乱 
 
明治時代後期に入ると欧米から新薬が次第に流入し始める。欧州先進国ではガレヌ
ス製剤の製造が、特にドイツで 19 世紀初期には行われていた19。それが 1880 年代に
入ると数種の薬品を化学合成した新物質の医薬品、すなわち新薬が出現していく。た
とえば 1899 年にアスピリンなどが登場し、欧州の医薬品工業は隆盛を迎えることとな
った。欧州からの新薬は、医療の近代化に力を注ぐ日本にも輸出された。  
明治時代に積極的に新薬の輸入販売に乗り出したのは三共商店（現、第一三共株式
会社。以下、三共）や塩野義三郎商店（現、塩野義製薬株式会社。以下、塩野義）で
あった。三共は、アメリカで高峰譲吉が発見したタカジアスターゼの日本国内での一
手販売契約を 1898（明治三一）年に結び、1899（明治三二）年に発売した。その後三
共は、1902（明治三五）年にアメリカの製薬会社パーク・デービス社製品の日本にお
ける販売の総代理店に選ばれ、以後新薬の販売に注力していく。また塩野義では日露
戦後の 1906（明治三九）年に「新薬部」が設置され、新薬の輸入販売を強化していっ
                                                   
19 たとえば阿片からのモルヒネの分離が 1805 年に行われていた（吉田,1964,p.42） 
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た20。 
局方品がいわば規格品であったのに対して新薬の多くはそれまで存在しなかった医
薬品、つまり新製品であり、たとえ種類・効能が同じであっても固有の商品名を付し
て市場に出されるのが原則であった。製造業者によって固有の名称がつけられる、と
いう点では新薬と売薬は共通していた。そのために、固有の名称を冠した新薬が次第
に増えるにつれ、売薬との区別に困難が生じはじめた。当時においても、新薬は医療
専門家向けに、売薬は一般大衆向けに販売されるという見解は存在していた。しかし、
その広告の媒体や方法が新薬・売薬で共通するなどから、新薬と売薬の区別が曖昧と
なる事態に陥ったのである。 
新薬・売薬の境界の曖昧さは、医薬品の業界内部においても、医薬品を規制する行
政の側においても問題を生じさせた。そのことをよく示す事件が、タカジアスターゼ
について起こっている。三共は 1903（明治三六）年 1 月 14 日の『時事新報』に、タ
カジアスターゼの発売宣伝広告を掲載した21。新薬の広告が日刊紙に掲載されたのはこ
れが初めてであった。しかしこの広告に関して税務署から、当時売薬業者に課されて
いた売薬印紙税を、タカジアスターゼにも適用すべきとの意見が出た。日刊紙で一般
大衆にも処方等の詳細を広告したために、タカジアスターゼが売薬とみなされること
になったのである。後述するが売薬は、新薬が流入しはじめた当時には法律上で定義
がなされていない状態にあった。当時の医療行政機関であった内務省衛生局は、税務
署の意見に対して反対した。当時、衛生局に新薬の国内流通を奨励し、促進する意図
があったためである。これが議会で問題化し、新薬と売薬の区別を明確化する必要が
生じた。 
そこで新薬については 1907（明治四〇）年 12 月の内務省令第二十八號、「何レノ
藥局方ニモ記載セザル藥品又ハ製劑取締ニ關スル件」にて次のように規定された。  
 
藥劑師藥種商又ハ製藥者何レノ藥局方ニモ記載セザル藥品又ハ製劑（藥局方ニ記載シタ
ル藥品ヲ用ヒテ製造シタルモノヲ含ム）ヲ新ニ製造發賣シ又ハ輸入發賣セントスル者ハ
見本品ヲ添ヘ地方長官（東京府ニ於テハ警視總監）ニ届出ヅベシ／前項ノ藥品又ハ製劑
                                                   
20 塩野義製薬株式会社,1970,p.507；山田,1992,p.93 
21 三共六十年史刊行委員会,1960,p.18。特に注記が無い限り、この節の三共とタカジアスター
ゼの事例については三共六十年史刊行委員会（1960）を参照。 
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ト同一品ニシテ名稱若クハ製法又ハ製造元ヲ異ニスルモノニ關シテハ亦前項ニ同ジ／
本令ニ違背シタル者ハ貮拾五圓以下ノ罰金ニ處ス／本令ハ明治四一年一月一日ヨリ之
ヲ施行ス（池田,1929,p.239。一部旧漢字は常用漢字に改めた） 
 
上記のように日本薬局方に記載がない薬品、もしくは局方品から精製されたもので
あって局方品に該当しない医薬品というものが、初期の新薬の定義であった。しかし、
繰り返すが新薬は医療用として販売されることもあれば、一般大衆向けに販売される
場合もあった。たとえばタカジアスターゼは医師など医学の専門家ではない地方資産
家に購入されていた22。初期の定義では結局、新薬と売薬の区別が明確とはならなかっ
た。そのため業者間において、売薬と新薬を取り扱う上での区別が難しい状況が続い
た。 
1910（明治四三）年 5 月 19 日には省令改正案が出された。しかし日本薬剤師会を始
めとした各地の薬剤師の団体、また東京薬種貿易商組合や大阪製薬同業組合などの業
界団体は、1910（明治四三）年の修正案に猛反対した。各業界団体は当初の修正の内
容を「不法不當ニシテ藥業ヲ覆ス恐レアリ」（池田,1929,p.242）とし、附則に項目を
一つ追加するよう激しい運動を起こした。議論の末、1911（明治四四）年 10 月 3 日に
修正を加えた規定が発布された。以下、変更が加えられた第二条と、売薬・新薬の区
別について規定した条文を引用する。 
 
第二條 何レノ藥局方ニモ記載セザル藥品又ハ製劑ハ容器又ハ包紙ニ其成分、成分不明
ナルモノハ其ノ本質及製造法ノ要旨ヲ記載スルニ非ザレバ之ヲ販賣又ハ授與スルコト
ヲ得ズ但シ名稱若ハ製造法又ハ製造元ヲ異ニスル場合ヲ除ク外本令施行前ヨリ發賣シ
來レルモノニ關シテハ此ノ限ニアラズ 
（中略） 
醫藥（省令案ノ藥品及製劑ヲ含ム）ト賣藥トノ區別  
賣藥トハ公衆ヲシテ醫師ノ指揮ニ依ラズ疾病治療ノ爲メニ使用セシムルヲ主タル目的
トシテ販賣スルモノヲ謂フ、即チ販賣ノ目的如何ニ依ルモノニシテ其販賣ノ目的ヲ認定
                                                   
22 中西・二谷（2010）／二谷（2011）参照。また、夏目漱石の著作『吾輩は猫である』の文
中に、筆者の夏目漱石自身と想定される登場人物が、タカジアスターゼを自宅で常用している
ことを示す記述があるとされる（山下 ,2010,pp.142-143） 
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スルハ販賣ノ方法手段如何ニ依ルモノトス、而シテ如何ナル方法手段ニ依ルモノヲ賣藥
ト認ムルヤニ付テハ從來何等ノ標準ヲ示サゝ゛リシカ爲メ取扱上區々ニ渉リ支障尠ナ
カラズ依テ大體左記ノ標準ニ依リ取扱ハシメントス尤モ左記各項以外ニ賣藥ト認ムベ
キ販賣方法ヲ用ユルモノアルトキハ仍之ヲ賣藥トシテ取扱ハシムル見込ナリ何トナレ
バ一旦認定ノ標準ヲ設クルトキハ直チニ之ヲ免カルゝノ手段ヲ講ズル者アルハ從來ノ
實例ニ徴シテモ明カナレバナリ依リテ左記標準ハ限定的ノモノトセズ換言スレバ少ク
トモ左記標準ニ該當スルモノハ之ヲ賣藥ト認ムルノ趣旨ヲ以テ取扱ハシメントス  
左記 
一、効能、用法及用量ヲ容器又ハ被包ニ記載シ發賣スルモノハ賣藥トス但シ効能、用法、
用量ノ成分及調整法ヲ醫藥專門家ガ各其ノ專門學會若ハ專門學雜誌（當局ニ於テ適當ト
認メタル專門學會又ハ專門雜誌）ニ公表シ又ハ專門成書ニ記載シタルモノニシテ容器若
クハ被包ニ成分分量（成分分量不明ナルモノハ其ノ本質及調整法ノ要旨）ヲ記シテ醫師
又ハ醫師ノ指揮ヲ受ケタルモノヲ主タル目的トシテ發賣スルモノハ此限ニ在ラズ前項
但書ノモノトモ雖モ（一）「薬局方ノ藥品」（二）「學問上若クハ古來ノ傳説其他ノ事由
ニ依リ醫師藥業者ニ周知セラレタル藥品（三）「（一）（二）ノ藥品ヲ用ヒテ處方箋ニ依
リ調合スルガ如キ普通ノ方法其他容易ニ調整セラルゝ如キ方法ニヨリ調整シタル製剤」
ハ容器被包ニ効能ヲ記スルモノハ勿論單ニ用法用量ノミヲ記スルモ賣藥ト看做ス  
二、容器又ハ被包ニ記載セザルモ別紙又ハ別冊説明書ニ記載シ藥品ト共二購入者ニ交付
スルモノ亦前項ニ同ジ 
三、（一）ノ記載若クハ（二）ノ交付ヲ爲サゝ゛ルモ又ハ（一）ノ但書ニ該當スルモノ
ト雖モ一般公衆ヲ目的トスル新聞、雜誌其他ノ方法ニ依リ左ニ該當スル事項ヲ廣告スル
モノハ賣藥トス 
一、効能、用法、用量ヲ通俗的ニ記載スルコト 
二、用法ノ記載方ハ專門的ナルモ其ノ効能ヲ通俗的ニ暗示スルガ如キ紛ハシキ記述ヲ
爲スコト 
三、効能ノ記載方ハ專門的ナルモ主タル適應症以外ノ病名並効能ニ關スル記事（證明、
報告、評言、意見、謝辭並使用ノ勸誘等）ヲ擧グルコト 
四、（一）ノ但書ニ該當スルモノト雖モ被包又ハ容器若ハ別紙、別冊説明書ニ（三）ノ
各號ニ該當スルコトヲ記載シタルトキハ賣藥トス但シ（三）ノ三號中專門的證明及報ヲ
記載スルハ此ノ限ニ非ズ 
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五、（一）又ハ（二）ノ場合ニ用量又ハ用法ヲ記載セザルモ通俗的ニ効能ヲ記載スルモ
ノハ賣藥トス 
六、從來賣藥トシテ許可ヲ得タルモノ又ハ之ト同一ノ名稱ヲ付スルモノハ其ノ効能、用
法又ハ用量ヲ記載セザルモ賣藥トス（池田,1929,pp.243-246。一部旧漢字は常用漢字に
改めた） 
 
 第二条の項目が新しく加わった部分である。法令施行以後に発売される新薬につい
てはその成分を、成分が不明な場合は新薬の性質と製造法について容器・包装に示さ
ない限り販売を認めないとされている。 
この修正で重要なのは売薬と新薬の区別について規定した「醫藥（省令案ノ藥品及
製劑ヲ含ム）ト賣藥トノ區別」の条文である。この規定では医師など医学専門家向け
の学術雑誌・専門書で公表され、容器・包装や別冊の説明書に記載された内容が医学
専門家向けである医薬品は新薬であるとしている。一方で、局方品かもしくは調整法
等が広く周知されている医薬品の場合は売薬と見なすと述べられている。つまり新薬
という場合、それは医療用の医薬品を指すということを明言している。そのうえで次
の二つの場合に該当する医薬品が売薬とされた。第一点は効能・用法・用量について
の記述が厳密ないし一般大衆にわかりやすい医薬品が売薬に該当する。第二点は、効
能を証明する記事等を容器・包装、新聞・雑誌、別冊の説明書に記載して販売される
ものも売薬としている。 
1911（明治四四）年 10 月 3 日の内務省令第十八號の新薬と売薬の区別によれば、医
師向けに記載のあるものでも一般に理解されている効能・用法等であれば売薬とみな
している。つまり、効能・用法等の専門性の程度で新薬と売薬を区別すると規定して
いる。しかし効能・用法の記載内容の専門性の程度、などという基準は非常に曖昧な
ものである。何をもって医薬品の専門性が高いとするかの基準は無く、個人の判断に
任されているのが実情であった。そのため、医療用に販売される新薬もあれば、売薬
として市場に出る新薬も現れるという状態が続いた。以後も業界内部では、何を新薬
とし何を売薬とするかはっきりとしないまま、新薬・売薬が取り扱われていった。  
以上、明治時代においては医薬品業界内部・政府の双方で、売薬・新薬の区別が曖
昧となっていた。その原因として、欧米から輸入される新薬について法律上の明確な
規定が存在しなかったことが指摘できる。ただし、たとえ新薬に法律上の明確な定義
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が与えられていなかったとしても、一方の売薬について明確に定義した条文があれば
売薬・新薬の区別に混乱は生じないはずである。次節では、法律で売薬が明確に定義
されていたかについて議論する。そのうえで、明治時代における売薬関連の法律につ
いて言及することだけでなく、昭和期に売薬に代わる用語として作られた「家庭薬」
の定義に関しても言及する。「家庭薬」の用語が売薬の代用となるべく作られたのであ
れば、「家庭薬」の定義から売薬の定義を敷衍することが可能と考えられるからである。
また明治時代にとどまらず、日本近代の終焉である太平洋戦争末期までの時代範囲で
売薬の定義に関する事実を追わない限り、法律面から充分に売薬の定義を検討したこ
とにはならない。次節の第 1 項から、日本近代における法律上の売薬の定義について
整理する。 
 
第２節 売薬関連の法律における定義の不在と「家庭薬」の定義
の不明確性 
 
第１項  法律における売薬の定義の不在 
 
「売薬」の用語は、戦前においては民間においてのみならず法律等の公文書におい
ても使用されていた。売薬が法律上で初めて定義されたのは、1877（明治一〇）年 1
月 20 日公布の「売薬規則」によってである。売薬規則において、売薬は以下のように
定義された。 
 
第一條 此
この
規則
き そ く
ニ稱
しょう
スル處
ところ
ノ賣藥
ばいやく
トハ丸藥
ぐわんやく
膏藥
こうやく
煉藥
ねりやく
水藥
みづぐすり
散藥
さんやく
煎藥
せんやく
等
とう
家方
か ほ う
ヲ以
もつ
テ合劑
がふざい
シ販賣
はんばい
スルモノヲ云
いふ
（加藤,1877,pp.1-2 一部の仮名は現代の仮名遣いに改めた） 
 
「家方」とはすなわち「秘伝」などと称されるような、一般に公開されない製造方
法ということを意味している。おそらく、江戸時代以来存続していた売薬を想定して
定義がなされたと考えられる。この定義について、何年の改正かは不明だが、1891（明
治二四）年時点で以下のように変更がされている。 
 
第一條 此規則ニ稱スル處ノ賣藥トハ丸藥膏藥煉藥水藥浴劑散藥煎藥等ヲ調整シ効能
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書ヲ附シ販賣スル者ヲ云フ（塩谷,1891,pp.9） 
 
「効能書ヲ附シ」という文言が加えられ、売薬規則公布当初の定義にあった「家方
か ほ う
ヲ
以
もつ
テ合劑
がふざい
シ」という文言が消えている。つまり、「丸薬・膏薬・煉薬・水薬・浴剤・散
薬・煎薬」という剤型で、効能を記した紙が添付され販売されるものを売薬と定義し
ている。しかし売薬規則において行われた売薬の定義に関する文言は、その後同規則
の改正にあたって削除されることとなる。 
 法律上の売薬に関する定義については、窪田（1914）が詳細な議論を行っている。
窪田（1914）は、「藥品ニ關スル法制ハ頗錯綜シテ居テ各法令ノ支配スル範圍カ明確ヲ
缺クノ嫌カアル」（窪田,1914,p.46）として、当時の医薬品関連の法制度の問題点を指
摘した。窪田（1914）はその原因が売薬の範囲、すなわち定義が明瞭でないことにあ
ると考え、法律面から売薬の定義を定めようとした。 
 窪田（1914）によれば、「三十三年ニ至リ改正条約実施」（窪田,1914,p.56）に伴って
売薬規則が改正された23際に、売薬に関する定義が削除された。定義が削除された理由
は、売薬の製造業者による徴税の回避を防ぐためであった。当時売薬規則に基づき「売
薬営業税」が各製造業者に課税されていた。その売薬営業税の徴税回避に利用された
                                                   
23 「三十三年ニ至リ改正条約実施」とは欧米先進各国と締結した不平等条約の改正を指すと考
えられる。陸奥宗光が 1894（明治二七）年に行った不平等条約改正について、改正した内容の
発効は 1900（明治三三）年とされていた。売薬規則の改正の理由は、窪田（1914）によれば
「外國ヨリ輸入スル賣藥ニ相當ノ取締ヲ設クル必要ガアリ之ガ規定ヲ賣藥規則中ニ加フル爲
メ一部改正ヲ爲スニ當ツテ同時ニ賣藥ノ定義ヲ削除シタノテアル」（窪田 ,1914,p.56）とされて
いる。しかし「外國ヨリ輸入スル賣藥」という内容については、現時点では実態が不明である。
欧米でも、前近代から売薬に類するものが製造・販売されていたことは吉田（1964）にも述べ
られている。しかし少なくとも数値的なデータにおいては、1900（明治三三）年はもちろん明
治時代全年間について、外国からの輸入品の項目に売薬が計上されたことは無い。このことは
次に示す統計書からも明らかである：内閣統計局、『日本帝國統計年鑑』 第 1 回～55 回／内
閣統計局、『大日本帝国統計年鑑』 第 56 回～58 回／内務省統計局、中村隆英監修（1999）『日
本帝国統計年鑑（復刻版）』（東洋書林・発行、原書房・発売）／大蔵省（1990）『大日本外国
貿易年表（復刻版）』、東洋書林発行、原書房発売）  
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のは、売薬規則の売薬の定義における「効能書ヲ附シ」という内容であった。効能書
を製品に付属せず後から別に配布する、または新聞などの広告に効能を記載して代替
するなどによって、徴税を逃れる者が相次いだ。そのため、「實質上賣藥タルモノニハ
漏ナク規則ヲ適用セン」（窪田,1914,p.56）として、売薬規則から売薬の定義が削除さ
れたのである。 
 売薬の定義を削除する改正案について、衆議院では原案がそのまま通過したが、貴
族院の特別調査委員会で定義を入れるべきとの議論があった。窪田（1914）に引用さ
れている議会の筆記記録によれば、貴族院で定義を定めるべきと意見が出た主な理由
は、「効能書ヲ附シ」の部分が削除されることが問題視されたためであった。  
当時売薬は、いわゆる「無医村」のような医師が存在しない地域での医療手段、も
しくは中下層階級の人々の医療手段として意義があると認識されていた。このことは
窪田（1914）に引用されている特別調査委員会の委員の発言にも指摘されている。ま
た 1873（明治六）年に発行された、石黑忠悳
ただのり
著・松本順24校閲の『長生法
ちょうせいほう
』の付録で
ある、『長生法附録 救急法』にも「且つ邊土僻陬
へきすう
（振り仮名筆者）に至 つ
（ママ）
ては猶売
薬の爲めに一時の病患を除く者又無しとすべからず」（清水,1949,pp.199。一部旧漢字
は常用漢字に改めた）と述べられている。 
もし「効能書ヲ附シ」という条件が削除されれば、販売される売薬に効能を記載し
た書類の付属を要さなくなる。その場合、売薬以外の医療手段を持たない患者が、ど
のような効能があるかわからずに売薬を購入する事態が生じうる。そのため、効能書
を添付する、という条件が消えることが問題とされたのであった。  
 貴族院の特別調査委員会から、「賣藥ト稱スルハ丸藥散藥等ニシテ何等ノ方法ヲ以テ
スルニ拘ラス効能ヲ示シテ販賣スルモノヲ云ヒ」（窪田 ,1914,p.57）という文言を入れ
ることが意見された。しかし、貴族院の本会で「丸藥散藥等」の箇所の「等」という
記載が法律文書として「面白クナイ」（窪田,1914,p.57）という意見が出された。その
ため、結局当初の原案通りに、売薬の定義は売薬規則から削除されるに至った。これ
以後、法律によって売薬が定義されることはなかった。 
 
  
                                                   
24 幕末・明治期の医師。明治政府に出仕し軍医監となり、次いで初代軍医総督となる。松本良
順とも。 
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第２項  売薬に代わる用語としての「家庭薬」の成立とその定義の不
明確性 
 
先述のように、戦前に売薬として販売され今日まで存続しているものは「家庭薬」
と称されている。全国家庭薬協議会25を中心とした、家庭薬を販売するメーカーの業界
団体も存在している。「家庭薬」という用語は、後述するが第二次世界大戦期に売薬業
界が統制を受ける過程で、売薬に代わる用語として作り出されたものである。したが
って、この「家庭薬」の用語の定義が、戦前における売薬の定義を包含していると考
えることもできる。 
本論文が対象とする明治時代からは外れるが、家庭薬統制組合（1947）から、1944
（昭和一九）年に行われた第八十四帝国議会予算委員会の質疑を参照する。この質疑
は、法律における医薬品の分類から「売薬」が削除されるに伴い、市場で販売される
売薬をどのように取り扱うべきかについてなされたものであった。質疑の後、「売薬」
に代わる用語として「家庭薬」という用語が公的に使用されるようになる。「家庭薬」
の用語が「売薬」に代わる用語として設定されるに至った背景には、「薬事法」の成立
が大きく関わっている。 
「薬事法」は 1943（昭和一八）年 3 月 12 日に公布され、それまでに存在した「薬
品営業並薬品取扱規則」・「売薬法」・「薬剤師法」の三つの法律を柱に、関係法規であ
る「薬品巡視規則」・「麻薬取締規則」・「売薬部外品取締規則」を統合する形で制定さ
れた。局方品を含む医療用の医薬品は 1889（明治二二）年 3 月 16 日公布の「薬品営
業並薬品取扱規則」により規定されていた。一方で売薬は、「売薬規則」を改正するか
たちで 1914（大正三）年 3 月 3 日に公布された、「売薬法」によって規定されていた。 
医療用の医薬品と売薬には、医療専門家の使用のために販売されるか、一般大衆の
使用のために販売されるかという点で区別が存在した。しかし新薬については、売薬
と区別する基準が曖昧であった。そのためにほとんど同種の新薬が一方は医療用、一
方は売薬となることが珍しくなかった。新薬については「何レノ藥局方ニモ記載セザ
ル藥品又ハ製劑取締ニ關スル件」にあるように、地方長官、あるいは警視総監への届
                                                   
25 1908（明治四一）年 2 月 28 日に前身となる組織が設立され、1976 年 4 月 2 日に全国家庭
薬協議会として復活する。OTC 医薬品の中でも伝統的色彩の強い家庭薬について、それを製
造・販売する企業が集まる団体である。会員は東京都家庭薬工業協同組合、大阪家庭薬協会の
会員会社と個人会員会社で構成されている。家庭薬研究会（2010）を参照。 
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出によって認可していた。しかし薬事法では新薬に関する取り扱いの煩雑を防ぐため、
新薬を許可制にしたうえで売薬と新薬を一律に「日本薬局方外医薬品」として分類す
ることが定められた。それまでは国内の医薬品を「日本薬局方収載品」（局方品）・「新
薬」・「売薬」の三つの分類で取り扱っていた。「薬事法」成立以降、国内の医薬品は「日
本薬局方収載品」と「日本薬局方外医薬品」のいずれかに分類することになったので
ある。 
薬事法により、医薬品行政における分類から「売薬」の用語は消えた。一方世間一
般では「売薬」という用語が使用されなくなったわけではなく、また「新薬」の用語
についても一般に使われ続けた。しかし売薬業者にとっては、医薬品の分類として売
薬が新薬と一律に扱われることは大きな問題であった。新薬が原則として医療用の医
薬品と扱われてきていたことからもわかるように、新薬の効能は医療用に供するだけ
の水準を備えている場合が通常であった。新薬が普及して以来、先述のように一般用
医薬品として新薬が売薬と同じ市場で販売される場合には、売薬業者にとって新薬の
製造業者は強力な競争相手であった。 
さらに、戦争に伴う業界の統制も、新薬との関係において売薬業者に大きな影響を
与えた。1940 年代前後から太平洋戦争が激化するにつれ、日本が厳しい戦時体制に突
入していく。1941（昭和一六）年の「国家総動員法」に基づく「物資統制令」により、
「医薬品及び衛生材料生産配給統制規則」が公布された。これにより生薬類を含む医
薬品全般の配給統制および生産統制がなされる。売薬は医療用医薬品に先んじて統制
の対象となり、1942（昭和一七）年 2 月 18 日の「売薬営業整備要項」によってその生
産組織・販売方法・配給計量が統制されることになった。配給の面では日本売薬配給
統制株式会社が設立され、統制が行われた。生産組織については「一県一企業体」に
整理統合がなされることになり、1943（昭和一八）年 7 月には全国 225 の新企業体の
発足となって整理を完了した。各県で企業が整理統合されていく中で、売薬工業組合
などの既存の同業組合はその存続理由を失い始めた。そのため売薬業界内部では、新
薬業界と一律に扱われていくことで、売薬業界そのものの存続が脅かされるという危
惧が存在していた。 
1943（昭和一八）年 8 月、東京売薬工業組合の主導で大阪・愛知・富山・奈良その
他全国の売薬工業組合と県の単一企業が一丸となって全国売薬生産工業総合会が結成
された。全国売薬生産工業総合会では売薬業界の将来について議論が行われるように
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なった。議論のなかで、まずは医薬品行政においてそれまでの売薬の用語にかわる新
しい用語を獲得すべきという機運が高まった。売薬に代わる用語を設定する問題につ
いて、1944（昭和一九）年第八十四帝国議会予算委員会にて代議士を通して当時の衛
生局長へ質疑が行われた。以下にその質疑の中身を抜粋して示す。 
 
川崎（克）委員 アノ（「薬事法」。引用者注）中デ新藥新製劑ト賣藥ト云フモノハ一緒
ニ取扱フコトニナツテ居ルノデアリマスガ、其ノ後ノ情勢、又從來カラノ關係ヲ見マス
ルト、新藥新製劑ノ中ニアルモノノ中デハ醫師ノ調劑用及ビ治療用ニ向ケラルルモノガ
多分ニアリマスルシ 賣藥ハ勿論賣藥トシテ大衆ニ使ハレルモノデアル、又新藥新製劑
ノ中ニモ幾ラカ賣藥ノヨウナ類似ノモノモアルカノヤウニ思ハレル、是ガ今度許可主義
ニナツテ、今年ノ三月ニハ新藥新製劑ノ中ニアルモノモ分離セラレテ分ケラレルヤウニ
ナツテ居ルノデアリマス、随ツテソレハ賣藥ト治療用ノモノトハ二ツニ分ケラレテ御取
扱ヒニナルベキモノノヤウニ思ハレル、若シサウ云フ風ニナルモノトスレバ、大衆用ノ
モノニ付テハ賣藥ト云フ名前ハ、ドウモ少シ變ナ名前カモ知レマセヌガ、國民藥トカ或
ハ家庭薬トカ云フヤウナ名稱ヲ附ケテ、一般大衆ニ使用ガ出來ルヤウナ示唆ガ必要ダト
思ヘル、……（家庭薬統制組合,1947,p.23。一部の旧漢字は常用漢字に改めた） 
 
つまり薬事法成立によって法律上から売薬・新薬の区分が消えたが、従来の新薬に
は医療用に販売されるものと一般大衆向けに販売されるものとがあり、その点で従来
売薬として販売されてきた医薬品と区別に混乱が生じるということが指摘されている。
そのため、従来から売薬として販売されてきた医薬品については、売薬以外の呼称で
もいいので、何か新しい用語を法律上に作るべきではないか、と述べられている。こ
の質問に対する内務省衛生局長からの返答は、新薬と売薬の区別、また売薬それ自体
の定義についても曖昧であったことをよく示している。家庭薬統制組合（1947）から、
内務省衛生局長の返答を以下に引用する。 
 
……醫藥品ノ製造ニ付テハ許可主義ヲ採用シタイト云フ方針ノ下ニ、法制上ノ取扱トシ
マシテハ局方薬モ新藥新製劑モ、或ハ又賣藥モ、總テ一ツノ醫藥品トシテ法制上ノ取扱
ハ一元化致シタ次第デアリマスケレドモ、御話ニモアリマシタ通リ、醫藥品ノ中ニ主ト
シテ醫療用ト申シマスカ、醫師向ノ醫藥品、ソレカラ主トシテ醫師ノ指揮ニ依ラズシテ
21 
 
家庭ニ於テ用ヒマス所ノ大衆向、家庭向ノ醫藥品、此ノ兩種ノアルコトハ今後ニ於テモ
同様デアラウト思フノデアリマス、法制上ノ取扱ト致シマシテハ一元化致シマシタケレ
ドモ、今後ノ生産或ハ配給等ノ取扱ノ上ニ於キマシテハ、ヤハリ醫師向ノ醫藥品ト一般
家庭向ノ醫藥品等ニ付キマシテハ、ソレ〲之ニ適應シタ措置ヲ講ジテ參ラナケレバナラ
ヌカト思ツテ居リマス、（中略）新藥新製劑ハ、本來醫師ノ使用スルコトヲ目的トシテ
製造シテ居ルノデアリマスガ、年月ノ推移ニ伴ヒ、其ノ中ニハ段々ト賣藥ニ近イモノガ
行ハレルヨウニナツテ參ツテ居ルコトモ御承知ノ通リデアリマス、此ノ新藥新製劑中、
賣藥類似ノモノニ關スル今後ノ取扱ノ問題デゴザイマスガ、（中略）將來存續スベキ新
藥新製劑ニ付キマシテハ、一般向キノ新藥新製劑ガアリトスレバ、是ガ取扱ハ從來ノ賣
藥ト同ジ線ニ沿フテ取扱ツテ行クベキモノデアラウト考ヘテ、折角調査ヲ進メテ居ル次
第デアリマス 尚ホ名稱ノ問題トシテモ、今日デハ從來ト同ジヨウニ、賣藥ト云フ名稱
ヲ其ノマゝ用ヒルト云フ取扱ヲ事實ニ於テハ致シテ居リマスガ、色々ナ調査ヲ致シマシ
テ更ニ適當ナ名稱ガアツタナラバ、取扱ノ便宜トシテ其ノ適當ナ名稱ヲ使ツテ行キタイ
ト思ツテ居リマス（家庭薬統制組合,1947,pp.23-24。傍線部引用者。一部の旧漢字は常
用漢字に改めた） 
 
内務省衛生局長の返答の、特に傍線部からわかるように、依然として新薬と売薬の
区別は曖昧であった。原則として新薬は医療専門家向け、売薬は一般大衆向けという
認識はなされていた。しかしそのような新薬と売薬の相違点は大まかな区別でしかな
く、厳密なものでなかったことはすでに述べた。売薬と同じように市販される新薬が
一部に存在する実態はこの当時も変わらず、そしてその場合に新薬・売薬をいかに区
別するかについての明確な基準は考えられていなかったのである。  
売薬のみについても、「賣藥ト同ジ線ニ沿フテ取扱ツテ行クベキモノデアラウ」とは
述べられているが、特に明確に定義が定められているわけではなかった。「色々ナ調査
ヲ致シマシテ更ニ適當ナ名稱ガアツタナラバ、取扱ノ便宜トシテ其ノ適當ナ名稱ヲ使」
うとあるが、売薬がいかなるものかを議論したうえで新たな名称を付ける、というこ
とである。つまり、売薬がどう定義されるかについて、政府の側で確かな見解は依然
として存在しなかったのである。 
1945（昭和二〇）年 2 月、「国家総動員法」に基づく「統制会社令」により、売薬の
統制機関である日本売薬統制株式会社が改組されることになった。そして日本売薬統
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制株式会社改組後の名称は、「家庭薬統制株式会社」となった。このとき、「売薬」に
代わる用語として「家庭薬」が公的に初めて用いられた。また全国売薬生産工業総合
会が商工組合法に基づく統制組合として再出発させられることとなり、「家庭薬統制組
合」と名称を改めた。家庭薬統制株式会社および家庭薬統制組合は医薬品の統制機関
である医薬品統制株式会社26とは別個に、家庭薬（売薬）の生産配給の統制にあたるこ
ととなる。こうして、それまでの売薬が新薬を含むその他の医薬品とは別個に取り扱
われることとなった。「家庭薬」の用語がどのような経緯で統制組合の名称などに採用
されたかについては、明らかではない。ただし「家庭薬」の用語は、それが用いられ
るにあたって明確に定義が定められたわけではなかった。 
1946（昭和二一）年 6 月に、厚生省が家庭薬の製造・販売に関わる以下のような通
牒を出した。 
 
醫藥品でその成分、分量、劑型、用法、用量、効能等より見て醫藥品に關する專門的知
識のない者に使用させる事を主な目的とするのが適當と認められるものはこれを家庭
藥として取扱ふ（家庭薬統制組合,1947,p.24。一部の旧漢字は常用漢字に改めた） 
 
 この「家庭薬」の定義は、戦前に売薬として販売された医薬品を想定して作られた
ものと考えられる。しかし、この定義も医療専門家向けではないという点にしか言及
できていない。戦前の売薬と、先に引用した予算委員会の質疑にいう「賣藥ニ近イ」
新薬との違いは、この定義からは判断できない。 
また、現在の法律には「家庭薬」という医薬品の区分は無い27。「家庭薬」と称して
販売される医薬品は一般用医薬品の区分に包含されているのが現状である。したがっ
て現在の法律において「家庭薬」の定義はなされていない。 
 全国家庭薬協議会は家庭薬研究会（2010）では「家庭薬」を、「いわゆる一般薬の中
で、伝統にはぐくまれた家庭薬といわれる薬」と説明し、一般用医薬品の中でも「伝
                                                   
26 日本医薬品生産統制株式会社、日本医薬品配給統制株式会社、新薬新製剤の団体である日本
新薬工業組合および東西製薬同業組合などを合併して設立された（家庭薬統制組合 ,1947,p.24）。 
27 厚生労働省ホームページ、「法令等データベースサービス」、「薬事法」、 
http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS
&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=589 /2012/11/20 18:55 参照 
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統」と「信頼」を持つことに特徴があると記述している28。しかしこの「家庭薬」の説
明における「伝統」という要素は、それが単なる時間的な経過を指すのか、特殊な技
術の伝達を指すのか、広く漠然としている。売薬のうち現在も「家庭薬」として存続
しているものには、江戸時代に創製されたものもあれば、昭和に入って創製されたも
のもある。つまり「伝統」といっても、その発生の時期は製品によりばらつきがある。  
さらにいえば、「家庭薬」の中には戦後に創製されたものもあり、時間的な経過の長
さをもって「家庭薬」を定義づけることは適切ではないと思われる。また家庭薬研究
会（2010）には、「家庭薬」と称される医薬品の各々に多様性があるため、定義づけが
困難であるという意見も記述されている29。このことから現在も、業界内部で「家庭薬」
の定義が明確にされていないことが判断できる。 
「家庭薬」は売薬に代わる用語として作られたが、その定義は曖昧なものであると
いえる。そのため、「家庭薬」の定義を利用して、売薬を説明することも難しい。そこ
で本論文では、窪田（1914）が展開した売薬の定義に関する議論に則って、本論文に
おける売薬の定義を提示する。窪田（1914）は日本近代において、法律的な観点から
売薬の定義化を行った唯一の論文である。 
  
第３節 本論文における「売薬」の定義：窪田（1914）における
定義から 
 
第１項  窪田（1914）における売薬の定義 
 
窪田（1914）は医薬品の中における売薬の範囲、つまり売薬の定義を考えるにあた
って、売薬業者による違反行為への判例から次の三つの要素は売薬を定義する要素に
はならないとしている。それは①含まれる物質、②医師の指示を受けずに患者が使用
する、もしくはそのような患者に売ることを目的として販売されること、③成分・分
量・製造方法を一般公開しないこと、の三点である。 
まず①については、売薬の原料にはたとえば局方品、場合によっては新薬などが用
いられており、売薬のみに利用されるというような特殊な原料によって精製されてい
                                                   
28 家庭薬研究会（2010） 
29 家庭薬研究会,2010,p.127 
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ないことを指摘している。第 3 章で触れるが、1903（明治三六）年 9 月に衛生局が売
薬に配合可能な原料の規定を見直し、当時欧米から続々と輸入されてきていた新薬が
売薬に配合されるようになった30。 
また 1912（大正元）年に創業した大正製薬株式会社の主力商品であった栄養剤「体
素」31などは、西洋医学に基づく高度な化学合成によって製剤されていた。体素はヘモ
グロビン32の錠剤とシロップ剤である。のちにヘモグロビンの吸湿作用による悪臭を防
ぐため、容器の改良と栓の中に乾燥剤を入れることで防湿と除臭を実現した「ヘモグ
ロビンエキス」と、ヘモグロビンをチョコレートでコーティングした「ヘモグロビン
菓子」に改良される。 
江戸時代から明治時代後半にかけて売薬は前近代の薬学の知識によって製剤され、
多くは和漢薬などの生薬類と、場合によって輸入した洋薬・新薬を原料として購入し
混合するなどして製剤されていた33。大正製薬株式会社の創業者・石井絹次郎の息子で
ある石井輝司は、ヘモグロビンエキス・ヘモグロビン菓子の素である体素について「従
来の売薬製造から一歩先んじて、化学的技術を応用した自慢の新製品」（「日本の新薬
史」刊行会,1969,p.296）と述べている。少なくとも大正時代にはすでに、製剤方法の
面で新薬と同様高度な化学合成によって製剤される売薬が現れていた34。 
②については、当時の医療用医薬品に対する規制のあり方から、売薬の特質ではな
いとしている。1889（明治二二）年公布の「藥品營業竝藥品取扱規則」、通称「薬律」
は医療用医薬品を規制するための一般法規であった。そのため、この薬律が売薬には
適用されることはなかった。薬律では医療用の医薬品について、「素人カ藥品ヲ買フテ
自己ノ治療ニ使用スルコトハ之ヲ禁シテ居ラヌ之ヨリ生スル危害ハ彼ノ自衛ニ委シテ
居ル」（窪田,1914,p.62）というものであった。つまり、毒薬・劇薬を除いて医療用に
供される医薬品についても、個人が自己の責任で購入し使用する場合には、医師を介
さずに販売されていた。 
③については、次の二つの理由から売薬の特質ではないと判断している。一つは、
                                                   
30 川崎・塩見,1926,p.29 および二谷,2000,p.22 
31 「体素」については大正製薬株式会社社史編纂事務局（1993）および「日本の新薬史」刊行
会,1969,pp.291-299 を参照のこと。 
32 脊椎動物の赤血球中に含まれ、酸素の運搬に重要な役割を果たす。鉄を含む色素「ヘム」と
タンパク質「グロビン」の化合物である。  
33 川崎・塩見,1926,p.29 
34 川崎・塩見,1926,p.29 
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売薬の中にはその名称に成分の詳細を冠しているものがあるからである。二点目は、
法律が売薬の処方の公開について絶対に禁止するとしておらず、許否の判断も行うと
していることから、処方が秘匿されないものについても「売薬」と扱われるためであ
る。 
 窪田（1914）は、以上の点について売薬の販売について起きた違反行為に関するい
くつかの判例から指摘し、さらに自身の考察として売薬の特質を指摘した。その際に
窪田（1914）は、売薬を販売する側がどのような販売を行うかに焦点をあてている。
以下に窪田（1914）が考察した売薬の特質を引用する。 
 
賣藥ノ特質ハ何レニ在リヤト云フニ自分ノ考テハ發賣者カ處方ヲ爲シテ而モ其ノ藥品
ヲ或種ノ疾病ニ効アリトシテ其ノ種ノ患者ニ之カ直接使用（醫師ノ指示ヲ要セス直ニ使
用スルヲ云フ以下之ニ傚フ）ヲ推薦スル點ニ在ルト思フノテアル（中略）賣藥業者ハ特
定セル具體ノ患者ニ對シテコソ處方ヲ爲ササレ彼ハ或種ノ疾病アル患者ヲ抽象シテ其
ノ抽象人ニ對シ處方ヲ爲ス而モ其ノ處方シタ藥品ノ直接使用ヲ其ノ種ノ患者一般ニ推
薦スル尚又是等患者ノ信頼ヲ期待スルノ意味ヲ含ミ患者亦或程度マテ之ニ信頼スルノ
テアル（中略）醫師ハ特定セル具體ノ患者ニ對シテ處方シ賣藥業者ハ特定セサル抽象人
ニ對シテ處方スル（窪田,1914,pp.68-70 一部旧漢字は常用漢字に改めた） 
 
 窪田（1914）が考察した売薬の特質には二つ要点がある。一つは、なんらかの症状
について効能のある医薬品を、不特定多数の患者が医師を介さず使用することを想定
して製剤することである。二つ目は、医師を介さずに使用することを推奨して、不特
定多数の患者に販売することである。「抽象人」というのは、患者一個人に対して医薬
品を処方するか、不特定多数の患者を想定して医薬品を処方するかということである。
たとえば、医師であれば診察した患者個人に対して、その個人の症状のみを考慮した
医薬品を処方する。これに対して売薬の場合は、なんらかの疾病についてその患者全
般に向けて医薬品を処方する、ということである。窪田（1914）は売薬の特質に関す
る考察を要約し、自身の想定する売薬の定義を以下のように提示している。  
 
賣藥トハ發賣者カ或種ノ疾病アル人ヲ抽象シテ之ニ對シ處方ヲ爲シ（醫師ノ爲シタ
ル處方ニ據ルモノモ發賣者カ之ヲ採用シ彼自身ノ處方ト爲シタルモノト解スヘキテ
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アル）之ニ據テ藥品ヲ調理（即採取又ハ調合）シ其ノ藥品ノ直接使用ヲ其ノ種ノ患
者一般ニ推薦シテ販賣スルモノヲ云フ（窪田,1914,p.76） 
 
「調理」とあるが、これは窪田（1914）によれば生薬・薬品の調合から、患者に対
して使用しやすい状態に整えることまでを意味する。つまり複数の原料から製剤され
たものも、生薬や合成医薬品をほぼそのままの形で提供するようなものも、売薬たり
うるとする。窪田（1914）には生薬を採取して小瓶に詰め直すなど、消費者が服用し
易い状態に整えたものを販売した業者が、売薬関連の税金を納めなかったことで法律
違反とされた判例が引用されている35。 
窪田（1914）の定義は、それが販売される時点に着眼しているといえる。窪田（1914）
の定義の後半部分には、「其ノ藥品ノ直接使用ヲ其ノ種ノ患者一般ニ推薦シテ販賣スル」
とある。つまり新薬も売薬も患者が医師を介さず購入できるが、売薬は患者が医師を
介さずに購入・使用することを推奨するような販売がなされている、ということであ
る。 
先述のように医療用医薬品の規制法である薬律は、毒薬・劇薬以外の医療用医薬品
について、個人が自己責任で購入・使用することを禁止していなかった。つまり、個
人が医師を介さずに、という点だけでは、売薬とそれ以外の医薬品を区別する要素た
りえない。そのために窪田（1914）は、個人が医師を介さずに使用することを販売に
あたって推奨する、ということを定義に含めたと考えられる。 
 
第２項  本論文における「売薬」の定義と窪田（1914）の定義の留意
点 
 
法律における売薬の定義について概観したうえで、本論文では窪田（1914）におい
てなされている売薬についての解釈、および定義を妥当であると考える。日本近代に
は原料および製剤方法の面で売薬と新薬に相違はなくなっていったのであり36、製剤方
法などの面で売薬と新薬を区別することは難しい。また現時点で消費者の視点からの
売薬・新薬の区別を明らかにする史料が無い以上、窪田（1914）においてなされた解
                                                   
35 窪田,1914,pp.82-83 
36 川崎・塩見,1926,p.29 
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釈が現段階では有効であると考えるからである。 
窪田（1914）による売薬の定義に準拠して、本論文における売薬の定義を以下のよ
うに提示する。 
 
売薬とは、前近代から太平洋戦争終結時にかけて、年齢・性別など様々な不特定多
数の患者が服用することを想定して、特定の傷病に対して製剤もしくは調整され、医
師を介さずに使用することを前提として消費者に推奨・販売された医薬品を指す。  
 
窪田（1914）の定義をもとに、上記のように本論文における売薬の定義を示した。「製
剤」とは錠剤や粉末などの剤型に整えることを指し、「調整」とは窪田（1914）が示し
たような生薬の瓶への詰め替え等、消費者が使用しやすいよう整えることを指す。し
かし窪田（1914）における定義は、売薬とそれ以外の医薬品をどこまで厳密に分けら
れているのかについて、留意する必要がある。 
第 1 節第 2 項で述べたが、タカジアスターゼを発売した三共は 1903（明治三六）年
以来、一般消費者向けの広告媒体である日刊紙へ盛んに広告を出稿した。その最初で
ある 1903（明治三六）年 1 月 14 日の『時事新報』における広告37では、その文面から
対象顧客を医師に据えていることがわかる。しかし、日刊紙に掲載されている以上、
実態としては医師以外の者へもタカジアスターゼが広告されていることになる。この
点において、結果的には医師ではない個人の消費者へもタカジアスターゼの購入・使
用を推奨しているといえる。 
また、三共は日刊紙に広告を出稿する以前から、医療専門家向けの学術雑誌へ広告
を掲載していた。1900（明治三三）年 3 月 20 日の『中外医事新報』に掲載された広
告38では、「大販賣人」として列挙されている小売店の中に、当時の有力な売薬業者・
守田治兵衛の名前がある。売薬業者の小売店舗において、消費者が医師を介さずに医
薬品を買うことは言うまでもない。つまり、売薬業者の店舗にタカジアスターゼを出
荷していたということは、個人が医師を介さないで購入・使用することも想定してい
たと考えられなくはない。 
 中西・二谷（2010）と二谷（2011）では、地方資産家の家計簿の分析からその消費
                                                   
37 山下,2010,pp.142-143（図） 
38 山下,2010,p.129 
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動向を分析している。両論文における地方資産家の医療支出についての分析から、タ
カジアスターゼや「フェラトーゼ」などの新薬が薬店より直接購入されていたことが
わかる。 
中西・二谷（2010）および二谷（2011）に掲載されている家計簿では、医師が処方
した医薬品の支払いについては、診察した医師の名前が同時に記載されている。たと
えば中西・二谷（2010）が分析した愛知県知多郡の地方資産家・盛田久左右衛門家の
家計簿では、医師に対する医薬品の支払いは「渡辺八一郎 3・4 月分家内薬価」と記載
されている。これに対して、たとえば 1909 年度にタカジアスターゼとみられる医薬品
の購入があるが、その項目は「小嶋屋払高ヂヤ」となっている。つまり、「小嶋屋」と
いう小売店から直接購入し、使用している。 
実態として個人が売薬を購入するように新薬を購入・使用している以上、売薬の特
質として医師を介さない使用を推奨するか否かがどれほど重要な要素となるか検討の
余地がある。また窪田（1914）の定義はもちろん独自に考察されたものであって、一
般に認められていた定義ではない。第 2 節第 2 項で参照した第八十四帝国議会予算委
員会の質疑からもわかるが、戦前の医薬品の規制において、売薬の定義に関する公式
的な見解は存在していなかった。 
本論文では史料的な限界から、日本近代の消費者の視点から売薬・新薬がどのよう
に区別されていたかを言及することはできなかった。また売薬の製剤方法についても、
江戸時代から戦後にかけて存在した各売薬の製剤方法を詳細に分析すれば、なんらか
の点で新薬と大きな相違を指摘できるかもしれない。売薬の定義に関しては、今後さ
らに詳細な検討が必要であると考えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
29 
 
 
第２章 戦前期日本マーケティングの先行研究
にみる社会環境の変化とマーケティングの発
展についての議論 
  
第１節 日本のマーケティングの生成・成立に関する「戦後導入
説」と「戦前生成説」 
 
第１項  日本のマーケティングの「戦後導入説」と「戦前生成説」 
 
 マーケティング（Marketing）とは、「個人および組織の目標を達成しうる交換を成
立させるために、アイデア、財、サービスの着想、価格設定、プロモーション、流通
を計画し実行するプロセス」（コトラー・ケラー・恩藏・月谷 ,2008,p.920）と定義さ
れる。つまり製品の広告、販売促進や、流通に関する企業の行動はこの領域の活動と
して把握することができる。  
日本においてマーケティングがいつ生成・成立したかについては、マーケティング
およびマーケティング史の研究領域、経営史の研究領域で次の二つの説が展開されて
きた。一つは「戦後導入説」であり、第二次世界大戦後にアメリカで実践されていた
マーケティングが導入され、そこから日本の企業によってマーケティングの実践が行
われるようになったというものである。もう一つは「戦前生成説」と呼ばれるもので、
日本では第二次世界大戦以前にマーケティングが生成・成立していたとするものであ
る。 
「戦後導入説」では、日本におけるマーケティングは、戦後にアメリカから導入さ
れて初めて生成したという見方をとっている。アメリカにおいてマーケティングは
1880 年代に生成し、1890 年代以降あるいは 1910 年代以降に本格的な展開を見せたと
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考えられている39。「戦後導入説」はアメリカで 19 世紀末から発達していったマーケテ
ィングが、日本の 1960 年代以降の高度経済成長期に企業に導入され、その後発展して
いったという立場をとる。従来はこの「戦後導入説」が通説的であり、「戦前生成説」
は強い意見ではなかった40。「戦前生成説」の立場でも、戦前期に生成されたマーケテ
ィングが、戦後アメリカからの強い影響を受けて発展したとする見方が通常とられて
いる。また、先行研究で戦前期のマーケティングとして観察されている諸事例が、必
ずしもすべて今日的な意味のマーケティングとして展開されたものということはでき
ないという指摘もある41。 
一方「戦前生成説」の立場では、たとえば小原（2005）では遅くとも 1920 年代の
両大戦間期には、日本のマーケティングの初期的な展開がみられるとしている42。また
大東（1995）は明治期以来の欧米文化の吸収、都市化の進展に伴って生じた戦間期43の
和洋折衷の「二重生活」という消費生活の様式の変化について、種々の企業によるマ
ーケティングがなんらかの関与をしていたはずであるとした44。そして戦間期までのマ
ーケティングの経験が、戦後日本企業のマーケティングへと引き継がれているとの見
解を示している。そのほかにも本章で参照するいくつかの先行研究で、日本でそれま
で一般的ではなかった新たな産業分野や製品に乗り出すべく、マーケティングを展開
していった企業が事例分析によって提示されている。 
先行研究の議論をみる限り日本におけるマーケティングは、戦後にアメリカから導
入されるまで観察されないと考えるよりも、戦前にいくつかの産業ですでに展開され
ていたと考えることが妥当であるように思われる。したがって本論文では、「戦前生成
                                                   
39 光澤,1980,pp.26-27。アメリカでマーケティングが 1880 年代に生成、1910 年代に発展した
とする時期確定は①独占の形成（主体的条件）、②市場の狭隘化（客体的条件）を基準にして
行われている。アメリカでは 1880 年代に、市場の横への広がりの停止と、その結果生じた資
本間競争の激化と資本集中の発展がみられた。そして 1910 年代には 20 世紀初頭の独占の確立
と、その結果生じた 1903 年・1907 年の恐慌で市場の狭隘化が発現したとされ、このような段
階でマーケティングが生成・本格化したとされる。このような見解について光澤（1980）は、
産業一般（生産手段生産部門と消費手段生産部門を含む）についてみているものであり、マー
ケティングが典型的に生成・発展に至る消費手段生産部門（消費財産業）でみるべきとしてい
る。光澤（1980）によれば、消費財産業のみでみれば独占の形成は 1893 年の恐慌において事
実上完了し、市場の狭隘化も 1882 年の恐慌と 1893 年の恐慌において発現したとされる。 
40 小原,2005,p.122 
41 小原（1994:2005） 
42 小原,2005,pp122-148 
43 第一次世界大戦終結の 1918（大正七）年から第二次世界大戦開始の 1939（昭和一四）年ま
での約 20 年間 
44 大東,1995,pp.185-186 
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説」の立場で議論を展開する。 
  
第２節 戦前期日本のマーケティング、マーケティング・コミュ
ニケーションに関する先行研究 
 
前節で、先行研究が戦前期日本にすでにマーケティングが生成していたことを示し
ていると述べ、「戦前生成説」を妥当であるとする立場を示した。そこで本節では、戦
前期日本のマーケティングに関してどのような事例が提示されてきたか、先行研究か
ら整理する。後に詳しく述べるが、事例の分析で明治時代の売薬業におけるマーケテ
ィング・コミュニケーションに注目するため、ここではマーケティング・コミュニケ
ーションを個別の項目に分けて整理する。 
 
第１項  戦前期日本マーケティングの事例 
 戦前期日本でマーケティングを展開した企業について、どのような事例が存在する
のか、先行研究から確認する。 
 まず株式会社資生堂（以下、資生堂）の事例が挙げられる。小原（1994）は資生堂
を事例に、特に 1915（大正四）年以降の経営に着眼し、同社のチャネル構築（流通系
列化）と消費者組織化の展開を明らかにしている。 
資生堂は、1872（明治五）年に福原有信によって開業された、日本初の洋風調剤薬
局にはじまる。1877（明治一〇）年頃に売薬の製造・販売に乗り出し、売薬業者とし
て活動していた45。1896（明治二九）年にはじめて化粧品の製造・販売に着手46し、そ
の後は化粧品メーカーとして発展していく。 
 資生堂の流通系列化・消費者組織化は、福原有信の三男・福原信三と、彼が招聘し
た松本昇の手により 1923（大正一二）年以降進められた。化粧品業界では明治時代か
ら大正時代にかけて、卸売業者間・小売業者間での乱売問題（過剰な安売り競争）が
深刻な問題となっていた。これに対して資生堂は、他のメーカーが価格を適正化する
通知を広告したのとは異なり、資生堂の製品の販売組織を系列化することで対応しよ
うとした。 
                                                   
45 佐々木,2009,pp.43-44 
46 佐々木,2009,p.52 
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 1925（大正一四）年 1 月までに、資生堂は取引関係を結んだ問屋（取次店）を「資
生堂特定代理店」に改めたうえで系列化した。1927（昭和二）年には合資会社から株
式会社資生堂に改組する。株式会社化は合資会社資生堂と、化粧品事業に着手して以
来最大の取引先であった代理店・朝日堂の資生堂代理部を合併することでなされた。
これにより資生堂の販売組織がより強化された。 
 消費者組織化は 1937（昭和十二）年 1 月に発足した「花椿会」による。資生堂は会
報誌の発行などを通して消費者と結びつき、個々の資生堂製品取扱店が固定客の登録、
年間購買予定額の設定、記念品の贈呈などで消費者の組織化を行った。これにより既
存顧客の定着、最終消費者への直接的なマーケティング・コミュニケーションの機会
が創出された。 
 次に森永製菓株式会社（以下、森永製菓）についても、戦前期におけるマーケティ
ングの展開が明らかにされている。森田（2000）は森永製菓について、マーケティン
グの側面に関しては同社の「ベルトラインストアー制度」と、主力製品「ミルクキャ
ラメル」についての販売促進を明らかにしている。 
 森永製菓はアメリカで洋菓子製造を学んだ森永太一郎が、1899 年に東京赤坂で開い
た「森永西洋菓子製造所」をはじめとする。森永製菓の製造・販売また組織の面での
改革は、森永太一郎が招聘し 1905（明治三八）年に入社した松崎半三郎が担っていた。 
 森永製菓は創業期には小売店との直接取引を行っていた。しかし大正期までに販路
が拡大して卸売業者との取引を行うようになり、その取引関係を基礎に 1915（大正四）
年頃から全国で特約販売店の設置に乗り出した。専属特約店制度を採用し、全国に森
永製菓の製品を専門に扱う有力卸売業者を設け、その販売網を利用した。 
 森永製菓は 1914（大正三）年に、紙サック入り「ミルクキャラメル」を発売した。
「ミルクキャラメル」が売り上げを伸ばし、森永製菓の主力製品となると、取扱業者
間で乱売（安売り）が激化した。このため 1921（大正一〇）年、大阪の有力な専属特
約店が結成していた親睦団体「友進会」を、共同販売制による組合組織に改組した。
これにより販売業者間の融和と、安売り競争の緩和を図った。 
1922（大正十一）年には組合組織・友進会を株式会社化、1923（大正一二）年には
社名を「森永製品関西販売会社」とし、関西方面の販売組織を系列化した。森永製品
関西販売会社を中心に各地に販売会社が設けられ、1931（昭和六）年には全国の販売
会社が「森永配給株式会社」として一元化された。 
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 販売会社設立と並行して、直営販売店の設置を推進した。森永製菓の製品の小売販
売と軽食の提供を行う店舗として、1923（大正一二）年 4 月に「森永キャンデースト
アー」が東京駅丸ビル玄関脇に開設された。森永キャンデーストアーは個人でも希望
すれば開設でき、その後全国主要都市に開設されていった。 
森永製菓の製品の広告および販売について、個人経営の場合は特に、直営販売店の
みでは数量的にも業務効率の面でも限界があった。そこで 1928（昭和三）年以降全国
の小売店から森永製菓の専属販売店となる希望者を募り、直営販売店の業務改善支援、
広告活動の支援を担う「森永ベルトラインストアー」を創設した。  
 最後に医薬品産業について医療用医薬品メーカー全体、一般用医薬品メーカーから
大正製薬株式会社、そして売薬業者から星製薬株式会社を取り上げた先行研究が存在
している。 
小原（1994）は医薬品産業について、戦後の医療用医薬品メーカーの流通チャネル
の構築・再編について取り上げ、一方で大正期の一般用医薬品メーカーの流通系列化
の事例についても取り上げている。 
小原（1994）は医療用医薬品を製造・販売する製薬企業を「新薬メーカー」、OTC
医薬品47を主として扱う企業を「チェーン・メーカー」と分類した。「新薬メーカー」
は、大阪道修町の薬種問屋の取引にみられるような伝統的な問屋機構による商品の流
通に依存していた。医療用医薬品の製薬業においては、江戸時代以来の薬種問屋によ
る薬種の伝統的な流通機構が、明治時代に入っても維持されていた。しかし、戦後の
流通再編により、「新薬メーカー」が小売薬局の組織化や強固な特約店網を形成するに
至った。 
一方で「チェーン・メーカー」については、1914（大正三）年創業の大正製薬所48（以
下、大正製薬）が伝統的な問屋による商品流通から脱却するため、戦前の早い時期か
ら流通系列化に乗り出していた。それを主導したのは、1916（大正五）年春の一般公
募で大正製薬に入社し、後 3 代目社長となる上原正吉であった。 
 そして神保（2008;2010）では、どの製薬企業よりも早くに流通系列化を実施した
                                                   
47 一般用医薬品は通称「大衆薬」・「市販薬」と呼ばれてきたが、日本 OTC 医薬品協会（JSMI）
は 2007 年に「OTC（Over The Counter）医薬品」へ呼称を変更・統一した。英語でカウンタ
ー越しに医薬品を販売するという意味からこの名称になった（日本 OTC 医薬品協会（JSMI）
ホームページ、「OTC 医薬品とは？」2011 年 9 月 10 日 13 時 52 分閲覧 参照）。 
48 現在の大正製薬株式会社。 
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企業として、売薬の分野から 1906（明治三九）年創業の星製薬株式会社49を取り上げ
ている。星製薬は 1910（明治四三）年から各種売薬の製造・販売に乗り出した売薬業
者で、「ホシ胃腸薬」で有名である。神保（2008; 2010）は医薬品産業における流通系
列化の議論の中で、売薬のメーカーについて言及した研究である。  
大正製薬と星製薬の流通系列化の展開に関しては第 3 章の議論に深く関わるため、
そこで詳しく述べることとする。 
   
第２項  戦前期日本のマーケティングにおけるマーケティング・コミ
ュニケーションの展開 
 
 第 2 項では戦前期日本のマーケティングについての事例を先行研究からいくつか提
示した。本項ではそれらの事例から、マーケティング・コミュニケーションの展開に
ついてはどのような言及がなされているかを整理する。 
 まず資生堂において展開されていたマーケティング・コミュニケーションについて
確認する。資生堂では創業者・福原有信が、1884（明治一七）年の胃腸薬「ペプシネ
飴」や 1893（明治二六）年発売のビタミン剤「脚気丸」といった売薬、1888（明治二
一）年 1 月に発売した日本初の練り歯磨き「福原衛生歯磨石鹸」などの新聞広告を多
数出稿していたことがわかっている50。資生堂は売薬業者であった 1880 年代、同時代
の有力売薬業者であった守田治兵衛・岸田吟香に次いで、新聞広告で大口の広告主で
あった51。 
 また 1915（大正四）年、資生堂のロゴとしてよく知られる「花椿」が二代目社長・
福原信三によって定められている。それまで資生堂は「鷹」をロゴとして用いており、
「福原衛生歯磨石鹸」も「鷹印歯磨」と呼ばれていた。しかし 1896（明治二九）年発
売の化粧水「オイデルミン」や、同年発売のふけ取り香水「花たちばな」など、西洋
式の化粧品には「鷹」のロゴがそぐわなかった。福原信三は写真・芸術に造詣が深く、
「花椿」のロゴを自らデザインしている。1917（大正六）年に松本昇が入社すると、
製造・広告を福原信三が、営業部門を松本昇が引き受ける形で経営が進められていっ
                                                   
49 株式会社に改組するのは 1911（明治四四）年。以下、星製薬と表記する。 
50 佐々木（2009） 
51 日本電報通信社,1940,pp.245-246 
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た。 
 1919（大正八）年 11 月には、竹川町十一番地（現、銀座七丁目八番十号）の竹川町
店（化粧品部）の三階を改装し、資生堂製品の陳列や催し物を行う陳列上を設けた。
当時百貨店以外で陳列場を設ける店舗は少ないなか、資生堂は「花と香水の会」など
の企画を実施し、都市生活者の話題を呼んだ。 
 次に森永製菓のマーケティング・コミュニケーションの展開を確認する。1903（明
治三六）年の第五回内国勧業博覧会において、森永製菓は銀座・亀屋と共同で出店し、
屋上に広告塔を設けて「マシマロー」・「チョコレートクリーム」の広告を行った。の
ちに森永製菓のマーケティングを主導する松崎半三郎はこのときまだ入社していなか
ったが、内国博覧会での広告は森永太一郎が松崎半三郎に相談して実施した、同社初
の広告であった。1904（明治三七）年にはロゴとして「天童印（エンゼルマーク）」を
用い、最初の新聞広告を出稿した。エンゼルマークの商標登録は 1905（明治三八）年
になされ、森永製菓の全製品に用いられた。松崎半三郎の入社後は、積極的な広告活
動が展開されていく。 
 1907（明治四〇）年には『時事新報』に全面広告を出稿した。この全面広告は、森
永製菓の特約販売店を一覧掲載したものであった。全面広告は約 10 日分の売上高に相
当する 500 円の広告費を要したが、松崎半三郎の記録によると、供給が追い付かない
ほどの需要を喚起したという52。その後松崎半三郎が中心となり、新聞広告のため様々
なキャッチ・コピーが考案され、積極的に広告を出稿した。たとえば 1914（大正三）
年発売の「ミルクキャラメル」のキャッチ・コピーに、「五厘で二十五万円」・「煙草代
用」などがあったが、これは報知新聞社から賞金を受けるなど当時高く評価された。  
森永製菓ではそのほかにもさまざまなマーケティング・コミュニケーションが展開
された。代表的なものを列挙すると 1915（大正四）年の自動車を利用した交通広告、
1931（昭和六）年の航空機による宣伝隊を利用した全国的な広告活動、1932（昭和七）
年の「ミルクキャラメル」の空き箱を利用した芸術を募集する「キャラメル芸術募集
と循環展覧会」などである。また 1903（明治三六）年の第五回内国博覧会以後、定期
的に各種博覧会へ出品している。 
森永製菓のマーケティング・コミュニケーションは、同社の主力製品「ミルクキャ
ラメル」を中心に展開された。その理由は、「ミルクキャラメル」の容器が紙製に改め
                                                   
52 森田,2000,p.31 
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られたために、製品の腐敗による返品が出ないよう売り切るためであった53。 
最後に明治時代末期の 1910 年代に売薬業へ進出した、星製薬のマーケティング・コ
ミュニケーションの展開をみる。創業者・星一は、売薬業に進出した 1910 年代から、
新聞広告に注力していた。これには当時の広告媒体としての新聞の成長、そして本人
がアメリカ滞在時に新聞・雑誌の発行を手掛けた経験が関係しているとされる。星製
薬では 1921（大正一〇）年、東京・大阪の日刊新聞すべてを含む、全国 220 社前後に
のぼる新聞に広告を出稿した。全盛期には 15 万円から 20 万円にのぼる広告費を費や
した54。 
星製薬は第 3 章でも述べるように、特約店網形成による流通系列化を行った。星製
薬による新聞広告の積極的な展開は、特約店の募集のためと、特約店が星製薬製品を
販売するうえでの支援のために行われていた。星製薬は新聞などで自社製品を積極的
に広告し、全国ブランドを確立することで、顧客を特約店に誘引することを図ったと
指摘されている。 
星製薬は新聞広告以外の方法でも、特約店網の維持に力を注いだ。社報や特約店大
会を通じて、販売に関する特約店教育を行った。それだけでなく、星製薬商業学校を
設立して特約店主へ薬学・医学・経営を、特約店主の子弟を対象に薬種商の資格を取
らせるなどした。 
 星製薬では交通広告の鉄道看板、屋外広告である「星好会看板」といった SP 広告に
も力を入れた。鉄道看板は 1921（大正一〇）年から 3 年計画で取り組まれたもので、
全国の鉄道沿線 1 マイルごとに、高さ約 182cm・幅約 545cm の看板を建てるというも
のだった。建設費は一枚 80 円程度を要し、全 8,000 枚の合計 64,0000 円が費やされ
た55。「星好会看板」は琺瑯製の看板で、1919（大正八）年 1 月に星製薬が特約店を優
待する目的で設立した「星光会」会員に、無料で配布された。 
 また星製薬は、刊行物としての社報を社外に対しても発行し、マーケティング・コ
ミュニケーションに利用した。従来は特約店にのみ送付していた社報を、1921（大正
一〇）年の第二版からは全国各地の学校・市町村役場・警察署・銀行へも送付した。
これは、星製薬に関係する事業者以外にも日本の医薬品産業について把握してもらい、
                                                   
53 森田,2000,p.32 
54 神保（2008;2010） 
55 神保,2010,p.219 
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星製薬の事業に理解・関心を持ってもらうためであったとされる。  
社報のみならず 1910（明治四三）年 10 月 1 日創刊の『新報知』、1912（大正元）年
8 月 1 日創刊の『家庭乃花』などの雑誌を自社で出版し、広告媒体として活用した。
経済・社会・生活に関する読み物が中心であったが、売薬の需要喚起のため、衛生思
想の向上を意図した記事も掲載されていた。他にも、星製薬が 1910（明治四三）年 2
月 19 日に発行した小冊子『家庭医書』で、疾病に対する理解促進と自社製品の広告を
展開した。 
その他、直営の活動写真隊が 1919（大正八）年から組織され、1922（大正十一）年
までには 7 隊まで組織されていた。この活動写真隊は、地方を巡回して大々的な広告
活動を展開していたとされる。1922（大正十一）年時点で、星製薬により展開されて
いたマーケティング・コミュニケーションの一覧を以下の図表 2.-3 に示す。 
 
図表 2.- 1 1922（大正十一）年時点の星製薬によるマーケティング・コミュニケーション一覧  
 
媒体・手段 詳細 
新聞 日刊新聞、週旬・月刊新聞、薬業新聞、医事新聞  
雑誌 普通雑誌、医薬雑誌 
社報 第一版…特約店版、第二版…学校、官衙版 
新報知  
引札 星の光（月刊新聞型広告）、普通チラシ 
ポスター  
看板 星好会看板、木製その他、鉄道沿線 
活動写真 本社直営（地方巡回）、岡山県、広島県、島根県、鳥取県、兵庫県  
店舗 イルミネーション、小売部、窓飾 
博覧会 陳列、広告塔、その他 
玩具 飛行機、小旗 
出典）神保,2008,p.18 より一部加筆して転載 
 
ここまで詳述した事例以外にも、小原（1994;2005）では味の素株式会社・カルピス
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株式会社・サントリーホールディングス株式会社・カゴメ株式会社・花王株式会社・
ライオン株式会社など、戦前期にマーケティングおよびマーケティング・コミュニケ
ーションに注力した事例が複数提示されている56。 
   
第３節 本論文の問題意識：日本のマーケティングの変化・発展 
  
 本節では戦前期日本のマーケティングの変化・発展に関する議論に対して、本論文
の問題意識を明確にする。また本論文が対象とする売薬業について、それを分析する
意義もあわせて提示する。 
  
第１項  日本のマーケティングの変化・発展に関する議論 
 
第 2 節で戦前期日本のマーケティングに関する先行研究を詳述した。日本における
マーケティングの生成については、先行研究における各事例からも「戦前生成説」が
妥当であるといえる。ここで先行研究に共通することは、戦間期における社会経済の
変化と、その相互作用としてのマーケティングの変化・発展を強調していることであ
る。 
日本のマーケティングの歴史的展開において、戦前期になんらかの変化が生じてい
たか否か、という議論が存在する。小原（1994;2005）は戦間期について一般消費財生
産の未発達、戦後の高度成長期との対比、都市と地方・農村の格差という点を指摘し、
戦前期日本のマーケティングが今日的なものと同一視できないと述べている57。しかし
小原はその研究において、戦間期にいくつかの企業で新しいマーケティングの試みが
展開されていたことも強調している58。 
                                                   
56 小原,1994,pp.9-12／小原,2005,pp.128-133 
57 「もちろんそこ（「1910 年代から 1930 年代に至る時期」。引用者注）では、経済全体の基盤
が戦後のそれとは異なり、重化学工業部門の発展はめざましいものの、圧倒的に繊維工業を中
心とした軽工業優位の状態で、国民生活に直接大きな影響を与えるような一般消費財はまだま
だ成長途上にあった。また、戦後の高度成長は家電、自動車など耐久消費財がその牽引車であ
り、一億総中流意識をもって高い購買力を発揮して好況が好況を生んだが、戦前はそういった
状況にあったわけではない。さらに都市化が進んだとはいえ、都市と地方・農村の格段の差、
都鄙格差をも否定できない」（小原,2005,pp.126-128） 
58 「実際にこれらの諸企業の活動を同じ年表に逐一書き込んでいくと、そのほとんどの活動の
ピークが 1920 年代に収斂することだけを指摘しておく。こうして、消費財製造企業が第 2 次
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しかし戦前期日本のマーケティングの発展について、経営史およびマーケティング
の研究領域で顕著だった見解は、小原（1994;2005）などの見解に反するものであった。
それは以下に引用するような、戦前日本でマーケティングが未発達だったと捉える視
点であった。 
 
日本のマーケティング・システムの伝統的な発展は、その経済発展よりも遅れたことで
ある。第二次大戦に先立つ急速な経済発展は、伝統的なマーケティングになんらの衝撃
も与えなかった。（中略）第二次大戦以前に存在したマーケティング・システムの経済
発展の水準はきわめて未発達であり、その多くの特徴は工業化以前の時代のマーケティ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ング・システムから持ち越されたものであった
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
（吉野,1976,pp.7-8） 
 
 上記の引用は吉野（1976）が、日本におけるマーケティングの発展過程を検討する
際に最も注目すべき点と指摘した箇所である。吉野（1976）によれば、マーケティン
グは社会経済の環境の変化により生まれた新たなニーズに適応・変化するものだが、
同時に社会経済に新たなニーズを創出するものであるとされる。すなわち、社会経済
における新たなニーズとマーケティングの因果関係は一方的ではないということであ
る。吉野（1976）が述べるような社会経済の変化とマーケティングの相互作用につい
ては、異なる社会環境にある国同士のマーケティングの国際比較などで重要視されて
いた59。吉野（1976）はその時点までの研究の動向に対して、以下の点については触
れられてこなかったと指摘した。 
 
マーケティング・システムにおける変化のダイナミックな過程にはこれまで少ししか注
意が向けられなかった。（中略）所与の社会における環境の変化に反応するマーケティ
ング・システムの進展のパターンを検討することは、おおむねなおざりにされてきた。
静態的な研究の価値を軽視するわけではないが、変化の過程を検討することがまことに
重要であることは疑問の余地が無い。われわれは次のような疑問にはほとんどまったく
無知であった。すなわち、マーケティング・システムにおける変化はどのようにして始
                                                                                                                                                          
世界大戦前に製造品販売問題に対して源流と呼ぶに相応しいマーケティング活動をしてきた
と考えられる」（小原,2005,p.133） 
59 吉野,1976,pp.3-6 
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められるか？マーケティング部門は発展を先導するのか、それとも、発展に遅れるの
か？国家が経済成長を達成するにつれてマーケティング・システムのなかでどんな変化
が起こり、もしくは起こらざるをえないか？この変化の過程は何であるか？これらの変
化は自動的に起こるのであるか？換言すると、マーケティングは実際に環境の変化に呼
応して直ちに適応する自己調整的なメカニズムであるのか？などである（吉
野,1976,pp.6-7） 
 
吉野（1976）は社会経済の影響との相互関係の中で、社会経済の変化からマーケテ
ィングに及ぼされる変化、またはマーケティングの変化が社会経済に及ぼす変化の過
程を検討する重要性を指摘した。本章第 2 節で詳述した先行研究や、後述する大東
（1995）の研究も、おおむねこの点に関する重要性を認識したうえで分析が行われて
いる。 
吉野（1976）は日本における「所与の社会における環境の変化に反応するマーケティ
ング・システムの進展のパターン」を検討するにあたり、戦後日本の高度経済成長期に
おける諸々の大きな変化に着眼した。吉野（1976）は「第二次大戦以前に存在したマ
ーケティング・システムの経済発展の水準はきわめて未発達であり、その多くの特徴
は工業化以前の時代のマーケティング・システムから持ち越されたもの」（吉
野,1976,pp.7-8）と述べ、日本における本格的なマーケティングの展開を戦後の高度経
済成長期に見出した。吉野（1976）は日本の戦前期におけるマーケティングが、「工業
化以前の時代」、すなわち前近代からのものを継続していたとみている。また流通機構
については「過去百年間に基本的変化をあまり蒙」（吉野 ,1976,p.34）らずに戦後へ突
入し、高度経済成長期の大衆消費社会の形成を受けて変化したとする。  
吉野（1976）は「伝統的なマーケティング」、「工業化以前の時代のマーケティング・
システムから持ち越されたもの」と述べているように、日本における 1880 年代の産業
革命以前から60マーケティングが存在したことは否定していない。しかしその「工業
化以前の」マーケティングは戦前の社会経済の変化から何の影響も受けず、本格的に、
すなわち今日的なマーケティングの状態に発達することはなかったとしている。また
                                                   
60 日本における産業革命、工業化については阿部武司・中村尚史（2010）「日本の産業革命と
企業経営 ――概説――」（阿部武司、中村尚史、2010、『講座・日本経営史 第 2 巻 産業革
命と企業経営 ――1882～1914――』、ミネルヴァ書房）に詳しい。 
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消費財の流通に関しては「過去百年間に」変化はなかったとする。  
吉野（1976）によれば日本では「戦略産業」、すなわち軍事上重要な産業の育成が優
先され、その結果大衆消費を基礎とした消費財産業の発展が大きく遅れることになっ
た61。そして戦前とは異なる経済成長のパターンが実現した戦後に入ってはじめて、本
格的なマーケティングの展開が可能となり、また必要になったとしている62。 
つまり吉野（1976）は戦前期日本に「伝統的なマーケティング・システム」、すなわ
ち前近代から継続されたものとしてのマーケティングがあったことを否定していない。
しかし、それが社会経済との間で相互に及ぼした影響については、ほぼなかったとい
う見解を示している。大東（1995）は、吉野（1976）のような戦前期日本のマーケテ
ィングに対する見解に疑義を呈している63。特に、日本の流通機構の変化に関する見解
は、大東（1995）の研究成果から否定できるように思われる。 
 大東（1995）は吉野（1976）のような見解について、戦後の高度経済成長による変
化を重視するあまり、明治時代以来の経済・社会の変化を過小評価していると指摘す
る64。そのうえで大東（1995）は明治期以来の欧米文化吸収・都市化の影響を受けた
戦間期における日本の消費生活の変化に着眼し65、製紙・医薬品・ミシンの 3 つの業界
でのマーケティングの変化を明らかにしている。 
大東（1995）は、戦間期における製紙・医薬品・ミシンの 3 つの業界での垂直統合、
具体的にはマーケティング面での前方統合の動きについて明らかにしている。  
大東（1995）によれば従来日本における近代的な大企業の形成は、多角化による財
閥的な大企業の成立と、紡績企業に見られるような水平統合を繰り返すことによる大
規模化の二つの経路で説明されてきた。一方で垂直統合、とくにマーケティング活動
を通した前方統合による大企業形成の事例は少数とされ、戦前期の日本におけるマー
ケティング活動は未発達であるとされてきた。大東（1995）はこれに対し製紙業・医
薬品産業・ミシン産業を取り上げ、時代は異なるものの各産業における戦間期のマー
ケティング活動が戦後につながるマーケティング・流通機構の形成期であったことを
事例研究から明らかにした。 
                                                   
61 吉野,1976,p.8 
62 吉野,1976,p.8／大東,1995,p.185 
63 大東,1995,pp.185-186 
64 大東,1995,p.185 
65 大東,1995,p.186 
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大東（1995）が明らかにした戦間期のマーケティング・流通の変化について、製紙
業・医薬品産業・ミシン産業の展開を順番に整理する。 
製紙業では、王子製紙による洋紙の流通政策を対象に分析している。日本の製紙業
では洋紙が和紙の生産を上回るのは明治時代末期から大正初年にかけてであり、紙の
流通には伝統的な和紙問屋の影響力が強かった。王子製紙は直販体制で営業を開始し
たが、関西への販路拡張にあたって 1883（明治一五）年に和紙問屋・中井商店と取引
契約を結んでいる。 
1914（大正三）年勃発の第一次世界大戦終結後の戦後恐慌で中井商店の経営が悪化
し、中井商店は一族の持ち株の大半を王子製紙に譲渡し、王子製紙の傘下に入ること
となった。しかし当時の王子製紙は、同社を途中退社した大川平三郎が設立した樺太
工業をはじめとする大川系列の会社、そして富士製紙と強い競争関係にあった。特に
大川系列の会社との競争は激しかった。中井商店の大阪・京都・名古屋支店は大川系
列の会社が主要な取引先であったため、それらの支店の中心的な従業員は大川系列の
会社との商権を継承する株式会社大同洋紙店を設立し、独立した。大同洋紙店により
中井商店の大阪・京都・名古屋支店から従業員の引き抜きが行われ、中井商店は王子
系・大川系に分裂した。 
分裂により中井商店は大川系列の会社からの仕入れの道を絶たれ、王子製紙でも代
替品をすぐには供給できず、大きな損失を被った。その後中井商店の経営再建は王子
製紙による昭和初年以降からの新製品開発、およびその新製品群の優先的取扱いによ
って実現され、中井商店は王子製紙の流通チャネルとして再編されていく66。 
昭和初年の製紙業は不況にあったが67、その際に資金力の面で他二社に勝る王子製紙
の優位が明らかとなった。富士製紙の経営者は 1929（昭和四）年に死去する際、自身
の持ち株を王子製紙に譲渡する旨を残し、これにより富士製紙の経営権が王子製紙に
移った。これを機に三社の競争関係は崩れ、1932（昭和七）年に王子製紙を中心とし
て三社が合併することとなった。 
三社合併にあたってその効果を最大限に発揮するには、販売方法・価格の適正化な
どの販売活動の再編成が最も重要であった68。王子製紙は流通合理化政策として、品
                                                   
66 大東,1995,p.192 
67 大東,1995,pp.192-193。金融恐慌の影響と、王子製紙・樺太工業（大川系列の会社）・富士製
紙の設備拡張競争とが重なり、生産制限を余儀なくされていた。  
68 大東,1995,pp.193-194。製紙の各販売店は三社合併の影響を受けて製紙の思惑買いを行い、
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種・地域別に匿名組合の共同販売所を設置した。たとえば「東王会」という共同販売
所を設置し、SP ロール紙の全製品を同組合経由で販売した。また同時に、旧大川系列
の大同洋紙店や、旧富士製紙系列の販売店へ役員を派遣するなどもしている。王子製
紙による一連の流通合理化政策により、それまでの伝統的な和紙問屋の流れをくむ流
通機構が、王子製紙の販売・流通機構へと再編されていった。 
次に医薬品産業における戦間期のマーケティング・流通の変化をみる。本論文が売
薬業を対象とする関係から、特に医薬品産業での展開は詳しく見ていくこととする。
日本の医薬品産業は、江戸期からの伝統的な商業・流通機構の担い手であった商人に
依存して発展した典型例である69。現在の武田薬品工業株式会社（以下、武田）・塩野
義製薬株式会社（以下、塩野義）・田辺三菱製薬株式会社70（以下、田辺）などは薬種
問屋といわれ、江戸時代に和漢薬の流通を担っていた。これら薬種問屋がのちに新薬
の製造・販売に進出し、製薬企業へと成長していくのが日本の医薬品産業の大きな特
徴である。 
薬種問屋は明治時代に入ると、欧米産の動植物やその有効成分抽出剤（ガレヌス製
剤）、もしくは化学合成を利用して生成された医薬品である洋薬を扱い始めた。1886
（明治一九）年 6 月には薬局方が制定され、翌 1887（明治二〇）年 7 月から施行され
た。ここに収載された和漢薬・洋薬などは局方品と呼ばれた。この頃には西洋医学を
学んだ医師および病院も増え、それに従って洋薬の使用量も増加した。武田など大手
の薬種問屋は明治中期までに洋薬の輸入業務に進出した。薬種問屋が扱った洋薬の大
半は局方品であった。 
明治時代に入っても医薬品は伝統的な薬種問屋の仕組みを通じて売り買いされてい
た。このような流通機構は大阪道修町に限らず、伝統的な薬の問屋街では、問屋・注
文屋・店売り屋・仲買・セリなどの様々な役割を持つ商人が活動していた。問屋は洋
薬・和漢薬を大量に仕入れて注文屋・店売屋・仲買・セリに売る商人のことをいい、
武田や田辺はこれにあたる。注文屋は地方の薬店からの注文を聞き、問屋から品物を
                                                                                                                                                          
王子製紙は共同管理中であった旧三社の在庫を放出することで需要に対応した。しかし各販売
店は少しでも販路を広げて将来に備えようとしたため、販売経費がかさむ一方で価格は低迷し
たままとなった68。旧来の各社の販売店だけではなく、当時の製紙の流通経路は重複しており、
製紙の品種統合が進めばブランド内競争が起きる事態があった。  
69 大東,1995,p.195 
70 江戸期以来の伝統を持つのは、正確には三菱ウェルファーマと合併する以前の田辺製薬株式
会社である。 
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買い集めて送り届ける商人である。店売屋は問屋や仲買から薬を仕入れて、注文屋や
セリに売ることを仕事とする。仲買は問屋と注文屋や店売り屋の取引の仲介業者であ
った。セリは主に店売り屋から薬を仕入れて直接に小売店・売薬商・医師などの需要
家に販売する商人であった。 
当時の薬種問屋は直接に地方の薬舗などと取引することはまれで、注文屋を通じて
販売するのが原則であった。注文屋には特定の地域に根強い営業地盤を持っているも
のが多かった。さらに薬種問屋からは限月払いで買い入れ、地方の顧客からは月払い
で受け取るというように有利な金融面の慣行もあって、比較的少ない資本で有利な営
業ができた。そのため明治時代の道修町では注文屋が最も隆盛を極め、薬種問屋の営
業拡大においては注文屋の協力が不可欠だった。注文屋を介さずに地方の業者との直
接取引を行えば、注文屋と競合関係に立つ可能性があり、薬種問屋も地方進出には慎
重にならざるを得なかった。 
薬種問屋による流通機構は、明治末期になって新薬の輸入が増加するに伴い変化を
見せる。新薬の輸入増加をうけて、武田など大手の薬種問屋は欧米から輸入される新
薬の流通に携わるようになった。第 1 章で説明したように、新薬とは化学合成によっ
て作られる、それまでになかった新たな合成医薬品であった。欧州からの新薬は医療
の近代化に力を注ぐ日本へと輸出され、それらの流通を担ったのが道修町に見られる
ような薬種業者たちであった。 
第一次世界大戦開戦後に欧州から新薬の輸入が途絶えると、政府の支援により大手
薬種問屋は新薬の国産に乗り出し、製薬企業として成長するに至った。新薬は売れれ
ば相当の利益を生み出すものの、基本的には全く効能の知られていない新規の医薬品
である。そのため、販売を促進するには効能を医療関係者へ説明するなど、積極的な
マーケティング活動が必要であった。明治時代から新薬の販売に着手していた第一三
共株式会社の前身・三共合資会社や塩野義では、新薬の販売促進・販路拡張の方策が
早くから展開された。 
たとえば塩野義では、1908（明治四一）年の自社独自開発の新薬「アンタヂチン」
発売に伴い、ドイツの製薬企業にならって「プロパ （ー学術宣伝員）」による人的販売・
販路拡張を進めた71。プロパーとは病院・薬舗・開業医を直接訪問して、新薬の効能や
用法について説明し、推奨・販売する専門職であった。医師の集まる学会の際に文献
                                                   
71 塩野義製薬株式会社,1978,p.86／大東,1995,pp.200-202 
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や試供品を配布するといったマーケティングも展開した。 
新薬を製造・販売した製薬企業は、プロパーの活動を通じて各地に特約店を設け、
流通系列化による地方での流通網形成を図っていった72。それまで道修町などの問屋街
の仲間取引に止まってきた武田・塩野義・田辺などの営業活動は、新薬の登場ととも
に全国各地へと広がったのである。 
製薬企業が新薬の需要を喚起するため、直接全国の需要家へ働きかけるようになる
と、製薬企業（旧薬種問屋）と注文屋・店売り屋・仲買・セリとの関係が変化した。
その変化とは、製薬企業により各地に特約店という、卸売店の流通網が構築されたこ
とである。たとえば田辺では、1921（大正一〇）年に一三代五兵衛が有力店売り問屋
を糾合して「二羽鶴会」を結成し、これを通じて新薬の積極的な特約販売を展開した。  
こうして、江戸時代以来の医薬品流通機構は、製薬企業へと成長した薬種問屋の垂
直統合により、大正時代には再編をみた。またそれに先行して、プロパーによる全国
各地への人的販売の展開など、明治時代末期には医薬品のマーケティングに変化が生
じていた。 
最後にミシン産業の戦間期におけるマーケティングの変化について提示する。戦前
期日本のマーケティングが未発達であったと指摘されているが、アメリカのシンガー
社による家庭用ミシンの事例を代表に、耐久消費財市場で世界的水準のマーケティン
グが体系的に展開されていた事実がある73。シンガー社による家庭用ミシンの普及は、
戦間期の人々の医療生活の様式を和服から洋服へと変化させ、当時の消費生活の変化
に大きな役割を果たした。 
シンガー社は 1901（明治三四）年に横浜に支店を開設すると、当時隆盛だったドイ
ツ製ミシンの下取りや部品交換のアフターサービスに注力し、1903（明治三六）年以
降日本市場をほぼ独占した。 
シンガー社は家庭用ミシンの普及のために、諸種のマーケティングを実施した。1906
（明治三九）年には「シンガーミシン裁縫女学院」を開設し、一般女性へのミシンの
技術普及を進めた。また中央店（Central office）・支店（Branch office）・分店（Sub-branch 
office or Station agent）の 3 つから成る直営支店網を形成し、中央店を横浜・神戸に
おいて東西の営業拠点を管轄した。各営業拠点の販売員は担当地域の富裕層の家庭を
                                                   
72 大東,1995,pp.198-202 
73 大東,1995,pp.202-205 
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訪問し、ミシンを運び込んで技術の指導員を即日派遣するなどして、裁縫技術の講習
を行った。対象家庭に裁縫技術を習得させてミシンの購買欲を高め、「月賦販売」を実
現することが狙いだった。 
シンガー社の月賦販売の制度から、同社が比較的裕福な階層の消費者を対象にマー
ケティングしていたことが裏付けられる。シンガー社の家庭用ミシンの標準型が 1930
（昭和五）年頃で一台 156 円のところ、月賦では一台 195 円で頭金 30 円、各月の支払
い料金は 5 円であった。これは二年にもおよぶ長期的な分割払いであり、また頭金 30
円を払えるのは当時の所得水準からみて比較的裕福な顧客層に絞られる74。シンガー社
が富裕層を対象に販売を行ったのは、月賦販売の成否に関わる代金回収の確実化のた
めであった。 
1930 年代に入ると、シンガー社の修理サービス・補修部品生産の技術が国内に蓄積
され、パイン・ミシン株式会社（現、蛇の目ミシン工業株式会社。以下、蛇の目ミシ
ン）や日本ミシン製造株式会社（現、ブラザー工業株式会社）など日本のミシン企業
が現れた。これらの国内ミシン企業は生産についての問題を克服しても、中小の販売
業者という性格が強く、シンガー社に対抗できるマーケティングの展開が必須となっ
た。 
蛇の目ミシンは、シンガー社の直営販売網を参考に販売網を組織し、「集約深耕販売」
と呼ばれる訪問販売を行った。「集約深耕販売」とは、カタログを請求した人物の情報
を記載した「訪問カード」を利用して、販売員がカードに記載がある家庭へ訪問販売
するものであった。さらに「日本洋裁学校」を設立してミシン技術の普及を図り、ま
た顧客から苦情が来たらすぐに無料調整して、サービスに洋裁を教えた。これらはい
ずれも、シンガー社で実践されていたマーケティングを導入したものである。  
蛇の目ミシンはシンガー社のマーケティングを研究し、積極的に導入した。しかし
後発企業である以上、先発企業と同様なマーケティングを展開していては、国内での
優位は望めない。そこで蛇の目ミシンはシンガー社の月賦販売を研究し、シンガー社
が見落としている所得の低い層の需要を喚起することを考えた。 
蛇の目ミシンが行った「月掛予約・月賦販売」は、シンガー社の月賦販売と異なる
方式の月賦販売であった。当時の庶民金融方式に、「ニコニコ貯金」というものがあっ
た。「ニコニコ貯金」とは無担保・長期の月掛返済庶民金融方式で、一定期間に定期積
                                                   
74 大東,1995,p.205 
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立貯金を集め、期間の半ばに一定限度の貸付を行い月掛返済させるものであった。蛇
の目ミシンはこれをミシンの月賦販売に応用し、⑴月賦販売の頭金の積立制度、⑵積
立前受金による満期制度の二つの月賦販売を設けた。⑴は頭金を月掛で積み立て、積
み立て終了段階で製品を渡すものであった。⑵は頭金に関係なく、一定額の月掛を積
み立て、蛇の目ミシンの定めた満期に達したら製品を納入するものであった。 
蛇の目ミシンの月掛予約による月賦販売は一般的なものとは違い、製品を後で渡す
販売方式であった。これにより頭金を一度に支払えない所得層から、ミシンの潜在需
要を開拓することに成功した。なお蛇の目ミシンにこの月掛予約の制度を思いつかせ
た源流は、日本で中世以来存在した相互扶助目的による庶民金融の仲間組織、「頼母子
講」または「無尽講」にあるとされる。これはしばしば漆器や陶器などのセット販売
に用いられ、明治時代中期には愛媛県の伊予商人が「無尽講式積み立て販売」と呼ば
れるような月賦販売を実践していた75。 
経営史・経済史領域では、戦後の高度経済成長期を支えた諸制度について、それが
第二次世界大戦期の戦時経済体制下に生産増強を目指した諸制度に由来するという指
摘が存在する76。大東（1995）も特定時期の企業の行動はその直前の時期に規定され
るのが自然であり、むしろ戦後の企業の行動が戦時経済の影響を一切受けずに、戦前
期の経済に直結していたとすれば異常であると述べている。ただし大東（1995）は、
戦時下における営業や流通に関しては、戦時から戦後への継承の是非が議論される金
融面・生産管理面などとは大きく状況が異なっていたと述べる。戦時の統制経済にお
いては企業の営業活動、すなわちマーケティングは政府の強力な統制により委縮して
おり、そこから戦後へ積極的に継承されたものは少ないという。 
                                                   
75 大東,1995,p.210 
76 たとえば金融面では「軍需会社法」に基づく指定金融機関制度により、各大企業が特定の銀
行と融資関係を結ぶことになり、このことが戦後の「メインバンクシステム」すなわち融資系
列の形成につながったとされる。生産管理面では、軍需品の生産力拡充のため、中小企業の生
産力を組織的に活用することが進められた。これがたとえばトヨタ自動車株式会社とその「協
力会社」にみられるような、大企業が技術・金融・資材の面で中小企業を支援し、中小企業は
優秀な技術・設備を提供するという取引関係につながったというのである。このような見方は
岡崎哲二・奥野正寛（1993）「現代日本の経済システムとその歴史的源流」（岡崎哲二・奥野正
寛編『現代日本経済システムの源流』、日本経済新聞社）が提唱しており、「戦時源流」論とい
われている。また野口悠紀雄（1995）『1940 年体制 さらば「戦時経済」』（東洋経済新報社）
に、「1940 年体制」として同様の視点が提示されている。「戦時源流」論とは 90 年代までの日
本の経済をマクロ・ミクロに支えたシステムが、戦時体制下に形成されたとする見方である。
このような日本における戦後の高度経済成長の要因を戦時経済に求める議論は、岡崎哲二
（1997）『工業化の軌跡 経済大国前史』（読売新聞社）に詳しい。 
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大東（1995）はマーケティングに関して戦時中は「空白期間」であるとし、この意
味からも戦前期の経験（戦前期におけるマーケティングの変化）が、戦後のマーケテ
ィングの出発点と想定する意義を主張した77。ここで重要なのは、大東（1995）が戦間
期におけるマーケティングの変化に関して、「明治時代以来」の変化に注意を向けてい
る点である。 
大東（1995）が明らかにした医薬品産業でのマーケティング・流通機構の変化は、
塩野義などの新薬製造・販売によって明治時代末期にはすでに引き起こされていた。
また本章第 2 節で提示した、森田（2000）・神保（2008;2010）などの複数の先行研
究における事例からも、戦前期日本におけるマーケティングの変化、あるいはマーケ
ティングによる社会の変化は事実として示されている。いくつかの事例をみると、社
会経済とマーケティングの相互的な変化がすでに明治時代末期に生じていることを示
している。 
たとえばマーケティングにより社会経済へ新たなニーズを生み出した事実を、森田
（2000）における森永製菓の事例から読み取ることができる。森永太一郎が 1899 年
に「森永西洋菓子製造所」を開くまで、日本に洋菓子はまったく馴染みが無かった78。
そのため森永製菓は日本の製菓産業に洋菓子を定着させるべく、製品の品質向上に加
えて盛んにマーケティング、マーケティング・コミュニケーションを展開した。そし
て 1903（明治三六）年に大坂で開かれた第五回内国勧業博覧会への出店を境に、その
後の 1914（大正三）年の紙サック入り「ミルクキャラメル」のヒットなど、森永製菓
の経営が軌道に乗っていく79。またこのことは森永製菓のマーケティングによって、明
治時代末期から日本の製菓市場のニーズに変化が生じていったとみることもできる。 
戦前期日本のマーケティングは変化・発展を遂げたのか否か、そして変化・発展が
生じていたとすればそれは戦前のどの時期から確認できるのか、この二つの点につい
て再考するべきであると考える。 
 
                                                   
77 大東,1995,p.212 
78 森田,2000,p.13 
79 森田,2000,pp.19-20 
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第２項  戦前期日本マーケティングの発展に対する本論文の分析視
角・問題意識 
 
 本論文は戦前期日本のマーケティングを論じるうえで、「社会環境の変化とマーケ
ティングの変化・発展の相互作用」という分析視角に基づく。 
そして先行研究の知見から、戦前期日本のマーケティングに変化があったことを前
提としたうえで、「はたして日本のマーケティングの変化（ただし、社会経済との相互
的な変化）は戦間期まで起こり得なかったのか」という問題意識を解明する。  
本論文では上述の問題意識のもとで戦前期日本のマーケティングをみるにあたって、
「前近代からの連続性・非連続性」という側面にも留意する。佐々木（2010）は戦前
期日本の流通機構に関する経営史研究の動向について、以下のように指摘している。  
 
これまでの経営史研究では、大企業体制が現出した当該期（戦間期。引用者注）につい
ても、垂直的統合の面が過小評価される一方で、多角化や水平統合による機能進化が過
大評価されてきた。（中略）近年の研究では、そうした理解が必ずしも妥当ではないこ
とが実証的に明らかにされ、大きな研究の進展がみられている。ただし、そうした近年
の研究でも、従来の大企業体制論の中で過小評価されてきた前方統合の側面に光を当て
るという進展は見られたものの、他方で、なぜ当該期の多くの日本企業が「伝統的流通
機構」を活用することになったのかという点については、必ずしも明らかにしていない
といえる。それは、中小商業を含めた「伝統的流通機構」の江戸期から当該期、すなわ
ち 1910 年代から 30 年代にかけての連続性や非連続性について、立ち入った検証が進展
していなかったことにもよると考えられる。（佐々木,2010,pp.111-112。傍線引用者） 
 
佐々木（2010）80は江戸時代から戦間期まで、化粧品産業を事例にマーケティング
に変化が生じた部分と、生じなかった部分の両方に焦点をあてている。大東（1995）
が指摘するように、戦間期にいくつかの産業・企業では垂直統合による流通機構の再
編がみられた。しかし日本の戦前期には多くの産業が、戦間期に至っても、江戸時代
                                                   
80 佐々木聡、2010、「第 4 章 流通構造の変革 ――化粧品・石鹸問屋の経営を中心に――」
（佐々木聡、中林真幸、2010、『講座・日本経営史 第 3 巻 組織と戦略の時代 ――1914～
1937――』、ミネルヴァ書房） 
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以来の問屋による流通機構を利用せざるを得ない状況にあった81。佐々木（2010）は、
日本の化粧品・石鹸問屋に注目し、それが江戸時代から戦間期まで問屋業務の専業化
などの変化を経ながら継続していたことを明らかにしている。 
化粧品産業では資生堂などが、戦間期の 1920 年代から 1930 年代にかけて流通系列
化、消費者組織化に乗り出している。そのさなかに従来の化粧品・石鹸問屋は、複数
の問屋経営者との連帯や、複数の販社の役員を兼務した。これにより化粧品・石鹸問
屋は問屋経営のリスクを分散し、また流通系列化を進める化粧品メーカーの圧力に対
抗して存続を図っていた。佐々木（2010）は戦間期における化粧品産業のマーケティ
ングについて、それ以前とは非連続性を持つ側面を指摘しつつ、連続性を持つ側面す
なわち伝統的な問屋の存続にも言及している。 
大東（1995）がマーケティングの変化の時期として注目した戦間期にあっても、佐々
木（2010）が指摘するように変化を見ない戦前期日本マーケティングの側面も存在し
ていた。佐々木（2010）が注目したようにどこまで連続性を持ち、どこまでが非連続
性を認められるのかという視点は、戦前期日本のマーケティングの変化を議論する際
に留意すべき点であるように思われる。 
また吉野（1976）は戦前期のマーケティングについて、「その多くの特徴は工業化以
前の時代のマーケティング・システムから持ち越されたもの」と指摘した。しかし、
吉野（1976）のような戦前期日本マーケティングの未発達が先行研究から否定されて
いる以上、はたしてその見解がどこまで正確であるのかを検討する余地がある。  
そこで、佐々木（2010）が重要であると指摘した「連続性・非連続性」にも留意し
たうえで、本論文の問題意識を解決するにあたって明治時代という時代範囲に着眼す
る意味があるのではないかと考えられる。大東（1995）・森田（2000）の先行研究で
は、明治時代末期からマーケティングと社会経済の間に変化が生じた事例が存在して
いる。また明治時代は、江戸時代が終焉した後の、日本近代と称される時代区分の最
初の時代である。 
本論文では明治時代の医薬品産業における売薬業のマーケティングに着眼する。以
下、医薬品産業を取り上げる意義と、そのなかから売薬業を取り上げる意義を順に述
べていく。 
まず、マーケティングの議論でなぜ医薬品産業を対象とする意義を論じるにあたり、
                                                   
81 佐々木,2010,pp.111-112 
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医薬品の消費財としての根本的特性について述べる必要がある。吉田（1964）は消費
財としての医薬品が持つ特殊性として、次の七点を指摘している。すなわち、⑴生命
関連性、⑵高品質性、⑶多種多様性、⑷社会性、⑸需要の少量性、⑹需要の不安定性、
⑺需要の弾力性、の七点である82。このうち医薬品の根本的特性とされるのは、⑴生命
関連性・⑵高品質性の二点である。 
医薬品とは疾病による苦痛そして生命への危険を取り除くために使用されるが、そ
の用法・用量を誤れば逆に生命を脅かすものとなる。これが⑴生命関連性である。ま
たこのことに関連して、医薬品そのものに健康を害さないことや正しく使用できるこ
とが望まれ、⑵高品質性が求められる。 
⑴生命関連性・⑵高品質性という根本的特性から、医薬品とはその購買・使用が生
命にかかわる側面を持つ消費財であるということができる。したがって、医薬品が最
終消費者へどのように供給され、最終消費者がどのように購入するかということは非
常に重要である。つまり医薬品は、マーケティングがどのように展開されるかが大き
く関わる消費財であるということができる。このことから、マーケティングに関する
議論で医薬品産業を対象とすることは有意義であると考える。 
次に、戦前期日本のマーケティングの議論で医薬品産業のなかでも明治期の売薬業
を取り上げる意義について、次の三点を指摘する。一点は、本論文が対象とする売薬
業には、明治時代の工業化以前からその動向を追うことができる事例が多く、江戸時
代以来今日まで存続している企業の事例すら存在する。本論文で取り扱う売薬業にお
いては、前近代からマーケティングの特にマーケティング・コミュニケーションの領
域で様々な展開がみられることがわかっている83。 
また明治期売薬業には、先行研究の事例に対して時間的に先行する事例が多い。先
行研究が分析を行った時代範囲について確認すると、森田（2000）の森永製菓と神保
（2008:2010）の星製薬の事例は対象企業の創業が明治時代末期の 1900 年代前後であ
り、分析の時代範囲は明治時代末期以降からとなっている。小原（1994;2005）に複数
紹介されている事例も、総じてその時代範囲は 1890 年代以降からである。資生堂の事
例については創業の 1872（明治五）年からその動向を追うことができるが、マーケテ
ィングに関しては 1915（大正四）年に福原信三が経営を継ぐまで、製品広告の展開し
                                                   
82 吉田,1964,pp.9-14 
83 増田（1981）／八巻（2006） 
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か指摘されていない84。 
吉野（1976）は、戦前期日本のマーケティングの特徴の多くが「工業化以前の時代
のマーケティング・システムから持ち越された」としているが、その見解はどこまで
正しいのか。この点を検討するためにも、江戸時代以来明治時代以降も継続した売薬
業に着眼する意味は大きい。 
二点目に、本論文が扱う明治時代の売薬業が少なくとも明治時代の末期まで全年間
を通して、マーケティング以外の面で大きな変化を確認されていないということがあ
る。明治時代末期の 1909（明治四二）年の『工場通覧』に、当時の売薬の製造工場の
名称、人員、動力の有無が集計されている。その集計をみると、明治時代を通して原
動力に機械を導入している売薬の工場は 2 件しかなかった。またほとんどの売薬の製
造業者は、10 人前後の職工数で製造にあたる小零細経営であった。中には 100 人を超
える職工数の工場も存在したものの、それらは機械化がなされていないマニュファク
チュア経営であった。前近代から売薬業が栄えていた滋賀県でも、県内の売薬の製造
業者は明治時代末まで「刻み器」などの器械により生産を行っていた85。しかしマーケ
ティングの面においては、売薬の流通機構について大きな変化が生じている。この点
は第 3 章において詳しく論じる。 
三点目として、売薬は医薬品のなかでも特にマーケティングが重要となる医薬品で
あったという点が指摘できる。医師から患者へ処方される医療用医薬品は、医師によ
る患者の診察という医療行為に含まれるかたちで、患者に服用される。患者は医療現
場でどのような医薬品が処方されるかについて、医師に委ねているのである。本節第 1
項で、大東（1995）から大正期の製薬企業による「プロパー」を利用した医師への訪
問販売の事例を参照したが、医師に対してマーケティングを展開する必要はあった。
また当時、消費者が自己責任のもとで購入・使用する場合においては、医療用医薬品
を消費者が医師を介さずに使用することは認められていた。しかし三共が新薬・タカ
ジアスターゼの広告について医療関係者を対象に展開していたように、医療用医薬品
には本来、最終消費者に向けてのマーケティングは深く関わってこない。  
しかし売薬の場合は、それが不特定多数の患者によって買い求められない限り販売
は実現せず、そのため最終消費者へ直接に購買を促すことが重要となる。第 1 章で、
                                                   
84 小原,1994,pp.32-52／佐々木（2009） 
85 杣庄（1975） 
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本論文では売薬の定義を「前近代から太平洋戦争終結時にかけて、年齢・性別など様々
な不特定多数の患者が服用することを想定して、特定の傷病に対して製剤もしくは調
整され、医師を介さずに使用することを前提として消費者に推奨・販売された医薬品
を指す」と定めた。この定義の要点として、売薬は「特定の疾病について不特定多数
の患者を想定して製剤・調整されること」、そして「販売時点で、最終消費者に対し医
師を介さずに使用することを推奨して、販売されていること」の二つがある。明治時
代以降、売薬が医師により医療現場で処方されることはなかった。売薬は、それが最
終消費者による購買行動が生じない限り販売を実現できず、そのため医療用医薬品よ
りも最終消費者へのマーケティングが深く関わってくるのである。このことから、医
薬品産業のなかから売薬業を取り上げることは妥当であると考える。  
以上、マーケティングの議論において医薬品産業を扱う意義と、戦前期日本のマー
ケティングを論じるうえで明治期の売薬業を取り上げる意義を述べた。一方、先述の
ように本論文では「社会環境の変化とマーケティングの変化・発展の相互作用」とい
う分析視角に基づいて、明治期売薬業で展開された戦前期日本のマーケティングを分
析する。ここで本論文では明治期の売薬業のマーケティングに影響を与えた社会環境
の変化として、売薬業を取り巻く法規制のあり方が明治期以降に大きく変化した点に
注目する。このことについて、はたして法規制は吉野（1976）が述べる意味の「社会
環境の変化」といえるのかについて検討する必要がある。 
吉野（1976）は戦後日本の政府による国内流通部門への政策について、1948（昭和
二三）年から 1962（昭和三七）年、1962（昭和三七）年から 1968（昭和四三）年、
そして 1968（昭和四三）年以降の三段階にわけて言及した86。吉野（1967）は当時の
政府の政策について、まだほとんど進展していなかったことを指摘し、マーケティン
グを発展させるうえでの政府の影響・役割の重要性を示唆している。よって、吉野（1976）
の議論をみるかぎりでは、法規制の整備ということも社会環境の変化の一つとして見
做しうると考える。 
また医薬品は先述した消費財としての根本的特性である⑴生命関連性・⑵高品質性
のため、個人の医薬品の購入・消費に関係する専門家の資格と医薬品の品質を法的に
規制しなくてはならず、また医薬品に関わる誇大広告や詐欺的行為も取り締まられな
くてはならない。つまり、医薬品という消費財は法的な規制の影響を受けやすいので
                                                   
86 吉野,1967,pp.271-297 
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ある。このことをふまえれば、医薬品である売薬およびその業界が法規制から受ける
影響は、他産業と違い重要となってくるのである。本論文ではこの解釈から明治時代
の売薬に対する法規制の整備を社会環境の変化と見做す。 
第 3 章で詳しく述べるが、明治時代の売薬業には法規制の面で大きな変化があった。
売薬は、一般大衆の医療手段として江戸時代にはすでに確立していた。政府は売薬を
前近代的な性格を残す医薬品とみなし、医療近代化の妨げになると捉えていた。その
ため売薬に関しては重税や、使用可能な原料を規制する法令などが出され、「売薬」に
関わる業者の経営を圧迫した。 
明治時代に政府が売薬業に対する法規制をかけるなかで売薬の製造業者がどのよう
な行動をとったかについて、先行研究では「配置売薬業」で有名な富山県を中心に、
滋賀県・奈良県・佐賀県などの売薬業が盛んであった地域が中心に研究されてきた。
明治維新以後、売薬業には二重課税や原料の制限など様々な規制がかけられていくが、
それに対する同業者同士での反対運動や組合形成の歴史的展開が整理されてきた。し
かしこれらの先行研究の同業者組合の形成については、多くの場合、前近代以来の同
業者同士の結びつきを強化した形式のものであった。 
同業者同士の団結以外で売薬の業者にどのような動きがあったかについて、先述の
ように生産の面では明治時代をとおして特筆すべき変化は生じなかった。しかし、マ
ーケティングの面、特に流通機構とマーケティング・コミュニケーションの領域で大
きな変化が生じていることが確認できるのである。それについて、第 3 章と第 4 章で
詳しく議論する。 
最後にもう一度、本論文の分析視角と問題意識について確認する。本論文は戦前期
日本のマーケティングを論じるうえで、「社会環境の変化とマーケティングの変化・発
展の相互作用」という分析視角に基づく。問題意識は、「はたして日本のマーケティン
グの変化は戦間期まで起こり得なかったのか」である。本論文はこの分析視角と問題
意識のもと、戦前期日本マーケティングの変化・発展について先行研究が戦間期に注
目してきた視点を相対化する。 
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第３章 売薬業への法規制と明治時代における
売薬業の流通機構改編 
 
 本章では、明治時代の売薬業に生じたマーケティングの大きな変化である、流通機
構の改編について議論する。本章で詳述するが 1877（明治一〇）年の「売薬営業税」
課税による影響で、売薬業内に「売薬問屋」という売薬専門の卸売業者が、売薬の歴
史上初めて登場した。そのような流通機構の変化を引き起こした要因は、江戸時代以
来なんらの規制も行われていなかった売薬業に対して、明治政府が医療近代方針から
売薬業を規制する法制度の整備を進めたことにあった。法規制の整備という社会環境
の変化が売薬の流通機構に対して与えた影響を、本章で詳らかにする。  
まず江戸時代における売薬の流通構造と、売薬に関する規制が江戸期にはなかった
事実を示す。そのうえで明治時代の売薬関連の法規制整備の過程を整理し、1870（明
治一〇）年公布の「売薬規則」による徴税の影響、そしてそれにより引き起こされた
売薬業の流通機構改編の実態を提示する。 
本章第 3 節では明治時代に売薬業で流通機構の改編について明らかにし、その新た
な流通機構を最も利用したのは売薬業者でもどのような者であったか、そしてその流
通機構は売薬業においてどれほど定着していたのかを明らかにする。  
本章で明らかにする売薬業の流通機構改編をどうとらえるべきかについて、そして
それが社会環境に与えた変化については、第 5 章で議論する。 
 
第１節 江戸時代までの売薬（合薬）の規制と流通の状況 
 
第１項  江戸時代における医薬品の規制 
 
売薬は、前近代までは小売店や行商人から一般大衆にむけて販売される医薬品全般
を指し、当時の医師も患者への投薬として購入するものであった。江戸時代までは売
薬よりも「合薬」の語が用いられた。「売薬」は薬を売ることの意味で用いられること
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が多く、売薬にあたる医薬品そのものを指す場合には「合薬」と呼ばれ、合薬の製造・
販売を行う商人は、江戸時代には「合薬屋」と呼ばれていた。江戸時代中後期、疫病
の流行により医薬品の需要が高まり、その対応として享保改革期に種々の医療行政が
行われた。享保改革については財政再建、年貢増徴の側面がよく知られているが、薬
草の栽培・使用を促進する「薬草見分け」など、薬種に関する諸々の政策も集中的に
行われていた87。そういった医療行政の影響により、合薬が定着した。薬種屋・合薬屋
の存在が把握され、増加していく傾向が見られるのも江戸時代中後期である88。 
江戸時代には、公表されている合薬の効能の真偽は製造・販売する商人以外にはわ
からなかった。そのため江戸時代には往々にして、その効能が疑わしい売薬も少なく
はなかった。しかし江戸時代においては合薬の処方などその内容について、取り締る
ことは行われていなかった。たとえば、贋薬の横行による有力な合薬屋への被害が存
在した。しかしこれについては宇佐美（1997）が有川市郎兵衛家の事例で明らかにし
ているように、当事者同士での「相対済し」か「下済」、あるいは出訴によって解決す
るのが通例であった。幕府権力による不正な合薬屋への処分などは行われていなかっ
た。 
一部の合薬屋は、「脇店株」・「在方株」というかたちで、「道修町薬種中買仲間」の
下部組織的に株仲間を形成させられていた。「道修町薬種中買仲間」とは、江戸時代の
宝暦期89まで薬種（生薬）の流通、特に唐薬に関して全国的な市場を掌握していた薬種
商人の株仲間である。脇店とは 124 軒加盟していた道修町薬種中買仲間に属さない薬
種屋のことであった。株仲間に加入できない中買商人や小売の薬種屋だけでなく、合
薬を調剤する合薬屋も脇店に含まれた。1779 年（安永八年）に薬種の不正流通が問題
化し中国産生薬の不正流通防止のため唐物取締仕法が打ち出された。このときに大坂
市中の脇店である薬種屋・合薬屋は「脇店株」として、また摂津国90・河内国91の在方
92の薬種屋・合薬屋は「在方株」として組織化され、道修町薬種中買仲間などの支配下
                                                   
87 大石学、1988、「享保改革期の薬草政策」、『名城大学人文紀要』第 39 集 24 
巻 1 号所収、名城大学一般教育人文研究会 
88 松迫寿代、1995、「近世中後期における合薬流通――商品流通の一環として  
――」、『待兼山論叢』第 29 号所収、大阪大学文学部 
89 西暦 1751 年から 1763 年 
90 旧国名で、歴代の皇居が置かれた五機内（大和国・山城国・河内国・和泉国・摂津国）の一
つ。一部は現在の大阪府、一部は兵庫県に属する。  
91 旧国名で摂津国と同じく五機内の一つ。現在の大阪府の東部にあたる。  
92 都市に対しての田舎を意味した。 
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におかれていた。 
 しかし、江戸時代における医薬品関連の規制は輸入の「唐薬種」についての不正品
取締が主体であり、合薬については目を向けられていなかったのが実態であった。そ
のため、効果のないような合薬も多分に出回っていたことが指摘されている。  
 
第２項  江戸時代の売薬（合薬）の流通 
江戸時代における売薬の流通に関しては、今井（1984）・松迫（1995）・本村（2004）
によって詳細な議論が展開されている。今井（1984）・松迫（1995）・本村（2004）の
研究は、江戸時代の合薬の流通について、その実態を明らかにしている。  
江戸時代の合薬の流通については、「富山の薬売り」として知られる富山配置売薬業
や、近江商人による行商販売がよく知られている。一方で、「薬舗」と呼ばれた小売店
における店舗販売も広く行われていた。たとえば、腹痛・食あたり・下痢の妙薬とし
て名高い「赤玉 神教丸」を販売していた有川市郎兵衛家は、店舗販売の合薬屋であ
った。有川家は中山道と北国街道の合流点にある近江国坂田郡鳥居本宿93に薬舗を設け、
参勤交代や旅行で同地を通過する人々に売薬を製造・販売していた94。 
店舗販売の合薬屋が自家の売薬の流通網を拡大する場合には、「出店
で だ な
」・「取次」・「売
うり
弘
ひろめ
」などを各地に設けて、そこを拠点に販売する方法が一般的であった。  
出店とは本店以外の土地に店舗を設けることである。店舗の維持等にかかる費用の
ために、資金力のある合薬屋以外は、ほとんどの場合一つの地域に一軒ずつ設置する
ことが多かった。 
取次と売弘は、願い出てきた商人や関りの深い商人に、自家製合薬を委託し販売し
てもらう形態である。売弘は「売弘所」や「弘所」と記されることもある。売弘は他
地域で合薬の販売促進にあたる拠点であり、現地での広告や信用保持に関する責任を
本店に対して持っていた95。そのため、本店の合薬屋となんらかの密接な関係を持つ商
人が、売弘として合薬の委託販売を任された。 
取次は、現地の商人が合薬屋から合薬を預かり、販売を代行することで口銭を得る
業務である。取次の場合は本店と関係のない者で、しかも売薬とは関係のない他の業
                                                   
93 現、滋賀県彦根市鳥居本町 
94 杣庄章夫、1975、『滋賀の薬業史』、中村太古舎 
95 松迫寿代（1995） 
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種の商人が願い出て行うことも多かった。委託販売をする商人側には準備資金が要ら
ないため、取次は引き受けやすい業務であったとされる。広域的に、地方の細部にい
たるまで自家製の合薬を流通させるには取次による販売が効果的であった。  
取次に関して、それが階層性をもって行われていたことを、本村（2004）が近江商
人・正野玄三家の「万病感応丸」の事例から指摘している。正野玄三家は配置売薬業
が栄えた近江日野の合薬屋であったが、配置売薬行商ではなく店舗売薬形式で販売を
行っていた。たとえば、1855 年（安政二年）に日野白銀町伝十郎という者が「万病感
応丸」の取次になり、越後国96へ販売することを許可されている。しかし越後国で「万
病感応丸」を実際に小売したのは、越後長岡の山口屋清左衛門をはじめとした、計 18
軒の伝十郎の得意先であった。つまり伝十郎は役割からすれば卸売りの立場にあった
のである。本村（2004）は、伝十郎のような存在を「一次取次」、越後長岡の山口屋
清左衛門のような存在を「二次取次」と表現している。 
また本村（2004）では、「二次取次」におさまらず、「三次取次」までが形成されて
いたことも指摘されている。正野家の取次に日野石原町森田金左衛門というものがい
た。日野石原町森田金左衛門には、甲府97に質屋業を営む出店森田屋又兵衛がおり、二
次取次として機能していたと考えられている。しかも森田屋又兵衛の取引先合計 23 軒
でも正野家の合薬の販売が行われていた。本村（2004）は、二次取次の森田屋又兵衛
から委託を受けて「万病感応丸」を販売した商人たちを、「三次取次」と表現している。
維持に資金を要する出店や、合薬屋と密接な関係にある者しかできなかった売弘では、
大規模な販路拡張は難しかった。そのため、江戸期においては販路拡大の方法として
取次がよく用いられていた 
出店・売弘・取次以外にも、合薬は「貸本屋」に委託されたり、銭湯に配置された
りして販売されていた98。取次・売弘のような委託による販路拡大の方法は、維新後の
明治時代においても継続していた。たとえば岸田吟香・守田治兵衛は取次として、初
代・太田信義の太田胃散など複数の売薬について取次を行っていた99。 
                                                   
96 現在の新潟県の大部分にあたる。五畿七道の七道（東海道・東山道・北陸道・山陰道・山陽
道・南海道・西海道）のうち北陸道に属した。  
97 現在の山梨県 
98 増田（1981） 
99 明治時代に発行された日刊紙から売薬の広告を確認すると、「元弘所」や「大取次」などの
表記とともに、複数の売薬業者の名前が列挙されていることが多い。たとえば、岸田吟香と守
田治兵衛のような売薬の製造業者同士が、お互いの製品を委託し合っていた。ただし明治期に
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江戸時代においては、合薬の卸売を専門とする問屋は存在しなかった。本村（2004）
が正野家の事例から明らかにした「二次取次」・「三次取次」のように、実質的に卸売
業者の役割を果たした商人はいた。しかし取次はほとんどの場合、合薬とは関係のな
い商売を生業とする商人であり、本業のかたわら合薬の委託販売で利益を得ていたに
過ぎない。したがって、江戸時代の売薬業（合薬業）には「製造業者→卸売業者→小
売業者」という流通機構が存在しなかった。江戸時代の合薬は配置売薬行商のような
行商か、出店による店舗販売か、取次・売弘への委託販売で流通していた。このよう
な流通構造に大きな変化が生じるのが、明治時代である。1877（明治一〇）年の「売
薬規則」公布の影響により、それまでの行商・店舗・委託販売と並行するかたちで、
新たな流通機構が現れた。 
 
第２節 明治時代における売薬への取締と営業規制・二重課税 
 
第１項  売薬の検査・取締り体制の整備 
 
明治維新後、明治新政府は江戸時代までの合薬に類する医薬品ついて取締りが必要
であると考えた。その背景には、政府の医療近代化方針が深く関わっている。1868（明
治元）年 2 月に、当時の典薬寮100の官僚から西洋医学採用を進言する建白書が出され
た。それが採用され、同年 3 月 7 日に西洋医術差許
さしゆるし
の布告が出ると、政府は医療の西
洋近代化に注力するようになった。政府が江戸時代以来の合薬を取り締まろうとした
のは、この医療近代化の方針に関連している。 
1870（明治三）年 12 月に取締りの所轄を大学東校とし、同月 13 日の太政官布告を
もって「売薬取締規則」を発令した。この売薬取締規則に「從來売藥の内有名無實の
分」（清水,1949,p.170）という文言があり、この頃から合薬ではなく「売薬」の用語が
一般に用いられるようになったとされる。 
売薬取締規則では従来使われてきた「神仏夢想」・「家伝秘法」といった用語の禁止
など広告活動を規制した。また新規の売薬には薬方（処方）・効能・定価を記して出願
                                                                                                                                                          
も江戸期と同じように、売薬にまったく無関係な商人でも取次になれたのかどうかについては、
現時点では定かではない。株式会社  太田胃散『太田胃散百年の回想』編集委員会（1980）／
日本図書センター（1992a；1992b；1992c）参照 
100 律令官制において朝廷の医事を司った官職。1869（明治二）年に廃止。 
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させ、定価の増額を禁じた101。それらの規制に加えて、有効売薬の発明については奨
励した102。このような場薬の規制についての方針は、既存研究では「有効無害主義」
といわれている103。有効無害主義とは、売薬の効能が確かであり、かつ人体を害さな
いものしか製造・販売を認めないということである。つまり売薬取締規則は一面で、
売薬の効能を公式に保証する体制をつくったともいえる。ただし広告表現の規制につ
いては、おそらくこの売薬取締規則発令以降に出稿された広告において神秘的な印象
を与える表現が使用されており104、表現規制を回避するのは容易だったのではないか
と思われる。売薬取締規則で第一番に免許を受けたのは守田治兵衛の「宝
ほう
丹
たん
」であり、
それは 1871（明治四）年 2 月のことであった。 
 しかし売薬の検査にあたったのは大学東校の西洋医たちであったため、漢方医と違
い和漢薬による製剤については詳しくなかった。そのため売薬の審査は正確とはいえ
ない状況で行われ、一般的に売薬は無効視されるようになった。たとえば 1873（明治
六）年 11 月発行の石黑忠悳
ただのり
著・松本順校閲の『長生法
ちょうせいほう
』付録の『長生法附録 救急法』
には以下のような一節があり、当時の医学者の売薬に対する考え方をうかがい知るこ
とができる。 
 
我
わが
大日本國
だいにほんごく
にも昔
むかし
より様々
さ ま 〱
の賣藥
ばいやく
あり然
さ
れども是
これ
までの賣藥
ばいやく
は大抵氣
た い て い き
やすめの爲
ため
に用
ゆるまでにて 誠
まこと
に無益
む や く
の物
もの
多
おほ
く彼
か
の醫士
い し ゃ
に乏
とほ
しき僻地
い な か
の人は可憐事
きのどくのこと
とて（滝
澤,1993,pp.30-31。変体仮名と一部の旧漢字は現在の表記に改めた） 
 
西洋の医薬品に比べ売薬は劣るものという意識が当時の政府官僚や知識人の間にあ
り、このような認識はその他の公文書中にもかなり直接的に表れている 105。ただし、
売薬は一般大衆の治療にとって必需のものであった。『長生法』には「醫士の取締の道
                                                   
101 売薬取締規則の条項に「一， 諸賣藥品原價巨細に相糺
ただ
し東校に於て相當の定價を極
き
め、免
状へ記し相渡候條，定價の外 聊
いささか
たりとも增價の儀堅く禁止の事」（清水 ,1949,p.198）という
規定がある。 
102 売薬取締規則の条項に「一， 坺群有益の藥方又は製藥類，新に發明する者は七個年の間當
人の專賣を許し發明の賞とす。七個年の後は其藥法を明細に記し諸国一般に布告し廣く發行す
るを許すべき事」（清水,1949,p.198）という規定がある。 
103 池田（1929）／清水（1949） 
104 岸田,不明,p.1 
105 参考文献中の次の箇所を参照のこと：池田 ,1929、「賣藥」pp.286-pp.307／清水,1949、「賣
藥制度」pp.199-pp.205 
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未だ整備せず，獨り賣藥のみを取締っても仕方なく，且つ邊土僻陬
へきすう
[振り仮名筆者]に
至 つ
（ママ）
ては猶売薬の爲めに一時の病患を除く者又無しとすべからず」（清
水,1949,pp.199。一部旧漢字は常用漢字に改めた）という記述もある。つまり当時の社
会では、売薬が民間医療に役割を果たしているという認識も存在していたようである。
そのためか、1872（明治五）年 7 月 17 日の太政官布告により売薬取締規則は廃止され
た。 
売薬取締規則廃止の同日に、売薬取締規則において売薬販売者に渡された免許状を
すべて文部省宛に返すことが言い渡されている。これは 1872（明治五）年に大学東校
が文部省の所管になるとともに第一大学区医学校と改称され、医務に関する行政事務
が文部省に移管されためである。文部省への権限移譲がなされた年には売薬に関する
取締りが一旦中断されていた。しかし翌年の 1873（明治六）年には太政官布告をもっ
て文部省に売薬取締を行わせることが決定され、売薬に関することは文部省へ届け出
るよう通達がなされた。1873（明治六）年 3 月文部省に医務局が置かれ、医務局にお
いて売薬の取締りが行われることとなった。文部省は、1874（明治七）年 10 月 31 日
付の文部省達第十四号をもって売薬検査の旨を通達した。さらに営業鑑札（免許状）
を渡すにあたり、従来所持していた鑑札は文部省へ返納するよう通達した。同年 12 月
には東京・大阪・京都の三府下で売薬取締の罰則を定め、司法省番外達を発布して 1875
（明治八）年 7 月 25 日を三府売薬取締罰則施行の期日とした。 
しかし 1875（明治八）年 6 月に入って衛生事務が文部省から内務省に移管され、7
月に第七局から改称された衛生局が売薬取締りにあたることとなった。この年にいた
るまで売薬関連の取締については変化の連続であったが、衛生局の成立により取締の
基礎が完成をみるに至った。 
1875（明治八）年 7 月に内務省で火災が発生し、衛生局が文部省より引き継いだ売
薬検査出願中の書類にいたるまで、すべての売薬関係の書類が焼失した。このため同
年 7 月 25 日内務省達乙第九十八号をもって、文部省時代に提出され審査中であった売
薬申請の願書、ならびにまだ願い出ていない分の願書を提出するよう各地方に命令が
下った。また内務省火災のため、文部省時代に交付された売薬鑑札すべてについて有
効性が不明となった。そのため、同年 8 月 9 日の内務省達により従前の鑑札はすべて
返納し、改めて検査・認定しなおしたうえで新しい鑑札を渡すことが決定された。  
内務省の火災により、売薬業者にとっては改めて免許出願の手続きをする必要が生
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じた。当時内務省衛生局へ売薬免許交付を出願する手続きは、願書に各生薬の分量と
用法・効能を記載して、処方の仕方を添えて免許を願い出るというものであった。文
部省管轄の頃は衛生上危険ありとされた売薬は認められず、危険がないと認められた
ものは販売を許可された。内務省衛生局においては売薬の処方等が有効で適切と認め
られるものに甲種免許鑑札を交付し、その効果が疑わしいものには乙種免許鑑札を交
付して「當分發賣不苦候事」（池田,1929,p.289）という一時的免許を与えた。乙種免許
鑑札を受ける売薬の多くは和漢薬調剤の売薬であった。これは当時、西洋医学が重視
される風潮において、和漢薬による売薬が無害無効のものと考えられたためである。  
 1877（明治一〇）年 1 月 20 日、政府は「売薬規則」を公布した。このとき売薬の定
義を「丸藥
ぐわんやく
膏藥
こうやく
煉藥
ねりやく
水藥
みづぐすり
散藥
さんやく
煎藥
せんやく
等
とう
家方
か ほ う
ヲ以
もつ
テ合劑
がふざい
シ販賣
はんばい
スルモノヲ云
いふ
」（加
藤,1877,pp.1-2）と定めたが、第 1 章で述べたように、後の同規則改正にあたって売薬
の定義は削除される。 
売薬規則によって、売薬業者はその業態から三つに区分される。一つは、売薬の製
造を主として行う「売薬営業者」である。売薬の製造を行う売薬業者は、一般には「本
舗」と呼ばれることも多かった。二つ目は製造を担わず販売のみを行う業者を「請売
者」とした。おそらくこの「請売者」に区分された売薬業者は、江戸時代における売
弘・取次など、売薬の委託販売を行った商人ではないかと考えられる。そして三つ目
に、売薬営業者および請売者のうち、自らもしくは売り子を派遣して他府県へ売薬を
売り歩く者を「行商人」とした。 
売薬営業者・請売者・行商人とも、それぞれ内務省から免許鑑札を受けるよう義務
付けられた。売薬営業者は自身の属籍氏名と、製造する売薬の薬味（原料）・分量・用
法・服量・効能を記した書式をもって、管轄庁を通じて内務省から「営業鑑札」を受
けることとされた。請売者の場合は族籍氏名を記した願書に、売薬営業者が調印した
「請売契約書」と「請売免許願」を添えて、管轄庁を経由して内務省へ「請売鑑札」
を受けることになった。行商人の場合は、自らもしくは売り子による行商販売をする
旨を管轄庁へ届け出て、「行商鑑札」を受けるようにされた。売薬営業者と請売者は免
許の看板を掲げて業務を行うよう義務付けられ、行商人には行商鑑札の所持が義務付
けられた。売薬営業者・請売者・行商人とも、廃業あるいは業務禁止となった場合、
免許鑑札は返納することとされた。期限が過ぎた免許鑑札は新規のものと交換が認め
られず、改めて 20 銭の鑑札料を支払い取得することになっていた。 
63 
 
1878（明治十一）年 9 月に売薬規則は改正され、売薬免許の許認可権は内務卿から
地方長官に委託された。そして 11 月 17 日には全国統一の売薬審査基準として、「売薬
検査心得書」が内務省から各府県に布達された。そこでは売薬の原料の配合や分量に
関して規定がなされ、毒薬については売薬への配合を禁止され、劇薬に関しては使用
を極度に制限された。また「性効不明」、つまり効果について不明瞭である生薬類は売
薬に配合できないとされた。 
政府は初期の売薬取締規則以来、売薬の取締について有効無害主義の方針をとって
いた。つまり有効であるものは奨励し、無害のものは黙認するということである。し
かしその方針を転換し、この売薬検査心得によって売薬の取締を「無効無害主義」と
した。無効無害主義とは、効果が認められない売薬でも、人体に悪影響が無ければ製
造・販売を認める、ということである。これにより、効能が認められる売薬と全く効
能のない売薬が市場に混在することになったと指摘されている 106。また売薬検査心得
書の基準は、売薬が不特定多数に購入されることから安全性を重視した面もある。し
かし、売薬に使用可能な原料を制限することでその効能を低下させ、医薬品としての
価値を低下させることも考えていた。このことは、後述する 1881（明治一四）年 3 月
20 日の『内務大蔵両省伺』の引用文からも読み取れる。売薬検査心得によって売薬の
処方における配合薬品は制限され、その効能は著しく低下することとなった。それだ
けでなく、従来阿片やモルヒネのような医薬品を主剤としていた売薬は、何の効果も
ないものにされてしまった。 
第 1 章で述べたように当時欧米から輸入される洋薬（欧米産の動植物系有効成分、
合成医薬品）には粗悪品が混在し、政府はそれを取締る目的から 1886（明治一九）年
6 月に初版の薬局方を制定し、翌年 7 月に施行した。一方、ドイツを中心に次々と合
成医薬品が発明され、それらは薬局方に記載されない新薬として日本の医薬品市場へ
流入した。衛生局の判断を経て、新薬の売薬への配合が 1890 年代後半から認められる
ようになる。1903（明治三六）年 9 月には衛生局が、各府県からの売薬の許否に関す
る照会に対して、売薬の許否の方針を規定し直した。ここでも売薬への毒劇薬の配合
に関する規定は変更されなかった。しかし局方品中の普通薬（通常の場合人体に危害
の虞が無い薬）、売薬検査心得書に指定された有力薬品（毒劇薬ほどではないが用量の
加減で人体に危害の虞がある普通薬）、新薬のうち普通薬に属して性質や用量が明確な
                                                   
106 池田（1929）／清水（1949） 
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ものは医療用医薬品と同程度に売薬へ配合を許された107。 
各府県は売薬検査心得書の審査基準で判断が難しい場合、その都度に衛生局へ照会
して、売薬への薬品配合の許否の判断を求めた。明治時代後半に新薬が次々に現れ、
それを配合した「特効薬」的な売薬が増えていった。後述するように 1909（明治四二）
年には売薬の取締方針が有効無害主義に転じるが、二谷（2000）によればそれ以前の
20 年間の新薬配合の売薬の許可件数は合計 82 件、特に日露戦争後の 1905（明治三八）
年以降 5 年間の許可件数は増加して 49 件であった108。 
1908（明治四一）年、吃音障害に効果が高いと称する売薬が貴族院において議論と
なり、効果のない売薬に免許を与えるようなことは法の精神に反するとの非難がされ
た。そのため内務省は 1909（明治四二）年 4 月に内務省衛生局通牒第二十九号を出し、
売薬を有効無害主義として扱うよう方針転換することとなった。また売薬が中国など
国外へ輸出されるようになる109と、その関係からも売薬は再び有効主義になり、毒薬・
劇薬の配合についても範囲が拡張され、規制の内容も著しく改善された。  
和漢薬に関する売薬への配合の規制は 1909（明治四二）年の有効無害主義転換後、
広島県が衛生局に「和漢薬配伍売薬許否ノ件」について問い合わせた結果、変更が加
えられることになる110。売薬検査心得書で「性効不明」として配合を禁じられた和漢
薬も、前近代から漢方医ならびに民間で使用され、『本草綱目』など前近代からの医学
書に記載のあるものは配合を許された。こうして毒劇薬以外の原料の種類は、医療用
医薬品も売薬も差がなくなった。しかし、売薬検査心得書の規定した売薬への劇薬の
配合量は、依然として医療用医薬品に比して制限されていた。そのため、売薬業界で
は劇薬の配合量拡大を目指した運動が展開されていった111。 
 
 
                                                   
107 川崎・塩見,1926,p.29 および二谷,2000,p.22 
108 二谷,2000,p.22 
109 1906（明治三九）年 11 月に東京・大阪の有力売薬業者が共同出資し、売薬・化粧品を輸出
する専門子会社「日本売薬株式会社」が設立された。このとき二代太田信義は同社の取締役に
就任しており、朝鮮・台湾・満州など中国大陸、そして広く東南アジア・アメリカ・カナダ・
ブラジルなどへ太田胃散を輸出していた（株式会社  太田胃散『太田胃散百年の回想』編集委
員会,1980,pp.82-83）  
110 二谷,2000,p.22 
111 池田,1929,p.306 
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第２項  売薬業者への二重課税 
 
1877（明治一〇）年の売薬規則では、「売薬営業税」として「藥劑一方につき一箇年
二円」（清水,1949,p.200）が売薬営業者へ課されることとなった。「方」とはすなわち
「種類」の事である。売薬規則による売薬営業税の課税は、違反する売薬業者を届け
出た者には賞金を与えるなど、細部に至るまで厳しく規定していた。また売薬営業者・
請売者・行商人には、それぞれ「鑑札料」・「売薬請売鑑札料」・「売薬行商鑑札料」が
かけられた。これら鑑札料は、売薬の方数に関わらず免許鑑札一枚につき 20 銭課税さ
れた。つまり、売薬業者は売薬営業税として売薬の種類数だけ年 2 円の課税と、鑑札
料 20 銭が徴収された。一方、請売者と行商人は鑑札料 20 銭のみ徴収であったため、
売薬規則による課税で最も負担を強いられたのは売薬営業者であった。  
売薬営業税の徴収は「売薬収税金」をもって衛生費に充当しようとしたもので、特
に当時流行していたコレラ予防のための財源を得ることが目的であった。1881（明治
一四）年の統計によれば、この規則による売薬営業税収入高は一年で 62,174 円であっ
た112。これは当時の衛生局予算が年額 50,000 円から 60,000 円を上下していたことと
符合する113。 
売薬規則による売薬営業税の徴収は、売薬業を抑圧する政策でもあった。このこと
は 1881（明治一四）年 3 月 20 日の『内務大蔵両省伺』の「明治十年第七號賣藥規則
を公布せられ，爾後危害の虞ある者は之を禁じ，無害のものは無能と雖も姑く之を許
可し，漸次淘汰醫學の開進に從ひ其蹤
あと
を絶たしめんと豫期候處」（清水,1949,pp.201。
一部旧漢字は常用漢字に改めた）という文言からも読み取れる。明治時代、このよう
な政府における売薬廃絶の方針は、その他の公文書中にもはっきりと述べられている
ことが多い114。これは明治政府が当時、売薬を旧態然とした性格の医療手段と見做し、
医療近代化の障害になると考えていたためである115。 
詳しくは後述するが、当時売薬営業者は売薬の製剤を分担して、売薬営業税を回避
する方法をとっていた。政府は売薬営業者による徴税回避への対策として、1881（明
治一四）年 4 月に売薬規則を改正した。これにより、売薬営業者に限らず売薬を調整・
                                                   
112 内閣統計局、『日本帝國統計年鑑』 第 1 回～55 回 
113 川上,1965,p.177／内閣統計局、『日本帝國統計年鑑』 第 1 回～55 回 
114 池田（1929）／清水（1949）／川上（1965） 
115 池田（1929）／清水（1949）／川上（1965） 
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改良する者を「営業者」と定めて、請売者・行商人へも売薬営業税の徴収を行った。
また、このとき後述する徴税回避の影響で売薬の流通機構に変化が生じ、売薬営業者
は一般に「売薬本舗」と呼ばれるようになった。 
 1882（明治一五）年 10 月 27 日に政府は太政官布告をもって「売薬印紙税規則」を
発布し、翌年 1 月から施行した。この売薬印紙税規則では売薬営業者（売薬本舗）に、
製造・販売する売薬の定価の一割の「売薬印紙税」を課した。この売薬印紙税規則は、
公に処方が知られていた「葛根湯」・「柴桂湯」・「三黄丸」・「五苓湯」のような漢方薬
の調合・販売にも適用されていた。 
各売薬営業者（売薬本舗）は売薬に必ず定価を付記することとなり、定価に応じて
一定の課税を受けることになった。売薬印紙税の税率は、「一、定価壱銭迄 印税壱厘 
一、同弐銭迄 同弐厘 一、同三銭迄 同三厘 一、同五銭迄 同五厘 一、同拾銭
迄 同壱銭 以上総テ五銭迄毎ニ五厘ヲ増加ス」（富山県 ,1987,pp.518-519）というも
のであった。しかも売薬一個一個に、定価に応じて一定額の売薬印紙を購入して貼付
することが義務付けられ、日常の業務も非常に煩瑣なものとなった。  
さらに 1884（明治一七）年 2 月には「甲第 25 号売薬税検査規則」が布達され、売
薬業者には各種経営帳簿の詳細な記帳が義務化され、「売薬税検査員」が売薬業者の経
営に関して様々な調査・検査を行うこととなった。売薬営業者（売薬本舗）に対して
は、売薬免許鑑札・請売者および行商人との契約書・売薬営業関係の諸帳簿・製造場
と薬品貯蔵場・製剤のための諸器械・売薬・調剤原品・廃薬 116残品・売薬印紙、と多
くのことが検査対象となった。請売者・行商人に対しては、鑑札と「売薬受け払帳」、
所持している売薬および廃薬が検査の対象となった。 
売薬印紙税は売薬業における円滑な営業活動を阻害し、また重税であったため経済
的にもかなりの負担をもたらしたため、売薬印紙税の課税によって廃業する売薬業者
も多かった。売薬印紙税が課税されることになった背景には、大蔵卿松方正義による、
いわゆる「松方デフレ」政策があった。殖産興業政策と、1877（明治一〇）年の西南
戦争の戦費負担から、不換紙幣が増発されていた。そのため 1881（明治一四）年当時、
日本経済は急激なインフレ状態になっていた。物価の騰貴し、そのため輸入超過と正
貨流出が引き起こされた。松方デフレ政策には、不換紙幣の整理と、正貨準備による
兌換制度の確立が課題として存在した。紙幣整理と正貨準備繰り入れのため、増税に
                                                   
116 腐敗などの理由で廃棄される売薬。 
67 
 
よる財政余剰の捻出が行われた。ちなみに売薬印紙税が廃止されるのは 1927（大正一
五）年である。 
その後さらに 1905（明治三八）年 1 月に、日露戦争の戦費調達として売薬に対して
も「非常特別税」が課された。その課税の内容は、「藥劑一方につき一箇年二円」の売
薬営業税に加え、売薬一方（種類）ごとに一カ年の製造定価総額へ定額累進率（一定
額以上を超えるとより税率が高くなる方式）を課した117。同年の 5 月には「売薬税法」
が施行され、売薬印紙税規則それ自体は廃止される。しかしこれは従来の売薬印紙税
が「売薬税」に名称を変えたのみで、売薬の定価の一割の印紙購入で納税されるとい
うものであった。ただし売薬印紙税規則の規定では定価に応じて税率が上がる方式で
あったため、購入・貼付する印紙の額が定価の一割に規定されたことで若干負担を軽
くされていた。1910（明治四三）年 3 月には売薬税法が改正され、それまでの売薬営
業税・売薬印紙税・の双方について規定し、売薬規則中の売薬営業税の規定は削除さ
れた。売薬営業税・売薬印紙税は総称して「売薬税」と称されることになったが、税
率などの規定は個別に定められた。 
売薬営業税については 1905（明治三八）年の「非常特別税」における規定に多少の
変更を加えて、「第一条ノ二 売薬営業者ニハ薬剤一方毎ニ、一年間製造高ノ定価総額
二応ジ、左ノ売薬営業税ヲ課ス 定価総額三百円未満ノモノ 金三円、定価総額五百
円未満ノモノ 金五円」（富山県,1987,p.521）とされ、最高で「一〇万円以上ノモノ一
〇二円」（富山県,1987,p.521）となった。これは売薬規則中で「藥劑一方につき一箇年
二円」だったことに対して、最低課税額でみても 2 円から 3 円へと倍増しているとわ
かる。売薬印紙税は変わらず、定価の一割の印紙と定められていた。  
1911（明治四四）年 3 月にさらに売薬税法が改正され、売薬営業税の「非常特別税」
の税率は廃止される。しかしこの改正により「第一条ノ六 北海道及府県ハ売薬営業
税二対シ本税百分ノ三以内ノ付加税ヲ課スルコトヲ得、市町村及北海道・沖縄ノ区ハ、
売薬営業税ニ対シ本税百分ノ五以内ノ付加税ヲ課スコトヲ得」（富山県 ,1987,p.523）と
なった。つまり売薬営業税に対して道府県は 3%以内の、市町村は 5%以内の「売薬営
業税付加税」を地方税として徴収可能となった。この付加税は売薬業者にとって新た
に財務的な負担をもたらすこととなった118 
                                                   
117 二谷,2000.p.23 
118 二谷,2000,p.23 
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このように明治時代を通して売薬業者には、売薬営業税・売薬印紙税の二重の課税
が、途中改正を加えられながら重い税負担として存在していた。とくに売薬印紙税の
徴収が開始されて以降、廃業する売薬業者は多かったとされる。しかし一部には営業
組織を改良・強化して、重税と印紙貼付の煩雑さに耐えうる大組織となった「大本舗
売薬業」と呼ばれる売薬業者が、少数ながら現れるようになった。そして薬品の配合
内容を改良するとともに、当時発達してきた新聞雑誌などの大きな影響力を持つ媒体
を積極的に利用して広告した。 
ここで、売薬業者が広告をはじめとしたマーケティング・コミュニケーションに力
を入れ始めるのは、すでに売薬営業税の課税が始まった 1877（明治一〇）年以降から
であることを付言しておく。岸田吟香・守田治兵衛などが都市部の売薬業者で先陣を
切った。詳しくは第 4 章にて述べる。 
  
第３節 明治時代の売薬の流通機構改編 
 
第１項  売薬規則による徴税への売薬業者側の対応と流通機構の改編 
 
1877（明治一〇）年に公布された売薬規則は、売薬業界に大きな打撃を与えるもの
であった。当時の売薬業者の大半は、一般的には他の業者の売薬を単に仕入れて販売
することはしなかった。「實母散」・「妙振り出し」・「奇應丸」など公に処方が知られて
いる売薬は自製して販売し、いずれの薬店でも四、五十方から百方以上の売薬を製剤
していたので、毎年一方につき 2 円ずつの売薬営業税はかなりの重税であった。 
鑑札料は売薬の方数に関わらず鑑札一枚につき 20 銭納めることとされていた。しか
し売薬営業者と違い、請売者・行商人は一方につき年 2 円の売薬規則の徴税対象とは
ならない。この売薬規則の規定を逆手に取り、売薬業者たちは売薬税を回避するよう
になった。売薬業者が税負担を緩和する方法について、1881（明治一四）年 3 月 20
日の『内務大蔵両省伺』に以下の詳しく述べられている。 
 
賣藥の儀は無稽の方劑十の八九に居り大抵は奸商，黠
かつ
賣（振り仮名引用者），衒賣，射
利の具となるに過ぎず候へ共，從前の慣習にわかに廢止すばからざるを以て明治十年第
七號賣藥規則を公布せられ，爾後危害の虞ある者は之を禁じ，無害のものは無能と雖も
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姑く之を許可し，漸次淘汰醫學の開進に從ひ其蹤
あと
を絶たしめんと豫期候處，豈科
はから
んや一
種の影響を生じ，此年賣藥營業者の數相減し，請賣行商の數極めて增加し却て衒賣射利
の途を弘め候姿に移り行き，大に當初の豫期する處と相違致し候。其原由
げ ん ゆ
（振り仮名引
用者）を相考へ候に賣藥營業者は藥劑一方につき鑑札料金二十錢税金年々二圓づつを収
め，而して請賣及び行商は方數に拘はらず鑑札料金二十錢を収むるの規則に有之。是に
於て奸商黠賣相謀り税金を免んとし，一旦營業を廢し，更に名を請賣に托し，甲は乙の
請賣者となり，乙は甲の受賣者となり，其實は各自家に調整する營業者に異ならずして
税金を出さず，且つ鑑札一枚の料を納めて數方の許可を得るを以て丙ならひ丁傳へ遂に
年々の增加を致候儀に有之（下略）（清水,1949,pp.201。一部旧漢字は常用漢字に改めた） 
 
引用した『内務大蔵両省伺』の内容における、売薬業者の徴税回避について解釈す
ると次のようになる。各売薬営業者は一時廃業し、内部の人間で製造を分担して少数
の代表者を定め、その代表者が免許を取得し直した。そのうえで他の者は請売者の免
許を取得し、あくまでも売薬営業者になった代表者の売薬を請売するというかたちを
とって、売薬営業税を免れる方法をとった。 
具体的にどのような方法であったか確認するため、九州の田代売薬業の記録 119を参
照する。田代売薬では売薬規則公布の同年 4 月 18 日に、八坂直蔵・久光与作・吉田格
次ら 19 名で済世堂組合を設立した。済世堂組合で「製薬並売薬所」一か所を設置し、
八坂源蔵が組合頭として売薬営業者の鑑札を受け、他の組合員は売薬営業差の鑑札を
返納した。つまり売薬営業者の免許は各集団の有力売薬業者のみが受け、集団で一か
所の製造所を設けて各売薬の製造を一元化し、個々の売薬営業者が売薬営業税の課税
を負担しないようにした。これが、『内務大蔵両省伺』に「其實は各自家に調整する營
業者に異ならずして税金を出さず」と示された状況と考えられる。  
有力者以外の売薬営業者は業態を変更し、鑑札料一枚 20 銭の負担で済む請売者・行
商人に転向したのである。売薬営業者の徴税回避の手段を図式化すると、次項の図表
3.-1 のようになる。 
免許を取得し、売薬一方につき年 2 円の売薬営業税を納める売薬営業者は代表の一
人ないし少数に抑え、その代用者や共同の製剤所の名義で免許を取得する。それ以外
の者は売薬を処方し販売していたとしても、ただ売薬を調整・改良しているというこ  
                                                   
119 富山県,1987,p.438 
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図表 3.- 1 売薬営業者による徴税回避の方法 
 
売薬営業者……          請売者／行商人…… 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）清水（1949）／富山県（1987）も記述をもとに筆者作成 
 
とにして、あくまで免許を受けた売薬営業者の請売者とする。このようにして共同組
織や代表者の名義で売薬営業者の免許を取得することにより、実際に売薬の製造にあ
売薬の製剤所 
（製剤を一元化） 
有力売薬業
者者 
A B 
C D 
「売薬営業税」課税に伴い、
各売薬営業者一時廃業 
一人の有力売薬業者もしく
はそれを代表とする組合・組
織 
 
A B C D 
 
 
売薬業者は、それぞれ個別に自家製
の売薬を製造・販売していた。1877
（明治一〇）年「売薬規則」で、製
造を行う売薬業者は「売薬営業者」
とされる。 
各地域で有力売薬業者を代表に、場合によって共同
の売薬の組合・組織をつくり、共同の製剤所を設置
する。その地域の有力売薬者のみが各売薬営業者を
代表して、免許鑑札を取得し、他は鑑札を返納して
請売者・行商人に転向する。 
そのうえで、有力売薬業者を名義人とする免許のも
と、名義人の有力売薬業者の製剤を手伝うように装
い、実態としては各売薬業者独自に製剤する。  
売薬営業税の納税は製剤所の名義
で行えばいいので、各人が負担す
る税金は減る。 
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たる者が個別に売薬営業税を納める義務を無くしたといえる。つまり、共同の製剤所
で複数人が売薬を製造していても、売薬営業税の納税は製剤所の名義で行えばいいの
で、各製造者が負担する税金は減るのである。 
さらに、富山県での個別具体的な事例120を通じて、徴税回避の実態を確認しておく。
富山県では 1876（明治九）年 9 月 12 日に設立していた「売薬会社」を売薬営業者と
して、徴税回避を実行しようとした。売薬会社とは、新川県121の県令・山田秀典が県
下の売薬業者の総代・阿部弥一郎他 4 名によびかけ、設立を促したものである。売薬
会社設立の目的は、県下の売薬業者を一会社組織にまとめること、売薬へ洋薬を導入
することなどであった。売薬会社において、内務省衛生局に許可された売薬を製造す
る「調合所」の名称は「広貫堂」122であった。 
しかし、1877（明治一〇）年の石川県布達丁千八十弐番で「自今結社売薬不相成旨
其筋より達に相成候」（富山県,1987,p.438）とされ、売薬会社をもって売薬営業者と定
めることはできなくなった。そのため富山県下の売薬業では、帳主 1232,650 人を「名
義的行商人兼製剤人」とする「堂号組織」として、旧売薬会社の社名を「売薬会社広
貫堂」（以下、広貫堂）に改称し、売薬営業税の徴税回避を行うことにした。多数の帳
主は旧売薬会社の社長・邨
むら
沢盛哉を「名義的営業人」として広貫堂の売薬営業者の名
義人に立て、広貫堂の取得した売薬営業者の免許の名義を借りて税負担を軽減した。 
一方、旧売薬会社に参加していた有力売薬業者の中田清平・密田林蔵・阿部弥一郎
らは、製造を行わない請売者となることを不満とした。阿部弥一郎らはそれぞれ売薬
営業者を願い出て広貫堂から独立した。そのため、徴税回避については誰を売薬営業
者として製造を一元化するかで分裂することとなった。しかし広貫堂といくつかの有
力売薬営業者で商圏を奪い合う状況が問題化し、結局は広貫堂の株主として県下の売
薬業者が合同することとなった。 
広貫堂の運営は売薬業者（帳主）が帳面所有数に応じて一定額を負担した。広貫堂
の名義で取得した売薬営業者の免許の名義を借り、実際は所属の売薬業者が独自に売
薬の製造を行った。つまり、広貫堂のもと県下の売薬業者は合同したが、経営の主体
                                                   
120 富山県（1987）を参照。 
121 のち石川県に編入。 
122 現在の株式会社廣貫堂の前身。 
123 配置売薬行商を行う売薬業者で、「懸場帳」という配置売薬行商用の帳簿を有した者。富山
県（1987）参照。 
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は個別の売薬業者に分かれていた。 
売弘・取次などの委託販売業者を除けば、前近代から売薬業者は製造から各地への
販売まですべて一つの組織で行っていた。売薬営業税の影響により、一部の売薬業者
については製造の業務を切り離し、販売専門に特化することとなった。その結果、製
造した売薬を小売業者へ発送する少数の専門業者として、一般に「売薬本舗」と呼ば
れる業態が生まれることになった。また、小売販売のみを行う請売者が各地で増加す
るに至った。 
この当時、インフラ（交通・輸送手段）の発達124を受けて売薬営業者は広域に販路
拡張を進めるようになった。そのため地方に増加してきた請売者と契約し、売薬営業
者（売薬本舗）が売薬を地方へ出荷する動きが生じた。そこで売薬営業者（売薬本舗）
から遠隔地の小売店（請売者・行商人）への仲介を行う、「売薬問屋」という新たな業
者が誕生し、売薬業はかえって発展していくようになった。図式化すると以下の図表
3.-2 のようになる。 
 
図表 3.- 2 売薬本舗（売薬営業者）・売薬問屋・請売者による流通機構 
 
 
 
 
 
 
出典）筆者作成 
 
売薬が普及するに従い売薬の請売者も急増し、あらゆる都市・町に請売者が存在す
るようになった。売薬問屋も各地に発生し、東京・大阪・名古屋など都市に多数存在
するようになった。また第 4 章で述べるような一部の売薬営業者（売薬本舗）は積極
的な広告展開を行い、売薬問屋を介した請売者との取引を積極的に行った。また各売
                                                   
124 明治時代初年から明治政府は郵便、電信・電話および鉄道の拡充を促進した。また 1884（明
治一七）年の住友家が中心となり設立した大阪商船や、1885（明治一八）年に郵便汽船三菱会
社と共同運輸が合併した設立した日本郵船の二社が、国内航路のみならず海外航路まで広く開
拓していた。阿部・中村（2010）を参照のこと。 
売薬問屋 
売薬の製造・出荷 
売薬本舗 
請売者 
売薬本舗からの売薬を 
請売者へ卸売 
売薬の小売 
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薬問屋はその地方において、請売者・行商人に対する売薬の供給を主な業務とするよ
うになった。売薬業者の徴税回避に対して政府は売薬営業者（売薬本舗）に限らず売
薬を調整・改良する者を営業者と定め、売薬税の徴収を強化した。しかし厳しい税則
はかえって売薬業者（売薬本舗）の団結を強め、生産と流通機構の拡張・発展を促す
結果をもたらしたのである。 
売薬規則の規定を利用しての徴税回避としては、同規則に当初記載されていた売薬
の定義を利用したものもあった。売薬規則では売薬の定義に、「効能書ヲ附シ販賣スル」
ものという文言を入れていた。この定義の内容を利用して、効能書を製品に付属せず
後から別に配布する、または新聞などの広告に効能を記載して代替するなどによって、
徴税を逃れる者が相次いだ。そのため 1900（明治三三）年に売薬規則が改正された際、
売薬の定義が同規則から削除されるに至った。このように法律で規制をかけられる一
方で、売薬業者はそれを逆手に取り自らの利益とするような行動も起こしていた。た
だし、売薬業界における流通機構の拡張は、のちに業界内部の安売り競争へとつなが
ることにもなった。 
売薬本舗・売薬問屋・請売者による流通機構によって、地方への販路拡張がかなり
の速度で達成されることとなったとされている125。明治時代に発生したこの新たな売
薬の流通機構では、売薬問屋が中枢的な役割を占め、売薬問屋を通さなければ売薬の
流通が不可能にまでなったといわれる126。本節第 3 項に示す星製薬株式会社におる流
通系列化の過程は、明治時代に発生した売薬問屋を中心とする「売薬営業者（売薬本
舗）→売薬問屋→請売者」という流通機構が、大正時代までに強固なものとして定着
していたことを裏付けている。 
 
第２項  「売薬営業者（売薬本舗）→売薬問屋→請売者」の流通機構
を利用した主体 
 
江戸時代以来、売薬は富山県・滋賀県・奈良県・佐賀県などでみられた配置売薬行
商によるか、店舗販売の売薬が利用した出店・取次・売弘による流通機構によって市
場で流通していた。そしてそれらの流通機構は、明治時代以降にも継続していた。そ
                                                   
125 池田（1929） 
126 大正製薬株式会社社史編纂事務局,1993,p.27 および神保（2008;2010） 
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れでも 1877（明治一〇）年以降発生した「売薬営業者（売薬本舗）→売薬問屋→請売
者（小売業者）」の流通機構が使われるようになったということは、明治時代の売薬業
者が何らかの理由でその流通機構を使わざるを得なかったからではないかと考えられ
る。そして前節で示したように、大正時代すでに「売薬営業者（売薬本舗）→売薬問
屋→請売者（小売業者）」の経路が重要な売薬の流通機構となっていたということは、
その流通機構が効果的に利用されていたためとも考えられる。それではどのような売
薬業者が「売薬営業者（売薬本舗）→売薬問屋→請売者（小売業者）」の流通機構を利
用したのか、この点を明らかにする。 
 売薬問屋を中心とした売薬の新たな流通機構について、それを積極的に利用したの
は富山県・滋賀県・奈良県・佐賀県などの配置売薬業者ではなく、東京・大阪の都市
部の売薬業者であった。富山県・滋賀県・奈良県の配置売薬業地域でも、本節第 1 項
でのべたように売薬規則に対する徴税回避は行われていた。しかし配置売薬業地域の
売薬業者がそれ以後も販路拡張に用いた手段は、たとえば富山県では前近代以来形成
してきた全国的な行商圏であった127。 
配置売薬業における行商圏とは、江戸時代以来全国各地に渡った行商人により各地
で構成される、「組」を単位とする商圏である。「組」は行商人の営業活動を基準にし
た広域行商圏であって、国ごと、つまり旅先方向の近接した諸藩の領域を合わせて形
成された。旅先領内で行商人が売薬行商の許可を得るには、その地域の組が各藩の領
主と交渉し、営業許可の鑑札を受けた。 
組の成立時期は明和年間（1764 年～1772 年）とされ、初期は全国 18 組あった。文
化年間（1804 年～1818 年）には 21 組に増え、安政年間（1854 年～1860 年）で 22 組
を数えた。次の図表 3.-3 に、1853（嘉永六）年時点の全国各地の組の名称と、その構
成人である行商人の数を示す。 
 
図表 3.- 3 富山の町からの売薬行商人の組の全国分布 
 
組の名称（所在地域） 組を構成する行商人数 
南部組（岩手県） 40 人 
                                                   
127 富山県（1987）。以下、配置売薬行商圏に関する説明は、特に注記が無い限り同書に基づく。  
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秋田組（秋田県） 21 人 
仙台組（宮城県） 34 人 
出羽組（新潟県） 59 人 
越後組（新潟県） 109 人 
越中組（富山県） 123 人 
伊達組（福島県） 82 人 
関東組（東京・神奈川・埼玉・栃木・群馬・茨城・千葉県） 381 人 
上総組（千葉県） 66 人 
駿河組（静岡県） 42 人 
信州組（長野県） 172 人 
飛州組（岐阜県北部） 18 人 
美濃組（岐阜県南部・愛知県） 206 人 
江州組（滋賀県） 82 人 
伊勢組（三重県） 67 人 
五畿内組（奈良県・京都府・大阪府） 261 人 
北国組（石川・福井県） 69 人 
奥中国組（鳥取・山口・広島・岡山県） 115 人 
北中国組（島根県） 94 人 
四国組（四国一帯） 63 人 
九州組（福岡・大分・長崎・宮崎・熊本県）  162 人 
薩摩組（宮崎・鹿児島県） 26 人 
出典）富山県（1983b）の「Ⅸ 統計」より、p.1 の「1 富山売薬行商人の組別全国分布状況（嘉永 6 年）」
から筆者作成 
  
 図表 3.-3 からわかるように、全国各地に組が存在し、しかもそれを構成した行商人
の数を合計すれば、全国にかなりの数の富山配置売薬業者がいた。富山県では、この
全国的な行商圏を利用した行商形式によって、明治時代後期も販路拡張、販売行為に
あたっていた128。 
                                                   
128 富山県,1987,pp.496-504 
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富山配置売薬行商などが前近代以来の行商圏で販路拡張を行うなか、「売薬営業者
（売薬本舗）→売薬問屋→請売者（小売業者）」の流通機構を積極的に利用したのは都
市部の売薬業者であった。明治時代をはずれるが、大正時代の時点で主要な売薬問屋
は東京に玉置合名会社・大木合名会社・「福井、中田其他多數ノ卸問屋」、大阪に高橋
盛大堂・丹平商会・「賣藥卸売会社等」、名古屋に「小林、飯田」、そして京都に「田中、
川杉等」がいた129。このように、売薬問屋の本店も都市部に集中しており、特に東京・
大阪の売薬問屋の数が多かった。 
都市部の売薬業者が売薬問屋を中心とする新たな流通機構を積極的に利用したこと
は、次に示す、売薬業における乱売問題（安売り競争）の歴史からも明らかである。
売薬営業税回避のための売薬営業者による請売者・行商人への転向、そしてその後の
「売薬営業者（売薬本舗）→売薬問屋→請売者（小売業者）」という新たな流通機構の
登場により、売薬業では流通業者である売薬問屋・請売者（小売業者）が大量に発生
した130。安売り競争は流通業者の乱立によってもたらされる場合があるが 131、売薬業
においてその問題が生じていたのである。 
売薬の流通機構が発達して売薬が大量に普及するようになると、それに伴い売薬の請売
者が急速に増加し、広い地域に多数の請売者が存在するようになった。その結果請売者は
互いに競争するようになり、定価より割引して販売する者があらわれた。また安売りを行
うために、定価に比して仕入れ値の安い売薬を選んで仕入れる者もあらわれた。このよう
な値引き競争によって、取引関係にある売薬業者同士が共倒れになる事態が生じた。この
ような事態を防ぐため、当時の売薬業界で「濫売矯正運動」、つまり安売り防止のための活
動が展開された。 
「濫売矯正運動」が唱えられだしたのは大阪からであった。当時の大阪で有力な売薬業
者複数名が発起人となり、同業者をまとめて安売り防止を目的とする「徳盛会」という団
体を組織した。徳盛会の構想は大阪のみにとどまらず、全国各地で有力売薬業者を中心と
し、徳盛会を結成しようというものであった。そのため、大阪の有力売薬業者は京都・神
戸・大津・名古屋・東京その他、四国・九州にまで出張し、乱売の対策にあたる団体結成
を促した。京都においてはそれ以前から有力売薬業者が「時習社」という団体を結成し、
                                                   
129 池田,1929,p.307 
130 池田（1929）／清水（1949） 
131 小原,1994,p.40 
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卸問屋などと協調する方針をとっていた。そのため京都の時習社は、徳盛会の構想に賛同
した。 
1887（明治二〇）年 9 月 20 日、時習社の会員およびその他の同志を加えた 20 余名の発
起人を定めて、全国の売薬業者をまとめて徳盛会の創立総会を開くに至った。その際規約
を定めることになったが、大阪の徳盛会規約にならって多少の改正を加え、各地の徳盛会
の約款もおおむねこれに類するものとなった。徳盛会は団結によって業者を制限し、かつ
違反し除名された者に対しては取引停止を徹底することで安売り競争防止をはかろうとし
た。 
ただし東京は何らかの理由でついに徳盛会の成立には至らず132、他の地方に遅れて「矯
正会」が組織された。矯正会では同業者が相互に公正証書をもって約款を立て、執行者を
定めて違反者が出たときは証書により違約金の強制執行を行う契約を締結した。こうして
安売り競争対策は、徳盛会および矯正会によりしばらく行われることとなった。しかし新
規開業の売薬業者や体制に反感を持つ売薬業者は、徳盛会・矯正会の幹部による統制に反
抗し、時折問題を起こした。ついには各地の同業者を相手取り、営業の方法について争う
ことを辞さない売薬業者もあらわれた。徳盛会幹部も反対者の統制に苦慮し、次第に徳盛
会の結束を維持することが困難になっていった。 
1900（明治三三）年 3 月に「重要物産同業組合法」が制定されたが、この法律による同
業組合は同業者の強制加入など業界を統制するうえで利便性があった。大坂では同法に基
づき「大阪売薬同業組合」を 1907（明治四〇）年 4 月 8 日設立総会を開いて設立した。
大阪売薬同業組合の成立後、東京・名古屋・京都・岐阜・三重など各都市も、大阪になら
って同業組合の設立手続きを取るに至った。 
東京においては 1908（明治四一）年 12 月 11 日に同業組合創立総会を開き、定款その
他を議定して組長・会計・理事が選ばれた。京都では 1909（明治四二）年 12 月 3 日に創
立総会を開き、1910（明治四三）年 2 月に組合の認可を得た。これに前後して名古屋・三
重・岐阜その他各地でも同業者組合の設立がなされた。いずれの組合も割引販売を禁止す
る規定、過怠金を徴収して取引を停止することで違反者を処分する規定を設け、同業組合
加入を強制することで強力な統制力を保持しようとした。 
しかし同業組合の厳正な取締りによる乱売矯正運動は、その期待に反して失敗していっ
                                                   
132 池田（1929）では東京が他都市と比べて大都市であり、売薬業者が多く存在したことから
徳盛会結成に対して異論が多かったのではないかとしている。  
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た。先駆けである大阪売薬同業組合では定款に基づいて値引き対策に全力を注ぎ、調査員
を使ってまず 23 の違反者に対して過怠金を課した。その後も偵察を厳にして多数の処分
者を出した。しかし被処分者は強硬に異議申立をし、組合との間で紛争となるような事態
が頻発した。違反者の抵抗や組合内部での問題が度重なったことで、大阪売薬同業組合に
よる取締りの動きは鈍化するようになった。 
一方東京においては東京薬業組合・輸出売薬組合等が東京売薬組合に合同する動きを見
せなかったため、東京売薬組合が十分な統制力を持つことができなかった。東京売薬組合
に代わり「乱売矯正会」が乱売対策を行ったものの、新店舗開業者に対する距離問題133に
関して物議が醸され、乱売矯正会会長から説明のための通知書が発送されるなどした。同
業者組合による価格競争防止活動は、様々な問題から円滑に進まず、明治時代に売薬業界
の乱売問題が終結することはなかった。 
以上の明治時代全年間における安売り競争問題とその対応の歴史から、卸・小売段階の
売薬業者との間で問題が生じていたのは、総じて東京・大阪・京都・名古屋・岐阜・三重
の都市部の売薬業者であったことがわかる。富山県の配置売薬業では、明治時代に安売り
競争が発生した事実は確認されない134。流通業者による安売り競争について、それが主に
都市部で問題化していたのは、売薬問屋を中心とした新たな流通機構を積極的に活用した
のが都市部の売薬業者であったためである。 
 
第３項  売薬問屋を中心とした流通機構定着の裏付け 
 
本章で江戸時代の売薬（合薬）の流通機構を述べ、そして明治時代に「売薬営業者
（売薬本舗）→売薬問屋→請売者」という流通機構が発生するという変化を述べた。
ここで、この新たな流通機構は明治時代にはたして定着していたのかどうかを確認す
る必要がある。 
大正時代に一部の売薬業者が、売薬問屋を排した流通系列化への動きを見せている。
それは明治時代末期の 1910（明治四三）年に売薬業に進出した星製薬株式会社（以下、
星製薬）と、1912（大正元）年に創業し、売薬の製造・販売を開始した大正製薬株式
                                                   
133 かつての徳盛会の規約などでは、会員者が店舗を設けた二町（百二十間）以内において、
新たに請売者として開業した者とは一切取引しないことという規定が存在していた。乱売矯正
会における距離問題もおそらく同じようなものと考えられる。  
134 富山県（1987） 
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会社（以下、大正製薬）による流通系列化であった。この星製薬と大正製薬による流
通系列化の事例には、当時の売薬業で売薬問屋を中心とした流通機構が支配的となっ
ていたことを伺わせる側面が存在する。以下、星製薬・大正製薬の大正期の流通系列
化の事例について詳しくみていき、売薬問屋を中心とした流通機構が支配的となって
いたと考えられる面を明確にする。 
星製薬の流通系列化については、神保充弘（2008;2010）が詳細にまとめている。
神保（2008;2010）は大正時代の売薬の流通について、その全体像ではないが、当時
において画期的であった流通系列化の事例を提示している。 
神保（2008;2010）では、どの製薬企業よりも早くに流通系列化を実施した企業と
して、売薬の分野から 1906（明治三九）年創業の星製薬を取り上げている。星製薬は
1910（明治四三）年から各種売薬の製造・販売に乗り出した売薬業者で、「ホシ胃腸薬」
で有名である。神保（2008; 2010）は医薬品産業における流通系列化の議論の中で、
売薬業者について言及した研究である。星製薬所は売薬業進出後すぐに、特約店網の
形成に動き出した。 
創業者・星一により開業された星製薬の前身・星製薬所は、当初は売薬業者ではな
く、局方品である「イヒチオール」135の製造・販売を行っていた。星製薬が売薬の生
産に本格的に着手するのは 1910（明治四三）年だが、これには前年の 1909（明治四二）
年に内務省衛生局が、売薬の規制について有効無害主義に方針転換したことが影響し
ているとされる。 
明治時代の初年においては、有効無害主義がとられていた。しかし 1878（明治十一）
年の「売薬検査心得書」以降は「無効無害主義」、無効でも害がない売薬なら製造・販
売を認める方針に転換していた。有効無害主義のもとでは有効な売薬のみが製造・販
売を許されるため、不良品も市場で販売を許される無効無害主義の状況下よりも、売
薬業に進出するメリットが相対的に高かった。 
星製薬が売薬の生産開始と同時に取り組んだのは、特約店制度の導入による全国的
な販売組織の形成であった。星製薬の特約店制度は、政府の行政区画を基準に一つの
町・村に一軒の特約店（小売商）を配置し、特約店と製造元の星製薬が直接取引を行
                                                   
135 イヒチオールは消炎効果を有する洋薬で、打撲傷などの際に使用する湿布薬の原料であっ
た。星一が薬局方の基準に適合するイヒチオールの製造に成功したのは 1907（明治四〇）年、
工場の開設は 1908（明治四一）年であった（神保,2008,p.8） 
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うというものであった。星製薬では、特約店の希望者に対してまず 25 円の払い込みを
させ、25 円分の売薬を特約店に送った。この手続きを経ることで、特約店の契約の効
力が発生することになっていた。特約店となった小売商には、1 町または 1 村の独占的
販売区域が保障された。しかしその特約店契約を維持するにあたり、各特約店は売上
を高めることを要求された。また、星製薬は特約店との取引にあたって、現金取引を
徹底した。 
星製薬は 1910（明治四三）年の売薬業進出後から大正初年まで、新聞広告による公
募などで特約店を集めていた。星製薬は独占販売区域の保障や、星製薬での広告活動・
販売促進活動に加えて特約店への看板・広告紙の提供など、特約店に対して販売への
インセンティブを与えた。それ以外にも、星製薬は特約店に卸す自社売薬の価格を競
合他社よりも低い価格に設定し、利幅を大きくできるようにもしていた。  
星製薬の特約店には星製薬の製品専門の「専売店」もあれば、他社の売薬も取り扱
う「併売店」も存在していた。そのため、すべての特約店が星製薬の製品のみに注力
して販売を行うわけではなく、また販売努力を怠る特約店も一部に現れ始めた。さら
にインフラの未整備などで需要に対応できない事態や、特約店が増加するにつれて直
接取引における業務効率が低下し始めた。 
大正期に入ると星製薬は、商品の分配取次と特約店の新規開拓を担当させる「元売
捌所」を設置して、販売組織の再編成を行った。元売捌所には取引段階別に、道府県
ごとに置かれる元売捌所と、市区郡ごとに置かれる元売捌所があった。神保
（2008;2010）では前者を「道府県元」、後者を「市区郡元」と表現している。道府県
元は当該道府県を担当地域に、地域内の市区郡元と星製薬を介在して、商品の分配取
次を行った。市区郡元は当該市区郡を担当地域に、地域内の特約店と道府県元とを介
在して、商品の分配取次を行った。 
市区郡元と道府県元は次のような三段階の手順で設置された。まず全国各地の町村
に各一か所の割合で特約店を設け、特約店設置が各市区郡のほぼすべての町村に及ん
だ段階で、その市区郡に一つの割合で市区郡元を設置した。そして各道府県のほぼす
べての市区郡に市区郡元が設置された段階で、各道府県に一つの割合で道府県元が設
置された。特約店の増加状況が芳しくない地域の場合は、既存の特約店の中から有力
な特約店を選定し、それと市区郡元あるいは道府県元の契約を結んだ。そのうえで、
担当地域内の特約店の増設を行わせていた。 
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市区郡元・道府県元とも、担当地域は必ずしも一つとは限らなかった。元売捌所は
市区郡元なら当該市区郡のすべての町村、道府県元であれば当該道府県すべての市区
郡が独占的販売区域とされていた。そのため当該区域内の元売捌所・特約店は所属区
域を管轄する元売捌所とのみ取引するよう定められていた。しかし、実際には担当区
域を越えての取引が行われ、トラブルが生じる場合もあった。 
星製薬が特約店網維持のため、マーケティング・コミュニケーションに注力したこ
とは第 2 章で述べた。特約店網維持についてはマーケティング・コミュニケーション
だけではなく、金融面の支援も行った。1914（大正二）年 3 月には「売上奨励規定」
を設け、特約店からの注文金額に応じて割り戻しを行った。また「特約株主制度」に
より、自社株を小売業者に購入させるという方法で直接販売方式の販売組織を形成し、
また販売努力を促した。現金取引における各特約店の金融的負担を軽減するため、特
約店・市区郡元・道府県元ごとに自助会を設けさせ、支払手形の保証も行った。  
次に大正製薬による流通系列化をみていくこととする。大正製薬による流通系列化
の展開は、星製薬による特約店網形成に触発されたものであった136。大正製薬は、1912
（大正元）年に石井絹次郎が創業した「大正製薬所」にはじまる。大正製薬では西洋
医学に基づく高度な化学合成によって、ヘモグロビンの錠剤とシロップ剤である栄養
剤の「体素」を発売した。 
大正製薬の流通系列化を主導したのは、1916（大正五）年に大正製薬へ入社した上
原正吉である。1923（大正一二）年 9 月 1 日の関東大震災により、大正製薬の東京の
販売網が打撃を受け、その影響で上原正吉他 3 名の中堅社員が全国各地へ販路拡張の
ため派遣された。その際に上原正吉は、卸売業者を介在することによって生じる不利
益を痛感したとされる。 
上原正吉は次の二点を指して、卸売業者を介在することの不利益とした。一つは医
薬品の販路が卸売業者に完全に掌握されており、その販路を通さないと商売が不可能
という実態だった。そしてもう一つは、卸売業者との取引は販売経費の削減につなが
るが、不況期には代金の回収が困難になるということである。 
大正製薬では社長の石井絹治郎が 1925（大正一四）年に、星製薬の特約店網形成に
触発されて「特約店連盟」制度を設け、小売店との直接取引による流通系列化を図っ
ていた。その「特約店連盟」制度をより発展させたのが、1928（昭和一三）年に上原
                                                   
136 大正製薬株式会社社史編纂事務局（1993） 
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正吉が提案した「特約株主」制度であった。これは大正製薬を株式会社化し、そのう
ちの石井絹治郎の持株を取引先の小売店に購入してもらい、その小売店を直接取引の
販売網とするものであった。この「特約株主」制度によって大正製薬と特約店の小売
業者との関係は緊密となり、卸売業者を排除した流通機構が形成されることとなった。 
 以上、星製薬・大正製薬による流通系列化の事例をみてきた。神保（2008;2010）
によれば星製薬が売薬業に進出すると同時に流通系列化に着手した理由は、明治時代
末期までに売薬問屋の存在が売薬の流通に重きを成していたことに一因があるとして
いる。 
 1910（明治四三）年に星製薬は売薬業に進出するが、それまでは局方品の製造・販
売を手掛けていた星製薬は売薬業者としては後発の業者であった。星製薬創業者の星
一は、小売業者に自社の売薬を他社製品に優先して扱ってもらうことを狙い、特約店
網を形成して小売業者との関係を構築することに努めた。これは星製薬が流通系列化
に注力した大きな理由であるが、もう一方の理由として星製薬が新規参入業者である
以上、売薬問屋による自社製品の優先的な取り扱いが期待できないということがあっ
た。 
明治時代に発生した「売薬営業者（売薬本舗）→売薬問屋→請売者（小売業者）」と
いう流通機構が定着し、その中で売薬問屋が中心的な役割を担うようになっていたこ
とは、第 2 章の大正製薬による流通系列化の事例においてもすでに述べた。大正製薬
の流通系列化を推進した上原正吉は、売薬の販路が売薬問屋に掌握され、売薬問屋を
通さなければ売薬の流通が不可能であったこと、そして売薬問屋との取引では不況期
に代金回収が難しくなることを問題視して売薬問屋を排した売薬流通を目指した。  
売薬問屋を通して自社の製品を市場に流通させようとすれば、売薬問屋に自社製品
を優先的に取り扱ってもらう努力が必要となる。しかし新規参入業者であった星製薬
が、売薬問屋に取扱数量・比率の増加と差別的・優先的販売を期待することは不可能
であり、また売薬問屋に対抗して卸売業に進出することも現実的ではなかった 137。 
さらに、明治時代以降、売薬問屋による流通機構が支配的となっていたことを裏付
ける事実が存在する。それは星製薬が元売捌所設置により流通系列化を再編するなか
で、場合によっては有力売薬問屋との取引も行わなければならなかったという事実で
ある。 
                                                   
137 神保,2008,p.11 
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星製薬の元売捌所は、当初は必ずしもすべて星製薬の専売店では無かったが、大正
時代中期以降に専売制が徹底された。元売捌所は特約店の中から選ばれたが、地域に
よって適任者を確保できない場合は、各地の有力な卸売商に元売捌所を頼むこともあ
った。1919（大正八）年 6 月 1 日の星製薬の社報には、以下のような記事が掲載され
ている。 
 
東京に於ける賣藥卸問屋中の第一人者を以て知られたる玉置合名會社にては本社の製
劑の益有望なるを認め今春來屢々東京市内一手元賣捌引受けに就て交渉中なりしが今
囘愈々契約成立し本月三日より實行に移れり／此事業は玉置式に於ても最も理想的に
發展を計る計劃にて其營業所も從來の本店とは全然區別して別に之を設け從て從業員
も悉く専門の店員を擧げ目覺ましく活動を開始せられたり（神保 ,2008,p.14。一部旧漢
字は常用漢字に改めた） 
 
上記の引用によれば、東京の有力な売薬業者であった玉置合名会社は星製薬の製品
を専門に扱う営業所（専売店）を設け、それを星製薬の元売捌所として運営した。そ
して運営にあたる従業員は星製薬の専属とされた。玉置合名会社は売薬問屋である以
上、本業で様々な売薬営業者の製造する売薬を取り扱ったが、その本体の業務とは別
個に星製薬の元売捌所を運営したのである。星製薬はこの玉置合名会社との間で行っ
たような元売捌所の設置を、1921 年 1 月に大坂の売薬問屋・八木大治堂との間でも行
っている138。 
神保（2008）は玉置合名会社のような有力売薬問屋が星製薬製品の専売に協力した
理由として、次の三点をあげている。すなわち⑴星製薬では 1923（大正一二）年時点
で多数の疾病に対する製品系列を充実しており、卸売商が専売制を受け入れる前提が
整っていたこと、⑵星製薬の主力製品「ホシ胃腸薬」が消費者から指名買いを受ける
ほど人気であり、それを独占的に取り扱えることにメリットがあったこと、⑶星製薬
は医療現場で当時重要だったモルヒネの独占的な生産を許されており、それを取り扱
えることがメリットとして機能したこと、である。 
売薬問屋の支店からの星製薬製品専売のメリットは以上の通りだが、星製薬が売薬
問屋とどうしても取引せざるを得なかった理由も存在した。東京には日本橋本町、そ
                                                   
138 神保,2008,p.14 
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して大阪には道修町と、かつてから医薬品の問屋街として栄えた地域が両都市には存
在した。神保（2008）によれば、星製薬は自社製品の販売促進をより進めるために、
東京・大阪の売薬問屋の販売力を利用せざるを得なかったとされる139。 
以上のように、大正製薬と星製薬が流通系列化を進めた大正時代には、売薬の流通
において売薬問屋が大きな支配力を持っていた実態があった。大正製薬では上原正吉
が「特約株主」制度を考案する以前に、1925（大正一四）年に当時の社長・石井絹次
郎が星製薬に触発されて「特約店連盟」制度による小売業者との直接取引に着手して
いた。この点で、神保（2008;2010）が明らかにした星製薬の流通系列化は売薬業に
おける流通系列化の歴史的展開、ひいては医薬品産業の歴史における流通系列化の展
開において意味を持つといえる。 
しかし星製薬と大正製薬の事例がもたらす示唆は、医薬品産業の歴史における流通
系列化の展開に関してのみではない。星製薬ならびに大正製薬が多大な努力をもって
小売業者との直接取引を実現させたという事実は、「売薬営業者（売薬本舗）→売薬問
屋→請売者（小売業者）」の流通機構が明治時代末期までに主要な流通経路となるほど
利用され、定着していたことをも裏付けている。 
 以上、売薬業において 1877（明治一〇）年に生じた流通機構の改編、すなわち「売
薬営業者（売薬本舗）→売薬問屋→請売者（小売業者）」という流通機構の発生につい
て論じた。この流通機構の改編は、当時の社会環境に変化をもたらし、また第 4 章で
述べるように売薬業のマーケティング・コミュニケーションにも影響を与えた。  
 売薬の流通機構改編が社会環境にもたらした変化については、第 5 章で本章の発見
事実の意義とともに論じる。第 4 章では、売薬業のマーケティング・コミュニケーシ
ョンの展開について整理する。  
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
139 神保,2008,p.14 
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第４章 明治時代の売薬業者によるマーケティ
ング・コミュニケーションの展開 
 
本章では、明治時代の売薬業におけるマーケティング・コミュニケーションの展開
を複数事例から整理する。本章第 1 節第 2 項で詳しく議論するが、マーケティング・
コミュニケーション（Marketing communications）とは、「企業が自社の販売する製品
やブランドについて消費者に直接ないし間接的に情報を発信し、説得し、想起させよ
うとする手段」（コトラー・ケラー・恩藏・月谷 ,2008,p.920）と定義される。マーケ
ティングにおいて、主にコミュニケーションの形態をとって展開される活動・機能と
一般に理解されてきた。 
明治期売薬業のマーケティングにおいて、マーケティング・コミュニケーションの
領域をみる必要性は三点ある。一点は、明治期売薬業におけるマーケティング・コミ
ュニケーションの展開は、明治期に新たに発生した売薬問屋を中心とする流通機構を
効果的に利用する目的で促進されたといえるからである。本章で詳しく議論するが、
明治時代以降社会全体でマーケティング・コミュニケーションの手段・媒体が進歩し
た。売薬業では明治時代初期からマーケティング・コミュニケーションが盛んに展開
され、これには社会全体におけるマーケティング・コミュニケーションの手段・媒体
の進歩という影響に加えて、流通機構改編も影響していた。 
二点目は売薬問屋を中心とした流通機構の利用と、そのためのマーケティング・コ
ミュニケーションの積極展開というマーケティング上の二つの動きが組み合わさって、
その後社会環境に変化がもたらされたためである。明治期売薬業における流通機構の
発展、そしてマーケティング・コミュニケーションの発展の二つが関連してどのよう
な社会環境の変化をもたらしたかについては、第 5 章で詳述する。 
三点目に、明治期売薬業のマーケティングについて、前近代からの連続性の有無を
確認するための作業としてマーケティング・コミュニケーションに着眼する必要があ
る。売薬業では、江戸時代から盛んなマーケティング・コミュニケーションが展開さ
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れていたことが指摘されており140、前近代からのマーケティングとの連続性・非連続
性を確認するためにはマーケティング・コミュニケーションに着眼する意義があると
考えられる。 
本論文では史料的な制約から、単一事例で明治時代全ての年間のマーケティング、およ
びマーケティング・コミュニケーションの動向を追うことができないためである。しかし
複数の事例からマーケティング・コミュニケーションの展開をまとめることで、各々は少
ない情報であってもかろうじて明治時代全年間の動向を確認することができる。  
本論文では配置売薬業者ではなく、都市部の売薬業者によるマーケティング・コミュニ
ケーションの展開を追う。その理由については本章第 1 節第 1 項で詳述するが、簡潔に述
べれば明治期売薬業で新たに生じた流通機構の影響により、都市部の売薬業者によるマー
ケティング・コミュニケーションが促進されたからである。 
本論文では明治時代の売薬業によるマーケティング・コミュニケーションについて、明
治時代初期の展開を守田治兵衛と岸田吟香から、そして明治時代のおおむね 1880 年代か
らの展開を株式会社太田胃散と森下仁丹株式会社から整理する。各事例を取り上げる意義
については本章第 1 節第 2 項で述べる。 
本章で整理されたマーケティング・コミュニケーションの展開について、前近代か
らの連続性と非連続性を考察する作業は第 5 章において展開する。 
 
第１節 明治期売薬業のマーケティング・コミュニケーションに
関する複数事例の提示 
 
第１項  都市部の売薬業者によるマーケティング・コミュニケーション
をみる必要性：明治期売薬業における流通機構改編との関連性 
 
 本章では売薬業者によるマーケティング・コミュニケーションの展開を整理するが、
その際に都市部の売薬業者による展開に着目する。その理由については、第 3 章で明
らかにした売薬問屋を中心とする流通機構の発生について、その新たな流通機構を利
用した主体が都市部の売薬業者であったことと関連している 
第 3 章で売薬業において「売薬営業者（売薬本舗）→売薬問屋→請売者（小売業者）」
                                                   
140 増田（1981）／八巻（2006） 
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という新たな流通機構が発生し、それが都市部の売薬業者によって積極的に利用され
たことを明らかにした。このことに関連して、二谷（2000）によれば、以下のような
事実が存在する。 
 
この際（売薬営業税の課税と売薬業者による徴税回避。引用者注）に売薬業界には、売
薬を調整販売する少数の専門業者である売薬本舗が誕生し、本舗から小売店に取次仲介
をする売薬問屋が出現して新たな流通ルートが形成され、岸田吟香の精錡水や守田治兵
衛の宝丹など本舗売薬は新聞雑誌広告で売薬の消費を喚起し、売薬業は更に発展した。
（二谷,2000,p.22） 
 
つまり、売薬問屋を中心とする新たな流通機構の発生に伴い、新聞広告といったマ
ーケティング・コミュニケーションを積極的に利用する売薬業者が現れたのである。
そのような積極的に広告展開をされた売薬を、富山県配置売薬業は「広告売薬」と呼
んでいた141。 
二谷（2000）からの引用にある「岸田吟香」と「守田治兵衛」は、富山県の配置売薬
業者ではない。彼らは東京で活躍した都市部の売薬業者である。つまり富山県配置売薬業
が「広告売薬」と呼び表したような、積極的な広告展開による売薬の販売を行ったのは、
都市部の売薬業者であった。 
それでは富山県などの配置売薬業では、マーケティング・コミュニケーションは行われ
なかったのか。富山配置売薬業では前近代から、売薬を購入する顧客に対して「売薬版画」
を販促物として配っており、それは明治時代以降も続けられていた142。しかし、新聞広告
などの広告展開については昭和期まで盛んには行われていなかった。そのことを示す記述
を富山県（1983a）にある、1927（昭和二）年 3 月 5 日の『北陸薬報』の記事を以下に引
用する。 
 
富山売薬は店頭売薬（店舗販売の売薬。引用者注）と違つて配置売薬でありますから申
す迄もなく店頭に来客をむかひることが少なく随つて以前から当業者は年々各地に行
商の際各戸に売薬を配置します場合に現品について一々詳しい効能の説明をなし顧客
                                                   
141 二谷,2000,p.19 および p.20 
142 増田（1981）／八巻（2006） 
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の需めに応ずる商習慣でありました、故に別段広告宣伝を利用する必要を認めなかつた
が併し世運の推移に伴ひ近来に至り新聞に雑誌看板等に広告するもの漸々増加の気勢
を示します（富山県,1983a,pp.810-811） 
 
すなわち上記の引用からわかることは、富山配置売薬業では昭和期まで新聞広告は
おろか、看板の設置などによる広告もほとんどされていなかったのである。後述する
ように看板は前近代以来盛んに利用されていた広告媒体であるが、『北陸薬報』の記事
によればそれも必要とされていなかったのである。 
一方、都市部で活躍した売薬業者は、明治時代初期から盛んにマーケティング・コ
ミュニケーションを展開した。それは「売薬営業者（売薬本舗）→売薬問屋→請売者
（小売業者）」という流通機構を活用して販路拡張を行うにあたり、マーケティング・
コミュニケーションの展開が有効であったからだと考えられる。 
都市部の売薬業者は、富山売薬業における全国的な行商圏のような、強固な販路拡
張の基盤を持たなかった。都市部の売薬業者は店舗販売の売薬業者がほとんどであり
143、江戸時代以来出店を他地域に出すか、取次・売弘を使った委託販売によってしか
販路拡張をできなかった。 
明治時代以降はインフラ（交通・輸送手段）の発達を受けて、売薬業でも販路拡張
の動きが見られた。都市部の売薬業者においても無論、販路拡張の動きは存在した 144。
そしてこのときに、売薬規則による売薬営業税回避の影響から各地に小売業者である
請売者が増加し、また売薬問屋の出現によって、売薬営業者は遠隔地の請売者と取引
することが可能となった。江戸時代以来販路拡張の方法が限定されていた都市部の売
薬業者にとって、販路拡張の有効な手段が出現したのである。 
売薬営業者が自家製の売薬を売薬問屋および請売者に取り扱ってもらい、販路拡張
を実現するためには、各地で自家製の売薬に対する需要を喚起しなければならない。
売薬問屋・請売者にとって販売数量が見込める売薬でなければ、各流通業者がその売
薬を扱うインセンティブは低い。また最終消費者の自家製の売薬に対する認知および
需要を高めると同時に、売薬問屋・請売者にも自家製の売薬を認知してもらわなけれ
                                                   
143 「店頭販売は、都市や交通量の多い街道筋、あるいは名所旧跡の地において行われたこと
が多い」（吉田,1964,p.33） 
144 池田（1929）／清水（1949） 
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ば、そもそも取り扱ってもらえる見込みはない。ここに、都市部の売薬業者にとって
マーケティング・コミュニケーションを展開する意味がある。 
明治時代には富山配置売薬業などではマーケティング・コミュニケーションの展開
が必要とされておらず、一方で都市部の売薬業者には必要であった。それは 1877（明
治一〇）年以降登場した売薬問屋を中心とした流通機構を用いて、販路拡張を行うた
めであった。事実として、本章で取り扱う都市部の売薬業者たちは、明治時代初年か
ら様々なマ－ケティング・コミュニケーションを展開した。また、明治時代の都市部
の売薬業で新聞広告の展開が盛んになっていく時期は、1877（明治一〇）年の売薬規
則と売薬営業税課税の時期に符合することも付言しておく。 
 
第２項  マーケティング・コミュニケーションの定義と構成要素 
 
明治時代の売薬業者によるマーケティング・コミュニケーションの展開を整理する
前に、まずマーケティングの領域におけるマーケティング・コミュニケーションの定
義と解釈、その構成要素について説明しなくては正確な記述が行えない。そのため、
本節でマーケティング・コミュニケーションとはいかなるものであるかを整理してお
く。 
マーケティング・コミュニケーション（Marketing communications）とは、「企業が
自社の販売する製品やブランドについて消費者に直接ないし間接的に情報を発信し、
説得し、想起させようとする手段」（コトラー・ケラー・恩藏・月谷 ,2008,p.920）と
定義される。マーケティング・コミュニケーションは、「個人および組織の目標を達成
しうる交換を成立させるために、アイデア、財、サービスの着想、価格設定、プロモ
ーション、流通を計画し実行するプロセス」（コトラ ・ーケラ ・ー恩藏・月谷 ,2008,p.920）
と定義されるマーケティング（Marketing）において、主にコミュニケーションの形態
をとって展開される活動・機能と一般に理解されてきた。 
 亀井・ルディー（2009）では、企業が経営遂行のために組織内外のすべての関係者
との間に展開する、理解の獲得や信頼関係の維持・構築にいたる相互的なコミュニケ
ーションを「経営コミュニケーション」としている。そして、そのうちの「社外的経
営コミュニケーション」（社外への経営コミュニケーション）で、製品の販売実現に特
化したものがマーケティング・コミュニケーションであると説明する。 
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 コミュニケーションは、企業が製品の販売実現・拡販を目的に行うマーケティング
を効率的に遂行するための本質的な構成要素としてあると考えられている。この場合、
マーケティング・コミュニケーションとはマーケティングを効率的に展開するための
一要素と位置付けられる。しかし同時に、製品の包装や形状そのものがコミュニケー
ションの要素たりえる実態などから、マーケティング・コミュニケーションはマーケ
ティングと表裏一体の存在と見る理解もされる。 
 上記のようなマーケティング・コミュニケーションの理解の一方で、マーケティン
グ・コミュニケーションの本質は製品販売の直接的な促進（Promotion）にあるとする
考え方も重要とされている。これはマーケティング・コミュニケーションを、マーケ
ティングの「4P 理論」における促進（Promotion）として理解する捉え方である。「4P
理論」では、マーケティングが製品（Product）・価格（Price）・流通（Place）・促進
（Promotion）の 4 つの機能から構成されると捉えている。このうち促進（Promotion）
は、マーケティングのなかでコミュニケーションの形態をとって展開されている機
能・活動そのものであり、そのためこれをマーケティング・コミュニケーションとし
て理解する見方が存在する。 
 ここで「4P 理論」における促進（Promotion）は、さらに製品広告（Product 
advertising）・販売促進（Sales promotion）・人的販売（Personal selling）・製品パブリ
シティ（Product publicity）の 4 つの機能・活動から構成されると考えられている。そ
のため、「4P 理論」における促進（Promotion）はこれらを含んだ全体としての「促進」
であることから「広義の促進」と呼ばれ、促進（Promotion）の構成要素の一つである
販売促進（Sales promotion）は「狭義の促進」と呼ばれて区別されている。 
 マーケティング・コミュニケーションを「広義の促進」である促進（Promotion）と
して理解する場合、マーケティング・コミュニケーションの構成要素は製品広告
（Product advertising）をはじめとする先述の 4 つの機能・活動ということになる。
しかしマーケティング・コミュニケーションを構成する要素はこのほかにも、特にア
メリカにおけるマーケティング研究ではダイレクト・マーケティング（ Direct 
marketing）145が重要な構成要素として含められてきた。 
                                                   
145 ダイレクト・マーケティング（Direct marketing）とは、「仲介業者を使わずに消費者直接
販売（CD）チャネルを利用して、顧客に到達し、財やサービスを届けること」（コトラー・ケ
ラー・恩藏・月谷,2008,p.915）と定義される。消費者直接販売チャネルには、ダイレクトメー
ル・カタログ・テレマーケティング（電話勧誘）・双方向テレビ・キオスク・ウェブサイト・
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したがってマーケティング・コミュニケーションは、製品広告（ Product 
advertising）・販売促進（Sales promotion）・人的販売（Personal selling）・製品パブリ
シティ（Product publicity）・ダイレクト・マーケティング（Direct marketing）の 5
つの構成要素からなる、マーケティングにおける活動ないし手段とみることができる。 
ただしこの 5 つの構成要素は基本的なものであって、各構成要素間で相互的な重複
形態として発生している「ハイブリッド型の構成要素」（亀井・ルディー,2009,p.18）
も存在し、重要な構成要素であるとされている。亀井・ルディー（2009）ではマーケ
ティング・コミュニケーションの 5 つの基本的な構成要素と、それらの重複形態であ
る「ハイブリッド型の構成要素」のうち主要な形態のものを次項の図表 2.-1 のように
整理し、マーケティング・コミュニケーションの構造としている。 
図表 2.-1 ではマーケティング・コミュニケーションにおける企業のコミュニケーシ
ョンを、「促進コミュニケーション」・「製品コミュニケーション」・「セールス・コミュ
ニケーション」・「推奨コミュニケーション」と 4 つに分類して、そのなかにマーケテ
ィング・コミュニケーションの各構成要素を整理している。製品広告と販売促進の重
複形態である「SP（Sales promotion）広告」や、製品パブリシティと製品広告の重複
形態である「ペイド・パブリシティ」・「アドバトリアル」などの「ハイブリッド型の
構成要素」は、その主要な特性に沿ってどちらか一方あるいは双方へ帰属させて分類・
整理されることも少なくない。しかし、「ハイブリッド型の構成要素」それぞれの存在・
機能特性の明確な把握、そして整理が実務的・理論的には重要であると指摘されてい
る。 
図表 2.-1 には矢印が示されているが、これは「ハイブリッド型の構成要素」につい
ても、さらに相互に重複した形態を発生させることを示している。たとえば「SP（Sales 
promotion）広告」と「デモンストレーション販売」のハイブリッド型である「クチコ
ミ広告」や、図表 2.-1 に表示がないものでも「ネット・セールス」と「ペイド・パブ
リシティアドバトリアル」の重複形態である「ブログ型広告」など、さらに細分化・
具体化した形態の構成要素が認識されている。そのため、マーケティング・コミュニ
ケーションの構成要素の細分化の過程は、ほぼ無限であると考えられている。  
マーケティング・コミュニケーションの構成要素、またマーケティング・コミュニ
ケーションの果たす役割に関しては、その目的をどのように捉えるかによって整理の 
                                                                                                                                                          
モバイル機器などがある（コトラー・ケラー・恩藏・月谷,2008,p.752） 
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図表 2.- 2 亀井・ルディー（2009）におけるマーケティング・コミュニケーションの構造  
 
（促進コミュニケーション）    （製品コミュニケーション） 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
    （セールス・コミュニケーション）  （推奨コミュニケーション） 
  
出典）亀井・ルディー,2009,p.18 より、図表 5 を筆者が一部加筆して転載 
  
され方が異なるといえる。コトラー・ケラー・恩藏・月谷（2008）では、マーケティ
ング・コミュニケーションがブランドを消費者の記憶に刻み付け、ブランド・イメー
ジを創り出すことによってブランド・エクイティに貢献できると説明している 146。 
同書では、マーケティング・コミュニケーションがブランド・エクイティ構築に寄
                                                   
146 コトラー・ケラー・恩藏・月谷,2008,p.664。ブランド（Brand）とは、「個別の売り手もし
くは売り手集団の商品やサービスを識別させ、競合他社の商品やサービスから差別化するため
の名称、言葉、記号、シンボル、デザイン、あるいはそれらを組み合わせたもの」（コトラー・
ケラー・恩藏・月谷,2008,p.918）と定義される。またブランド・イメージ（Band image）は
「消費者による知覚と信念であり、消費者の記憶内の連想に反映される」（コトラー・ケラー・
恩藏・月谷,2008,p.919）と定義され、ブランド・エクイティ（Brand equity）は「製品やサー
ビスに与えられた付加価値」（コトラー・ケラー・恩藏・月谷 ,2008,p.919）と定義されている。 
製品広告 
SP（Sales promotion） 
広告 
販売促進 
デモンストレーション 
販売 
販売促進 
人的販売 
製品パブリシティ 
ペイド・パブリシティ 
アドバトリアル 
製品広告 
人的販売 
推奨・販売 
製品パブリシティ 
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与するための様々なコミュニケーションの方法をマーケティング・コミュニケーショ
ン・ミックス（Marketing communications mix）とし、その構成要素として次の 6 つ
のコミュニケーション方法を挙げている。 
すなわち、①広告（明示された広告主による、アイデア、財、サービスに関する有
料の非人的な提示とプロモーション）、②販売促進（製品やサービスの試用、購入を促
進するためのさまざまな短期的インセンティブ）、③イベントと経験（ブランドに関連
した日常的ないし特別な交流を生み出すために企画された、企業主催の活動とプログ
ラム）、④パブリック・リレーションズおよびパブリシティ（企業のイメージや個々の
製品に対するプロモーションと保護のために計画されたさまざまなプログラム）、⑤ダ
イレクト・マーケティング（郵便、電話、FAX、電子メール、インターネットを使い、
特定の顧客や見込み客と直接的なコミュニケーションを行ったり、反応や対話を求め
ること）、⑥人的販売（見込み客との対面による接触であり、プレゼンテーション、質
問への返答、注文獲得を目的としている）、の 6 つのコミュニケーション方法である147。 
さらに広告をはじめとする 6 つのコミュニケーション方法それぞれについて、コミ
ュニケーションの手段として用いられる具体的なものを、次項の図表 2.-2 のように整
理している。 
図表 2.-2 はあくまでも、マーケティング・コミュニケーションの役割をブランド・
エクイティに貢献することとしてみたうえでの、各コミュニケーション方法における
コミュニケーション手段の整理である。ただコトラー・ケラー・恩藏・月谷（2008）
によるこの整理は、マーケティング・コミュニケーションの構成要素としてのコミュ
ニケーション方法、そして一般的に用いられるコミュニケーション手段をかなり網羅
的に整理している。図表 2.-2 を見る限りでもマーケティング・コミュニケーションの
方法・手段は非常に多様であるとわかる。しかし、先述のようにマーケティング・コ
ミュニケーションには「ハイブリッド型の構成要素」が存在するため、その方法も手
段も図表 2.-2 にあるものだけにとどまらない。たとえば広告と販売促進の重複形態で
ある SP（Sales promotion）広告には、屋外広告や交通広告などいくつかの広告媒体、
すなわちコミュニケーション手段が存在する。 
本章の各事例で確認されるマーケティング・コミュニケーションの構成要素、すな
わち方法・手段はマス（コミ）広告、SP 広告、マーケティング PR、パーソナル・コ 
                                                   
147 コトラー・ケラー・恩藏・月谷,2008,p.665 
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図表 2.- 3 マーケティング・コミュニケーション・ミックスのコミュニケーション方法・手段  
 
 コミュニケーション方法 
広告 販売促進 
イベント 
と経験 
パ ブ リ ッ
ク・リレーシ
ョンズ 
人的販売 
ダ イ レ ク
ト・マーケテ
ィング 
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
手
段 
印刷広告、放
送広告、パッ
ケージ、デザ
イン 
コンテスト、
ゲーム、賞
金、くじ 
スポーツ 
プレスキッ
ト 
実演販売 カタログ 
パッ ケージ
内の広告 
プレミアム、
景品、サンプ
リング 
エンターテ
インメント 
講演 販売会 郵便 
映画 
見本市、トレ
ード・ショー 
フェスティ
バル 
セミナー 
インセンテ
ィブ・プログ
ラム 
テ レ マ ー ケ
ティング 
パン フレッ
ト、チラシ 
製品発表会 アート 年次報告書 サンプル ネット通販 
ポスター、ビ
ラ 
デモンスト
レーション 
コーズ（社会
的意義のあ
る活動） 
慈善的寄付 
見本市、トレ
ード・ショー 
テレビ・ショ
ッピング 
名簿、名鑑 クーポン 工場見学 刊行物  FAX 
広告の転載 リベート 
企業ミュー
ジアム 
コミュニテ
ィ・リレーシ
ョンズ 
 
電子メール 
ビル ボード
広告 
低利の融資 街頭活動 ロビー活動 
 ボ イ ス メ ー
ル 
ディ スプレ
イ広告 
接待 
 アイデンテ
ィティ媒体 
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店頭 ディス
プレイ 
トレードイ
ン・アロウワ
ンス 
 
機関誌 
  
視聴覚資料 
コンティニ
ュイティ・プ
ログラム 
    
シンボル、ロ
ゴ 
抱き合わせ
販売 
    
ビデ オテー
プ 
     
出典）コトラー・ケラー・恩藏・月谷,2008,p.665 より、表 17.-1 を転載 
 
ミュニケーションである。これらのコミュニケーションの各構成要素・用語について
の定義や解釈は、各節の事例の記述の箇所で、あわせて詳述する。その場合の用語、
定義や解釈についてはコトラー・ケラー・恩藏・月谷（2008）、および亀井・ルディ
ー（2009）に基づいて議論を展開する。 
 
第３項  マーケティング・コミュニケーションに注力した明治期売薬業者の複
数事例の提示 
 
 前節でマーケティング・コミュニケーションの定義と構成要素について整理した。その
うえで、明治時代の売薬業者によるマーケティング・コミュニケーションの展開を整理す
る。しかし先述のように史料的な制約から、単一事例で明治時代全年間のマーケティング・
コミュニケーションの動向を追うことができないため、本論文では複数事例を使って整理
する。以下に、明治時代に盛んにマーケティング・コミュニケーションを展開した売薬業
者を複数提示する。なお事例に①・②・③・④と通し番号を振っているのは、各節で事例
を詳述する際に、どの箇所が事例の記述であるかを把握しやすいようにするためである。 
 
①守田治兵衛（現、株式会社守田治兵衛商店）  
守田家は江戸時代以来の売薬業者で、現在も「家庭薬」メーカー・株式会社守田治
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兵衛商店として存続している。初代・守田治兵衛が 1680（延宝八）年に摂津国148住吉
郡我孫子から江戸へ移り、上野の池之端で合薬屋を開業したことを始まりとする。江
戸時代後期から明治時代にかけて活躍したのが、守田家の九世・守田治兵衛149である。
守田治兵衛は 1862（文久二）年、「宝
ほう
丹
たん
」を創製した。宝丹の処方は、当時長崎の精
得館でオランダ医学を教えていたボードウィン150の処方を参考にし、守田治兵衛が試
行錯誤ののち完成させた。 
宝丹という名称の由来は、発売前に守田治兵衛が様々な患者に対して投薬したとこ
ろ、複数の症状に効能が認められたことからと伝えられている。宝丹は現在胃腸薬の
分類であるが、当時は万能薬として販売されていた。宝丹の剤型は半練り状の赤い練
薬であったが、現在の薬事法ではその剤型が許可されていないため、粉状に変わって
いる。「宝丹水」という水薬も存在したようだが、どのような売薬であったかは判然と
していない。 
1870（明治三）年公布の「売薬取締規則」で、売薬は処方・効能・価格について当
時の医事衛生機関・大学東校の検査を受け、そのうえで免許されたものでなければ販
売できないとされた。このとき第一番目に官許を受けたのが宝丹であった。様々な症
状に効能があるとされ、一般家庭の常備薬として普及した。また、1877（明治一〇）
年の西南戦争の際には、警視庁から「軍旅必携薬」として納入を命じられるほどであ
った。その後も 1894（明治二七）年の日清戦争、1904（明治三七）年の日露戦争でも
軍への納入を命じられている。西南戦争後に日本国内ではコレラの流行が起こったが、
その当時には予防薬として、また医師にかかる前の応急処置としても需要された。  
守田治兵衛は宝丹を発売した江戸時代末期から、様々なマーケティング・コミュニ
ケーションを行っている。そしてそれらのマーケティング・コミュニケーションは明
治時代以降も続けられていた。 
なお明治時代に発行された『朝日新聞』の紙面などをみるかぎり、守田治兵衛が宝
                                                   
148 現在の大阪府。 
149 1841（天保一二）年～1912（明治四五・大正元）年に活躍した。以下、「守田治兵衛」と表
記する場合は九世・守田治兵衛のことを指すものとする。また、特に注記が無い限り、守田治
兵衛に関する記述は山崎（2000）および山本（1984）に基づく。 
150 Anthonius F. Bauduin（1820～1885）。オランダの陸軍一等軍医。軍医を養成するため幕府
の招きで長崎に着任していたオランダの海軍二等軍医ポンペの後任として来日。一時帰国後、
1869（明治二）年に大阪医学校教師となり、大学東校でも指導にあたった。1870（明治三）年
に帰国。内科・外科に長じ、特に眼科の発展に大いに貢献した。  
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丹を販売していた薬舗の店名などは見当たらず、「寶丹本舗 守田治兵衛」などと表記
されている151。そのため、本論文では守田治兵衛という人物を分析の対象として、売
薬業者によるマーケティング・コミュニケーションとして取り扱う。  
 
②岸田吟香（楽善堂） 
岸田吟香152は 1833（天保三）年美作国153の大百姓の子に生まれ、のちに美作藩の藩
儒154の塾に入り、儒学・漢学の世界で活躍する。その後横浜に移り、1864（文久四）
年、岸田吟香はジョセフ・ヒコによる『海外新聞』の前身『新聞誌』の発行 155に関わ
った。また 1868（慶応四）年、ハワイ領事 E.M.ヴァン・リードによる『横浜新報も
しほ草』の刊行にも協力している。このように岸田吟香は、まだ日本人による新聞発
行がなされていなかった時期から新聞に造詣が深く、明治時代には新聞記者として活
躍した。新聞記者以外にも、京浜間を往復する「稲川丸」の就航や石油採掘など、様々
な事業に着手している。岸田吟香が新聞記者のかたわら営んでいた事業の一つが、売
薬業であった。 
岸田吟香の「精
せい
錡
き
水
すい
」156は、1867（慶応三）年 8 月に発売された、日本最初の西洋
医学に基づく目薬である157。岸田吟香は 1863（文久三）年に眼病治療のため横浜にい
たヘボン158のもとを訪れる。このときヘボンに処方してもらった点眼薬が精錡水の起
源である。精錡水の処方は「硫酸亜鉛一ケレインを蒸鎦水一オンスに溶解し、又精錡
                                                   
151 日本図書センター（1992a;1992b;1992c） 
152 1833（天保三）年～1905（明治三八）年に活躍した。 
153 現在の岡山県北部にあたる。 
154 その藩専属の儒学者のこと。 
155 『海外新聞』は 1865（元治二・慶応元）年に、アメリカに帰化したジョセフ・ヒコが外国
人として横浜で発行した新聞である。その前身は『新聞誌』という、ジョセフ・ヒコが手書き
で執筆した新聞にあるとされている（山本 ,1984,p.2） 
156 「精錡水」の読み方について、いくつかの先行研究では「しんきすい」と表記されている。
一方、杉浦（1996）などは当時の広告のルビに基づいて「せいきすい」と読むことを主張して
いる。本論文では、岸田吟香が発行した『樂善堂謹製各種妙藥廣告』（精錡水本舗 岸田吟香
藏版）における広告の表記に基づき、「せいきすい」のルビを採用する。 
157 江戸時代までは、目薬と言えばペースト状のものを閉じた瞼に塗り付けておくものや、そ
れらの成分を水に振り出して毛筆などで垂らして点眼するものが主流であった（天
野,1992,pp.106-107）。 
158 James Curtis Hepburn（1815～1911）。アメリカの宣教師・医師で、1859（安政六）年来日
した。医療・キリスト教伝導に従事するとともに、日本初の和英辞典・『和英語林集成』、およ
び英和辞典を完成させる。またヘボン式ローマ字を発明したことでも知られる。  
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二ケレインを蒸鎦水一オンスに和して水剤とする」159（杉浦,1996,p.371。ただし原典
は博文館編輯局、1894、『伝家法典 明治節用大全』、博文館）というものであった。
精錡水は現在販売されていない。岸田吟香が東京銀座に開設した薬舗「楽善堂」は、
1945（昭和二〇）年 3 月 10 日の東京大空襲により焼失している160。 
 
③株式会社太田胃散161（初代・太田信義／二代・太田信義） 
株式会社太田胃散の創業者である初代太田信義（以下、初代信義）は、1837（天保
八）年 2 月 5 日、武士の家系に生まれた。明治の初めに名を信義と改め、号を雪湖と
呼んだ。維新後は官吏として勤めていたものの、理由は不明だが 1878（明治十一）年
4 月に突然官を辞した。その後家族を引き連れて上京し、商人へと転向する。米穀仲
買商のもとで商人としての経験を積んで、その後書籍出版業者として独立し、最終的
に売薬業者となる。 
初代信義は胃が弱かったらしく、胃痛などにより医者にかかることが多かったと伝
えられる。官吏時代大阪に滞在していたとき、当時主治医だった緒方拙斉 162の診察を
受けた。そのとき拙斉が処方した胃散の効果が相当に高かったらしく、初代信義の胃
はたちまち快癒した。初代信義は拙斉の胃散を気に入り、その処方を尋ねるとオラン
ダ人医師ボードウィン163の処方であると伝えられた。ボードウィンは日本滞在中にイ
                                                   
159 「ケレイン」とは「グレーン」のことを指し、グレーンとオンスはいずれもヤード・ポン
ド法における質量の単位である。グレーンは 1ポンドの 7,000分の 1である 0.0648gに相当し、
オンスは 1 ポンドの 16 分の 1 である 28.35g に相当する。天野（1992）によれば「精錡」が硫
酸亜鉛のことであり、硫酸亜鉛の西洋における薬名「Zink Sulfate」の「Zink」を中国語の「精
錡」に当て字したものであるという。精錡水の処方は別の史料では「Zink」つまり硫酸亜鉛が
「一」に、「水」すなわち蒸留水が「四五〇」と記されているらしく、つまり蒸留水中の硫酸
亜鉛の割合はおよそ 0.2%となる。このことから「又精錡二ケレインを蒸鎦水一オンスに和し
て」とするという内容は、おそらく硫酸亜鉛と蒸留水を 1:1 で割ったものを「精錡」として、
それをさらに蒸留水に加えるという意味に解釈できる。つまり、硫酸亜鉛 2 グレーン分は
0.1296g であり、蒸留水 2 オンス分は 56.7g である。この状態で硫酸亜鉛と蒸留水の比率は
1:437.5 であり、おおよそ 1:450 の比率である。また蒸留水中における硫酸亜鉛の割合は小数点
第五位切り上げで 0.0023 であり、およそ 0.2%の割合となる。 
160 天野,1992,p.139 
161 以下、会社名を指すときは㈱太田胃散、製品名を指すときは太田胃散と表記する。また、
㈱太田胃散の歴史に関する記述は、特に注記が無い限り株式会社太田胃散『太田胃散百年の回
想』編集委員会（1980）『太田胃散百年の回想』（株式会社太田胃散）に基づく。  
162 緒方拙斉は、江戸期の有名な医師・緒方洪庵の第八子・八千代の婿養子である。洪庵の門
弟中より目をかけられて緒方性を継ぎ、のちに洪庵の二男である惟
これ
準
よし
と緒方病院を設立した。 
163 Anthonius F. Bauduin（1820～1885）。オランダの陸軍一等軍医。軍医を養成するため幕府
の招きで長崎に着任していたオランダの海軍二等軍医ポンペの後任として日本にきた。一時帰
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ギリスやその植民地から取り寄せた原料から胃散を処方しており、それを緒方拙斉が
譲り受けていたものであった。 
 商人に転向してどれほど経過した頃かは明らかにされていないが、初代信義は拙斉
から胃散の処方をもらい受けた。初代信義は譲り受けた胃散をもって当時売薬業界で
有力者であった守田治兵衛を訪ね164、胃散の試飲を依頼した。このことは初代信義が、
売薬業の専門家である守田治兵衛に評価をもらったうえで、胃散を売り出す考えであ
ったとみられている。守田治兵衛は初代信義に胃散を売薬として売り出すことを薦め
た。そこで初代信義は守田に相談し、医薬品の知識、調合・製剤などの基本技術や売
薬業の商慣習などを教わったうえで、売薬業者を紹介してもらった。このとき、精錡
水を発売した売薬業者・岸田吟香と出会っている。 
 初代信義は売薬業の開業を決断するが、胃散の処方について、守田治兵衛から成分
が強すぎると指摘されていた。そのため緒方拙斉の代診であった「佐藤某」 165という
人物に処方改良を依頼している。処方を変更したうえで患者に試飲してもらい、何十
日か経過した頃にようやく新しい処方に成功し、売薬として販売することを決意した。
1879（明治一二）年 6 月、大阪の「佐藤某」に資金を与えて製剤を委託する一方、販
売は大阪を「佐藤某」に、東京を守田治兵衛・岸田吟香の両人にそれぞれ頼んで胃散
の販売に乗り出した。 
 当初は胃散の販売を他人や家族・兄弟に任せていた166。しかし胃散が順調な売れ行
きをみせ、他人に任せての販売では供給が需要に追い付かないほどになったという。
そのため 1880（明治一三）年 6 月、守田治兵衛と岸田吟香の両名を発売元として売薬
業に専念するようになった。同年 10 月には第二回内国勧業博覧会への出品願を出して
いる。守田治兵衛と岸田吟香のほか初めのうちは大阪の緒方拙斉の代診である「佐藤
某」とも提携していたが、「佐藤某」はその後販売から手を引いた。そのため 1881（明
治一四）年の初め、初代信義は製造権を全面的に譲り受けて自らの手で製造を開始し
た。店名も初代信義の号を採用して「雪湖堂」と命名し、「雪湖堂の胃散」と称して紙
に包んだ形態のものを発売した。創業当時は製品説明に「大阪衛生堂佐藤氏ノ新發明
                                                                                                                                                          
国後、1869（明治二）年に大阪医学校教師となり、大学東校でも指導にあたり、1870（明治三）
年に帰国した。内科・外科に長じ、特に眼科の発展に大いに貢献した。  
164 記録によれば初代信義と守田治兵衛はこの時すでに親交があったとされているが、どのよ
うなきっかけなのか、またいつ頃からの知己であるかは明らかになっていない。 
165 「佐藤某」の名前については、社史においては明らかとされていない。  
166 初代信義は胃散を販売し始めた当初は、もっぱら書籍の出版業を行っていた。  
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ナリ」とあり、初代信義自身の立場については「發賣本舗・太田信義」との表記であ
った167。しかしこの年から製品には「元祖・健胃強壮・太田胃散・本舗調剤所・雪湖
堂・太田信義謹製」と表記されるようになった。また今までの製品名はただ単に「胃
散」であったが、この頃になって初代信義の名字である「太田」が前につき、製品名
が「太田胃散」に変わった。 
1881（明治一四）年 5 月 1 日には現在のような罐入りの太田胃散を発売し、同年 5
月 3 日火曜日付の「東京日日新聞」第弍八一七号に「胃散改正」の広告が掲載されて
いる。それによれば、発売当初は紙包みだったが、これを罐入りに改めて湿気を含ま
せないように配慮・改良したとある。罐はブリキ製で、ブリキ製の小匙を付属してい
た。形態と価格は「大罐 二週間分 三十銭／中罐 一週間分 十五銭／小罐 三日
分 七銭五厘」（株式会社太田胃散『太田胃散百年の回想』編集委員会,1980,pp.54-pp.55）
であった。また太田胃散の成分を強くした「加減胃散」と、便通を良くするため下剤
を加えた「複合胃散」なども販売された。 
1897（明治三〇）年 12 月 3 日、初代信義は病により死去した。初代信義が逝去した
直後、長男の信
まこと
が 25 歳で家業を継ぎ、二代太田信義（以下、二代信義）を襲名した。
二代信義は 1873（明治六）年 8 月 21 日、現在の三重県津市にあたる地域で誕生した。
4 歳の春に両親とともに上京し、日本橋区呉服町で育った。初代信義が売薬業を開始
して以降は家業を手伝い、主に販売面に従事した。二代信義は広告活動に注力し、新
聞をはじめ雑誌などの印刷媒体への広告出稿を積極的に増やした。太田胃散の知名度
を全国的に高め、販売促進に結び付けるための広告戦略を展開した。  
 
④森下仁丹株式会社168（森下博） 
森下仁丹の創業者・森下博169は、1893（明治二六）年 2 月 11 日、大阪市東区淡路町
一丁目に、薬種商「森下南陽堂」を創業した。この「森下南陽堂」は、1905（明治三
八）年の口中清涼剤「仁丹」発売を機に「森下博薬房」と改称し、これが森下仁丹の
                                                   
167 株式会社太田胃散『太田胃散百年の回想』編集委員会 ,1980,p.53 の図参照。 
168 以下、森下仁丹に関する記述は、特に注記が無い限り山本（1984;1985）に基づく。 
169 1869（明治二）年～1943（昭和一八）年。ここで簡潔に、森下博が「森下南陽堂」を創業
するまでの経歴、商業の経験をまとめる。広島県沼隈郡鞆町に宮司の長男として生まれたが、
父親が神官から煙草の製造・販売事業に転向すると、9 歳で学校を辞めて煙草商に見習奉公へ
出された。父親の死後 13 歳で家督を相続したが、15 歳で大阪に出て、母親の知人の世話で心
斎橋の西洋小間物卸小売商のもとへ丁稚奉公にあがった。  
101 
 
前身である。 
森下博は薬種商になるまで、大阪道修町その他の地域の売薬業者・薬種問屋による
広告活動を観察するなどして、新聞広告の重要性を強く認識したとされる。森下仁丹
では 1900（明治三三）年に梅毒薬「毒滅」を発売した。この毒滅の広告ではイラスト
にドイツの宰相として有名であったビスマルクの顔を用い、その顔の上に「毒滅」の
文字を大書するという広告表現で、当時話題を呼んだ。毒滅とその広告の成功により、
森下博は売薬業において広く知られるようになった。 
 
本章では毎時時代の売薬業者によるマーケティング・コミュニケーションについて
事例を提示するが、明治時代初期の展開については有力な売薬業者であった①守田治
兵衛と②岸田吟香の事例170から明らかにする。明治時代初期から、新聞など新たに発
達した媒体を積極的に用いて売薬のマーケティング・コミュニケーションを展開した
のは、守田治兵衛と岸田吟香であった。 
売薬業に限らず呉服商・小間物商・書籍商などの様々な業種で、明治時代に入って
も依然として、「引札」など前近代以来の広告の手段が用いられていた 171。そのため日
本人による新聞の定期刊行が始まっても、1870 年代までは「引札」と新聞広告が併用
されていた。「引札」とは、消費財の製造・販売にあたる事業者が店名・品名・値段・
宣伝文などを筆書または木版印刷し、公共の場で消費者へ向けて配布する広告媒体で
ある。現在の「チラシ」の古称であり、江戸時代の元禄期（1688 年～1704 年）以降
用いられ、「配札」・「報条」とも呼ばれた172。守田治兵衛・岸田吟香も含めて多くの売
薬業者は、「引札」の配布や屋外広告としての看板の設置などを行っていた。  
しかし、同時に江戸時代には見られなかったようなマーケティング・コミュニケー
ションも展開され始める。それが新聞広告であり、明治時代初期から売薬業者で新聞
広告に注力したのは、守田治兵衛と岸田吟香であった。両者は 1900 年代には売薬業者
としての地位を低下させるが、広告の領域などで、少なくとも 1870 年代までの売薬業
におけるマーケティング・コミュニケーションをけん引していた。  
1880 年代以降、守田治兵衛・岸田吟香に代わって台頭し、積極的なマーケティング・
                                                   
170 守田治兵衛・岸田吟香の事例はとくに注記が無い限り、山本（1984）に基づいて記述する。 
171 増田（1981） 
172 松本,1973,p.17 
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コミュニケーションを展開した売薬業者は複数存在する。たとえば新聞広告の領域で
は、津村順天堂（「中将湯」）・山崎帝国堂（「毒掃
どくそう
丸
がん
」）・田口参天堂（「大学目薬」）・宇
津権右衛門（「宇津救命丸」）・藤井得三郎（「龍角散」）などがあげられる173。その中か
ら、本論文では③㈱太田胃散と④森下仁丹の事例を選定し、1880 年代以降の売薬のマ
ーケティング・コミュニケーションの展開をみていく。㈱太田胃散は創業者・初代太
田信義が守田治兵衛・岸田吟香と親交が深く、訴訟などの際は三者で東京の売薬業者
の原告代表となるなど、東京の売薬業者として有力な地位を築いていた 174。森下仁丹
は本章で詳しく述べるように、明治時代末期の売薬業者の中で最も大規模なマーケテ
ィング・コミュニケーションを行ったことで知られている175。 
以下ではマーケティング・コミュニケーションの形態ごとに、第 1 節でマス広告の
展開、第 2 節で SP（Sales Promotion）広告の展開、第 3 節でその他のマーケティン
グ・コミュニケーションの順に事例を整理する。そして、明治時代初期の売薬業のマ
ーケティング・コミュニケーションの展開は①守田治兵衛・②岸田吟香の事例を中心
に、明治時代中期から末期にかけては③㈱太田胃散・④森下仁丹の事例を中心に記述
する。 
①守田治兵衛・②岸田吟香を明治時代初期の事例として中心に扱うのは、両者が明
治時代初期から顕著なマーケティング・コミュニケーションの展開を見せているため
である。また明治時代中期以降を③㈱太田胃散と④森下仁丹を中心に見るのは、1900
年代に入り守田治兵衛・岸田吟香が売薬業界での地位を相対的に低下させるなかで、
㈱太田胃散・森下仁丹は明治時代末期から大正以降も売薬業界で大々的なマーケティ
ング・コミュニケーションを展開していたためである。 
また、③㈱太田胃散と④森下仁丹は、明治時代に創業した新興の売薬業者であるこ
とも指摘しておく。太田胃散の「主剤」である炭酸水素ナトリウムは、洋薬として欧
米から輸入されていた。「主剤」とは、調合された医薬品において主成分となるものを
指す。売薬であれば、その原料である「薬種」176のうち、効能を発揮するうえで主要
な役割を果たす生薬・薬品のことを指す。また売薬の主剤が何であるかは、分量の多
寡で決まらない。主剤とはその医薬品の効能の要となる原料であって、原料のうち最
                                                   
173 山本,1984,p.36 
174 株式会社太田胃散『太田胃散百年の回想』編集委員会（1980） 
175 山本（1984;1985） 
176 江戸期・明治期の用語で、主として売薬に含まれる生薬などの原料を指す。「薬味」とも。 
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も分量の多いものを指すものではない。 
洋薬が主剤の売薬は太田胃散だけではない。1867（慶応三）年 8 月に発売された岸
田吟香の精錡水も、その処方は西洋の医師であるヘボンより教わったもので、主剤に
は洋薬である硫酸亜鉛を用いている。西洋医学的な目薬においては硫酸亜鉛が欠かせ
なく、1897（明治三〇）年に発売された参天製薬株式会社の「大学目薬」も、1909（明
治四二）年に発売されたロート製薬株式会社の「ロート目薬」も、硫酸亜鉛が主剤で
ある。しかし江戸時代より売薬業に着手していた岸田吟香を除けば、㈱太田胃散の「太
田胃散」は明治時代に登場した洋薬を主剤とする売薬で、最も早期に発売された。以
下の図表 4.-1 に、幕末・明治時代に発売した、主剤に洋薬を用いる主な売薬の名称と
発売の年次を示す。 
 
図表 4.- 1 明治時代に創製された主剤に洋薬を用いる主な売薬の名称と発売の年次 
  
名称 発売開始 
精錡水※ 1867（慶応三）年 
太田胃散 1879（明治一二）年 
大学目薬 1897（明治三〇）年 
シッカロール 1906（明治三九）年 
ロート目薬 1909（明治四二）年 
ワダカルシューム錠 1911（明治四四）年 
（出典）吉田（1964）／家庭薬研究会（2010）より筆者作成 
1） 現存していないのは米印の付いた精錡水のみである。ロート目薬は、「新ロート目薬」の名称で存続  
している（ロート製薬株式会社ホームページ、「ぴったり目薬サーチ！ ロート目薬製品ラインナップ」
参照）。 
 
幕末・明治時代以降に登場し始めた、㈱太田胃散の「太田胃散」のような主剤に洋
薬を用いる売薬の製造業者は、江戸時代以来創業してきた売薬業者に対しては後発の
売薬業者である。㈱太田胃散を始め後発の売薬業者は、売薬業界で自社製品の販売を
促進するために、積極的なマーケティング・コミュニケーションを展開したことが予
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想される。また洋薬が主剤であるか不明であったため図表 4.-1 には載せなかったが、
④森下仁丹も 1900（明治三三）年に毒滅を発売してから売薬業界で知名度を上げたの
であり、売薬業者としては後発であったといえる。 
 
第２節 売薬業者によるマス（コミ）広告 
 
本節では当時の売薬業者のマーケティング・コミュニケーションのうち、前近代以
来の広告媒体である「引札」や、新聞などのマス（コミ）媒体におけるマス（コミ）
広告の展開についてみていく。 
製品広告（Product advertising）ないし広告は、「スポンサー名を明らかにして行わ
れる、アイデアや財やサービスの非人的なプレゼンテーションとプロモーションのう
ち、有料の形態をいう」（コトラー・ケラー・恩藏・月谷,2008,p.911）と定義され、マ
ーケティング・コミュニケーションの一構成要素として整理されている。 
マス（コミ）広告とはよく知られるように、新聞・雑誌・ラジオ・テレビのマスコ
ミ 4 媒体による広告のことであり、これは広告メッセージを運搬する手段としての媒
体の種類・レベルに応じた分類である177。明治時代にラジオ・テレビはまだ誕生して
いないが、新聞・雑誌はすでに登場している。 
新聞広告の展開については、1868（明治元）年前後から 1870 年代までの時期はそ
れほど活発ではなく、1880 年代以降に本格化する。そのため、まず第 1 項で明治時代
における新聞の発展について述べ、第 2 項で各事例の動向をみる。 
 
第１項  明治時代における新聞の発達の動向 
 
 日本の新聞の起源は江戸時代の「かわら板」にあるとされ、「新聞」の語が初めて日
本で用いられるのは 1862（文久二）年に市販された『官板バタヒヤ新聞』であるとさ
れる。定期性を持つ新聞の発行は、幕末期から明治時代に入るまでは、長崎・横浜の
外国人居留地内で外国人の手で行われていた。 
 1869（明治二）年 3 月 20 日（陰暦 2 月 8 日）に「新聞紙印工条例」が公布され、
日本人が一般に新聞発行を行うことが認められる。1871 年 1 月 28 日（陰暦 1870 年 12
                                                   
177 亀井・疋田,2007,p.30 
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月 8 日）には、日本最初の日刊紙として『横浜毎日新聞』が創刊された。  
明治新政府は政府の方針や法令を国民に周知させる意図から新聞に着目し、このよ
うな民間の新聞発行を促した。政府の後押しを受けながらの新聞発行は、自由民権運
動が起こる 1874（明治七）年から 1875（明治八）年頃までは続き、それまでに大都市
だけでなく地方の中小都市でもいくつか小規模な新聞の発行がなされた。  
 明治時代初期には新聞でも、不定期刊行、あるいは隔月刊行のものが多かった。次
第に日刊紙が増加し、1872（明治五）年に『東京日日新聞』・『日新新事誌』・『公文通
誌』、1873（明治六）年に『郵便報知新聞』、1875（明治八）年には『東京曙新聞』が
日刊紙へと転じた178。ここに挙げた日刊紙は次第に政治的な言論を主眼とする新聞に
なっていった。1875（明治八）年 1 月の「民選議院設立建白書」提出を契機に、国家
体制の方針について政治的対立が表面化し始め、その影響を受けたとされる。政治的
な言論を主体とした新聞は、すべて漢文調の文語体で書かれ、漢字の素養が無い限り
読むことが困難であった。そのような新聞は、紙面の内容が難解であったこと、また
大きな紙で出版されたことから「大
おお
新聞」と称された。 
一方、政治的な問題ではなく現在でいう社会面の情報や読み物を主体にし、ルビ付
きの平易な文章で書かれた新聞も発行された。このような性格の新聞は、紙面の内容
が平易であったこと、また小さな紙で出版されたことから「小
こ
新聞」と呼ばれた。「小
新聞」の最初は 1874（明治七）年の『読売新聞』であり、他には 1875（明治八）年に
創刊された『平仮名絵入新聞』（のち『東京絵入新聞』に改題）、『仮名読新聞』（のち
『かなよみ』に改題）、『浪花新聞』などがあった。1890 年頃までは、この「大新聞」・
「小新聞」の二つの性格の新聞が並存し、発展していった。 
新聞紙上への広告の出稿は、1871（明治四）年にはすでに確認されている。日本初
の日刊紙『横浜毎日新聞』や『新聞雑誌』（1871 年創刊）には継続的に広告が出稿され、
初期の購読者層が知識人で多数を占めたために、書籍の広告が多かった。  
当時のジャーナリストであった宮武外骨や、『東京日日新聞』の社長を 1876（明治
九）年以降務めた福地源一郎の記録によれば、『新聞雑誌』・『郵便報知新聞』・『東京日
日新聞』などの「大新聞」には広告主がなかなか集まらなかったという 179。また『郵
                                                   
178 『東京曙新聞』は 1871（明治四）年創刊の『新聞雑誌』の後進にあたる。また、『公文通誌』
は 1874（明治七）年に『朝野新聞』と改題した（山本,1984,p.6） 
179 山本,1984,p.6 
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便報知新聞』のように、広告の掲載について募集をかけず、何の規定も設けなかった
など、広告収入に消極的な会社もみられたという。 
しかし、「小新聞」については「大新聞」よりも広告収入が多かった。西南戦争（1877
年）前後に「小新聞」の記者として活躍した野崎左文が、一行 10 銭の広告料で 1 ヶ月
数百円の広告収入があり、社員の賃金がそれで賄えるほどという記録を残している180。
「小新聞」は、広告収入に消極的あるいは無関心であった「大新聞」と比べて、広告
主を歓迎するような姿勢があったとされる。 
ただし、1870 年代に新聞に広告を出稿する広告主は少なく、その経営規模も小さい
ものがほとんどであった。「大新聞」の『郵便報知新聞』と『朝野新聞』の広告主では、
1870 年代まで第一国立銀行以外に大規模な経営の広告主はいなかった。「大新聞」で
はその購読者層から、書籍出版業の広告主がもっとも多かった。しかし、いずれも小
規模な経営の書籍出版業者であった。『東京日日新聞』の福地源一郎は 1870 年代まで
の新聞広告の状況について以下のように記録している。 
 
当初新聞事業の困難なりしは、筆紙の竭し得べき所に非ざりき。抑
そもそ
も新聞紙が依て以て
財政を維持するの収入は、専ら広告料に在り。然るに当初は広告の依頼太
はなは
だ少くして、
其得意は僅に売薬と書籍との二類に限れるが如くにて、偶々是あれば、冒険者の如く世
間にて批評したる位なれば、収入の少額なるや推て知るべきなり。（山本,1984,p.6 た
だし、原典は福地源一郎『新聞紙実歴』（日本評論社、1928、『明治文化全集』第 17 巻）） 
 
つまり広告主は書籍出版業者か売薬業者くらいであり、新聞に広告を出稿した事業
者が世間で「冒険者」のようにとらえられる状況だったと記録している。1870 年代ま
では、新聞広告を利用しようとする事業者は少なかった。そして、広告主がまだほと
んど集まらなかった当時においても、新聞社にとって広告収入が非常に重要であった
ことも述べられている。 
このような状況下で書籍出版業者と売薬業者は明治時代初期から新聞広告を盛んに
利用した。売薬の広告（以下、新聞に出稿されるものだけでなく、売薬の広告全般に
ついては便宜的に「売薬広告」と表記する）については 1871（明治四）年には『新聞
雑誌』などで散見されており、1875（明治八）年から増加傾向を見せた。1876（明治
                                                   
180 山本,1984,p.6 
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九）年の『東京日日新聞』では売薬広告の年間掲載行数が 3,450 行に達し、14,283 行
の書籍広告に次いで多かった。 
売薬業でみると 1870 年代までは、新聞広告に絞って売薬への需要を喚起するよりも、
小売業者への製品委託と同時に看板の設置や引札の配布をさせる方が効果的であった。
その理由は、当時の新聞の普及の程度にあった。1876（明治九）年 8 月 22 日の『東
京日日新聞』の読者通信に、千葉県から以下のような通信が寄せられている。  
  
新聞は扱所（新聞の販売店。筆者注）の小学校の外アンマリ取る者なし。朝野、日々、
読売の三種なり。岸田の精錡水、守田の宝丹は処々に小売するを見る。未だ宝丹水は不
見（山本,1984,p.15） 
  
上記の引用が示すように、千葉県に限らず全国的に、当時の新聞の購読者層は限ら
れていた。新聞の一日平均の国内総発行部数は、1875（明治八）年に 53,000 部、1877
（明治一〇）年に 111,500 部、1879（明治一二）年に 162,000 部だったと推計されて
いる181。一方各年次の総人口は 1875（明治八）年が 33,997,415 人、1877（明治一〇）
年が 34,628,328 人、1879（明治一二）年が 35,768,547 である182。総人口には新聞の
購読者とはならない年齢の人口が含まれているとしても、総人口に比して新聞の総発
行部数はごくわずかであった。一紙で 10,000 部を超えているのは『読売新聞』だけで、
その他の新聞は数千から数百部しか発行されなかった。また先の推計の総発行部数の
うち、5 割から 7 割は東京と大阪で発行されており、地方の新聞購読者は少なかった。  
新聞の購読者層が小規模であった 1870 年代においては、各地の販売店に看板の設置
や引札の配布をさせて広告活動を行わせる方が効果を持っていたと考えられる。1872
（明治五）年 4 月に東京で、「車馬の往来に便せんが為め、市中店前の立看板一般に取
除くべき旨」という布告が出されている183。立看板は江戸時代から広く用いられてい
た屋外広告で、店の前の往来に立てて設置する形式の看板である。布告の内容から、
その当時も立看板は依然として利用されており、しかも馬車が通行するうえで障害に
なるほど設置されていたことがわかる。また岸田吟香は新聞広告で、取次・売弘に対
                                                   
181 内川,1976,p.23 
182 内閣統計局、『日本帝國統計年鑑』 第 1 回～55 回／内閣統計局、『大日本帝国統計年鑑』 
第 56 回～58 回 
183 山本,1984,p.16 
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して引札を印刷・交付するという規定を設けている。1870 年代に至っても、依然とし
て前近代以来の広告物が盛んに用いられていたとわかる。 
1870 年代までは発行部数が少なかった新聞は、1880 年代以降発展し、発行部数を
伸ばしていくこととなる。1877（明治一〇）年の西南戦争において、新聞による報道
の機能と価値が認識されたことが、新聞発展のきっかけとなったとされる。  
1881（明治一四）年、国会を 1890（明治二三）年を期して開設する旨の詔勅が出さ
れると、各政党が政治運動を盛んに展開した。これを受けて「大新聞」各紙は、自由
党・立憲改進党・立憲帝政党など、新たに組織された政党に各々所属し、政党機関紙
あるいは政党系列紙として言論を展開した。 
「小新聞」では、1879（明治一二）年 1 月に大坂で発行された『朝日新聞』が、発
刊以降急速に発行部数を伸ばした184。『朝日新聞』は「小新聞」として創刊されながら、
「大新聞」が掲載するような社説的な記事を掲載した。また迅速な報道に注力し、「中
新聞」といわれるような方向性を目指した。1888（明治二一）年には『めさまし新聞』
を買収して東京へ進出し、『東京朝日新聞』を創刊して全国紙に発展する足掛かりを築
いた。『東京朝日新聞』創刊の翌年、大坂の『朝日新聞』は『大阪朝日新聞』と改題し
た。1894（明治二七）年の日清戦争前から戦中にかけて、『大阪朝日新聞』は日本で最
多の発行部数をもっていた。一方『読売新聞』や『東京絵入新聞』のような従来の「小
新聞」は、1880 年後半には発行部数が減少し始め、記事に「大新聞」の要素を取り入
れるようになっていった。 
また政党機関紙化した「大新聞」も、1880 年後半には言論統制などにより衰退しは
じめた。いくつかの「大新聞」は政党に強く帰属するような性格を弱め、経営面を重
視して広告収入に積極的になった。その代表は『郵便報知新聞』と『毎日新聞』であ
る。前者は 1894（明治二七）年に『報知新聞』と改題し、家庭向けの報道新聞へとそ
の性格を変えていった。後者の『毎日新聞』は 1886（明治一九）年 10 月 30 日の紙面
に「特別広告の欄を設くるの広告」という社告を掲載し、第一面の上欄に特別広告欄
を設け、広告料の増収を図った。 
1880 年の後半には、「大新聞」・「小新聞」ともに報道的な内容に注力し、広告掲載
に注力する「中新聞」とよばれる性格の新聞に転換していった。この傾向は 1894（明
治二七）年の日清戦争以後、1904（明治三七）年の日露戦争を経て 1914（大正三）年
                                                   
184 山本,1984,p.7 よりグラフⅠ-1 参照。 
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の第一次世界大戦に至るまでの期間に進展した。各紙は報道記事に注力して購読者本
位の内容を目指し、発行部数を伸ばすための印刷機械などへの設備投資もあって、広
告収入を重視するようになった。「中新聞」への転換を進めた代表的な新聞は『報知新
聞』・『時事新報』・『東京朝日新聞』・『大阪朝日新聞』・『大阪毎日新聞』・『国民新聞』
で、特に『大阪朝日新聞』・『大阪毎日新聞』の両紙が全国的に勢力を伸ばしていった。  
1880 年代後半から明治時代末（1912 年）までに全国で新聞の発行部数は大幅に増加
した。1911（明治四四）年当時の東京各紙の発行部数は、『報知新聞』が 150,000 部、
『国民』が 130,000 部、『東京朝日新聞』が 100,000 部、『東京日日新聞』が 70,000
部、『時事新報』が 70,000 部と記録されている185。また『大阪朝日新聞』は 1910（明
治四三）年には 150,000 部台に達しており、その後も『東京朝日新聞』と共に右肩上
がりの発行部数増を継続していった186。 
全国的な新聞の発行部数増加の背景には、新聞購読者層の拡大があった。明治時代
初期の購読者層は「大新聞」が知識人階層・士族階層、「小新聞」が花柳界（芸娼妓の
階層）・商家というように明確に分かれており、またその階層もきわめて限定されてい
た。次第に義務教育が普及し、都市化が進展するにつれて、都市中産階級を主体とし
た購読者層が形成されていった。新聞の虚偽広告に対して 1901（明治三四）年 10 月 5
日の『東京日日新聞』には「貧書生」と称する学生からの投書が、1907（明治四〇）
年 6 月 22 日の『東京朝日新聞』には主婦からの投書が寄せられるなど、その読者層が
中産階層へ拡大していたことがわかる187。 
新聞の発行部数・購読者が増加するにつれて、新聞に出稿される広告の量も増加し
ていった。『東京日日新聞』では、1891（明治二四）年時点で広告収入の年平均比率が
販売収入の年平均比率の半数近くになっている188。また『大阪朝日新聞』では、1879
（明治一二）年時点では 2,778 円であった上半期広告収入が、1898（明治三一）年に
は 88,930 円まで増加している189。新聞広告の大口広告主は、1900 年代に入っても売
薬・化粧品・出版の三分野が依然上位を占めていた。このうち、売薬業は 1912（明治
                                                   
185 山本,1984,p.116 
186 山本,1984,p.117 よりグラフⅡ-1 参照 
187 山本,1984,p.312 
188 山本,1984,p.23 より表Ⅰ-3 参照。 
189 山本,1984,p.25 よりグラフⅠ-2 参照。 
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四五・大正元）年に化粧品業に抜かれるまで、掲載される広告の行数で首位を占めた190。 
 
第２項  売薬業者によるマス広告の展開 
  
①守田治兵衛による引札の利用と明治時代初期の新聞広告 
明治時代初期から積極的に新聞広告を利用したのは、守田治兵衛と岸田吟香であっ
た。守田治兵衛は、江戸時代には春・秋の二回に引札を配布していた。明治時代以降、
引札は「國文社」という業者に印刷させ、宝丹を取り扱う各地の小売業者に送付して
いた。 
明治時代に入ると、守田治兵衛は引札に加えて新聞広告も利用し始める。守田治兵
衛による宝丹の新聞広告は、1871（明治四）年 7 月の『新聞雑誌』第七号にはすでに
出稿されていた。1878（明治十一）年の『郵便報知新聞』には高知県の読者から、銭
湯・髪結床で宝丹の評判が高いという内容の通信文が投稿されていた。  
守田治兵衛は新聞広告を出稿するにあたり、その広告表現 191にも力を入れた。新聞
広告の出稿にあたって、守田治兵衛は「起死回生」という文言を用い、万能薬として
の宝丹の効能を印象付けた。他にも新聞の購読者が注目するような、当時の社会の出
来事と関連付けた時事性のある広告表現も行っていたとされる。また、1876（明治九）
年だけで守田治兵衛が宝丹に使用した広告表現は数十種類にのぼり、一度用いた広告
表現は二度と用いなかった192。 
守田治兵衛は広告上で売上の増大や需要の急増などを述べることもあった。あると
きの広告では夏に宝丹の需要が急増するため、供給が追い付かない恐れがあるので夏
の分は春に注文をしてほしい、という内容の広告をしていたとされる 193。また別の広
告では、宝丹を取り扱う全国の小売業者は 1874（明治七）年の 700 人から翌年には
1,800 人に増加し、また販売数量は 1874（明治七）年に 370,000 個だったものが翌年
には 640,000 個に増加したという文章を載せていた194。広告で述べられたこれらの内
容が、実際の経営と照らし合わせて事実であったかは定かではない。ただし、宝丹が
                                                   
190 山本,1984,p.35 より表Ⅰ-7 参照。 
191 企業などの広告主による広告活動を通じて、消費者が知覚し識別する表現部分を指す。「広
告メッセージ」とも呼ぶ（亀井・疋田 ,2007,p.18） 
192 日本電報通信社,1940,p.238 
193 日本電報通信社,1940,p.239 
194 日本電報通信社,1940,p.239 
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売れ行きのいい売薬であることを、消費者に対して強く印象付けるための広告表現で
あったと思われる。 
 
②岸田吟香による明治時代初期の新聞広告、引札の利用 
岸田吟香は 1873（明治六）年、『東京日日新聞』に記者として入社する。新聞記者
として活動していたためか、岸田吟香は新聞広告の効果にかなり注目していたとされ
る。『東京日日新聞』入社後の売薬の広告は新聞広告を中心にして行われており、同紙
の 1876（明治九）年 10 月 9 日の紙面に精錡水の広告を出稿している。 
広告表現については、守田治兵衛も行ったような時事的な内容をふまえた表現をと
っていた。当時の精錡水の広告が具体的にどのような広告表現をおこなっていたかを
みると、ほとんどの場合は精錡水の瓶のイラストが描かれ、処方がヘボンより伝えら
れたものであることが述べられている。たとえば 1875（明治八）年以降に出版された
と思われる冊子・『樂善堂謹製各種妙藥廣告』195には、精錡水の瓶の大きなイラストと
ともに、「精
せい
錡
き
水
すい
は美國
アメリカ
の大醫
た い ゐ
平文先生（ヘボンのこと。引用者注）より直傳の名方
めいほう
」
（岸田,不明,p.1。一部旧漢字は常用漢字に改めた）という文章が記述されている。同
様の広告表現は、1876（明治九）年 10 月 9 日の『東京日日新聞』に出稿された広告に
もみられる196。 
また『樂善堂謹製各種妙藥廣告』の精錡水の広告では、「一切の眼病に用ひて其効神
の如し」（岸田,不明,p.1。一部変体仮名は現在のひらがなに改めた）といった文言も用
いられている。守田治兵衛が「起死回生」の文言を用いて宝丹の万能薬としての印象
を押し出したように、岸田吟香も精錡水の目薬としての効能の高さを印象付けていた。 
さらに、1878（明治十一）年 1 月 29 日の『郵便報知新聞』と、大阪の新聞『大阪日
報』など複数の新聞に、「附錄」として 2 ページにわたる全面広告を添付している197。
2 ページの紙面のうち右側は「樂善堂養生話」と題した読み物を掲載し、左側には「樂
善堂三藥」として「鎭溜飲」・「穩通丸」・「補養丸」の広告と、それに加えて「玉兎膏」・
                                                   
195 同書の緒言に「東京銀座二丁目樂善堂藥房岸田吟香謹啓」とあるため、少なくとも岸田吟
香が銀座に移住して以降に出版されたと考えられる。岸田吟香が銀座に移り住むのは 1875（明
治八）年である（横浜開港資料館、1988）。 
196 山本,1984,p.11 
197 日本電報通信社,1940,p.274 
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「天保膏」そして精錡水の広告を掲載していた198。この広告は新聞の本体を利用する
のではなく付録として添付されたものではあるが、日本の全面広告の先駆けとされて
いる199。 
岸田吟香は新聞広告を利用した販路拡張も行っていた。岸田吟香は 1878（明治十一）
年 11 月 27 日の『東京日日新聞』の広告で全国に精錡水の販売店を募集している。広
告に「取次売弘方略規則」と題されており、江戸時代以来売薬の流通手段であった取
次・売弘を募集したものであるとわかる。つまり 1870 年代までは、売薬の小売にあた
る売薬業者は、必ずしも 1877（明治一〇）年の「売薬規則」で規定された請売者に限
らなかったとわかる。 
1878（明治十一）年の「取次売弘方略規則」の規則の最後には、代金一枚 1 円で精
錡水の看板を作り、引札を添えて販売店希望者に送るとある。つまり取次・売弘の契
約を取り付けると同時に、その取次・売弘の所在地に精錡水の看板を設置することも
行っていた。取次・売弘への看板配布は近江商人の正野玄三家でも江戸時代からみら
れており200、取次・売弘による流通それ自体も江戸期から継続の販路拡張の手段であ
る。ただし新聞広告という、明治維新後に登場したマス広告によって取次・売弘の募
集をしたという点に、岸田吟香の試みの新規性がある。 
また、岸田吟香は広告に用いる引札についても、取次・売弘の希望者へ印刷して配
布していた。1876（明治九）年 11 月 27 日の『東京日日新聞』における販売店募集の
広告では、以下のような記載がある。 
 
取次売弘め成され候御方へは左の通りの引札へ御国所を肩書に致し、御姓名は大字にて
入れ差し上申候。尤も最初百枚だけは進上仕候へども、其余は千枚に付代金壱円の割合
にて御注文次第に幾枚にても拵らへ差し上申候（山本,1984,p.14） 
 
このように岸田吟香は、自身の製造・販売する売薬の広告に必要な看板・引札を委
託販売する者に配布することで、遠隔地でも売薬の広告活動が円滑に行われることを
企図したと考えられる。 
                                                   
198 日本電報通信社,1940,p.274 
199 日本電報通信社,1940,p.274 
200 本村（2004） 
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売薬業では明治時代に入り、積極的な新聞広告の利用がみられるようになった。し
かし 1870 年代まで、売薬業のマーケティング・コミュニケーションの主軸は、前近代
以来の広告活動や製品の販売方法に準じていた。岸田吟香の新聞広告による販売店募
集は、新聞を利用した点では新しい試みであったものの、その目的は取次・売弘の募
集という前近代的な手段による販路拡張であった。 
守田治兵衛・岸田吟香は、新聞を広告媒体として利用するにとどまらず、その販売
組織を販売促進に利用することも行っていた。1870 年代までの新聞配達員は背中に新
聞を入れた箱を背負って配達していたが、その箱の中に宝丹や精錡水を入れて、新聞
と一緒に売らせるということを行っていた。江戸時代には貸本屋による売薬の委託販
売や、銭湯の店頭で売薬が販売されることがあった201。守田治兵衛・岸田吟香の新聞
配達員を利用した販売促進は、前近代以来の販売促進の手段を、明治時代以降に新た
に登場した新聞の販売機構で補足したものということができる。 
販売については両者とも自らの小売店舗で販売する店舗販売が基本であったが、行
商人を利用する場合もあった。行商人については 1877（明治一〇）年の「売薬規則」
でその資格が規定されたが、行商人が売薬を販売することは富山県や滋賀県などの配
置売薬業が盛んであった地域に限らず、都市部でも行われていた。  
 さらに引札については、新聞の要素を取り入れたような新たな形式のものが岸田吟
香によって生み出されている。引札は江戸時代以来用いられていた広告媒体で、木版
印刷あるいは手書きにより作成されるものであった。新聞・雑誌のような活版印刷に
よる出版物が登場すると、引札も活版印刷により大量生産されるようになった。  
第 1 項で述べたように新聞の購読者層は 1870 年代まで小規模で、読者の大半が都市
部に集中し、少数が全国に拡散している状態であった。このような状況下では新聞広
告よりも引札の方が、不特定多数の消費者に直接配布できるため有効であった。  
 引札が広告媒体として依然用いられるなかで、1878（明治十一）年 6 月 16 日に、岸
田吟香は引札に新聞の要素を加えた出版物『広告日表』を発刊した。同年 6 月 12 日の
『東京日日新聞』には、『広告日表』発刊について以下のような広告が掲載された。  
 
来る十六日から弊社にて広告ばかりを版行にして、日々東京中へ五千枚づつ無代で配り
升から、何ぞ広告を成されたい御方様は弊社まで御申込み下さるべし。但し五号の活版
                                                   
201 増田（1981） 
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十八字を一行として、一日に付き三銭づつの割合で仮名付き大文字または絵入なども出
来ます。随分お為に宜しい便利な仕方で五坐り升から、追々沢山に御用を願ひます。何
分よろしく／銀座二丁目一番地岸田精錡水の隣／広告社 引札屋（山本,1984,p.18） 
 
 つまり『広告日表』は紙面に広告を掲載することを主眼としており、広告主は一行
18 字、一日 3 銭で広告を掲載できた。「広告社 引札屋」を岸田吟香がいつ設立した
かは不明だが、彼の薬舗である楽善堂の隣に社屋を建て、『広告日表』を出版した。岸
田吟香は自身の売薬の広告を掲載することはもちろん、様々な業種から広告主を募っ
た。 
 『広告日表』は 1881（明治一四）年に『広告日報』と改題された。同年の「東京府
統計表」には『広告日報』の発行部数が 900,000 部と計上され、うち 30,000 部のみ
が東京府外に発行されており、東京の消費者を対象とした広告媒体だったとみられて
いる202。『広告日報』のような広告媒体は「引札新聞」と呼ばれ、他の事業者からも同
様のものが刊行された。たとえば『広告日報』と同時期に刊行された『ひきふた新聞』
や、1886（明治一九）年の『ちらし』などがあった。  
以上のように、1870 年代にあっては、新聞広告は広告活動の主たる手段には成り難
かった。守田治兵衛・岸田吟香は新聞配達員を利用した委託販売や、「引札新聞」の発
行など、江戸時代には見られなかった新たな試みも行っている。しかし、基本的には
前近代以来のマーケティング・コミュニケーションや販売促進を補完する形で、新聞
広告などのマーケティング・コミュニケーションが利用されていたとみることができ
る。 
 
明治時代初期に売薬業内部で最も広告を積極展開した守田治兵衛と岸田吟香は、少
なくとも 1900 年代には他の売薬業者にその地位を譲っていた。精錡水の広告は、田口
参天堂の「大学目薬」など新しい目薬の登場と人気の高まり、岸田吟香が 1905（明治
三八）年に死亡したことなどを受けて完全に売薬広告から姿を消した。守田治兵衛は
宝丹以外にも新たな売薬や化粧品を発売していたが、他の売薬業者が伸長してくるに
つれて、相対的に売薬広告の掲載量を減じていった。 
 
                                                   
202 山本,1984,p.18 
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③㈱太田胃散による新聞広告 
 ㈱太田胃散では、1888（明治二一）年 9 月 4 日の『朝日新聞』に、太田胃散の「太
田胃散商標改正廣告」と題された以下のような広告を出稿している。 
 
既に外國人に於ても其感を同うし昨冬來人ソーヤ氏の需に依て桑港に輸出し胃散の偉
効海外に及びしハ拙家の幸福のみならず我國賣藥の名譽と云べし（下略）（日本図書セ
ンター,1992,p.204。一部旧漢字は常用漢字に、一部変体仮名は現在のひらがなに改めた） 
 
上記に引用した広告の広告表現にも用いられているが、太田胃散の広告の特徴の一
つに、大口を開けた男の喉元から肛門までの胃腸を実物そっくりに描写した「人体図」
というイラストがあった。1888（明治二一）年 3 月に「人体図」を商標登録し、認可
を受けた。当時の売薬業の登録商標では和漢薬の図などが主流だったため、その奇抜
さは注目を集めた。太田胃散の広告は「人体図の太田胃散」と呼ばれていたらしく、
強烈な印象を与えるものであったことがうかがえる。 
明治時代か大正時代のものと思われる㈱太田胃散の引札203をみると、「人体図」のイ
ラストの内蔵の部分には胃・胆嚢・腸の各器官の名称、寸法や働きなどについての説
明が添えられている。さらに胃腸に関わる病気とその原因について、専門的ではない
ものの、簡潔な説明が記されている。「人体図」のイラストは、広告を見る人々を驚か
せることだけが目的ではなく、胃腸の機能や疾病について理解を促すことも考えてい
たと思われる。このように医学的な内容を配した広告表現を用いることで、㈱太田胃
散は太田胃散の売薬としての信頼性を高めることを意図したのではないかと考えられ
る 
㈱太田胃散で積極的な広告活動を行ったのは、初代信義が 1897（明治三〇）年 12
月 3 日に没して後に経営を引き継いだ、二代・太田信義（以下、二代信義）であった。  
太田胃散のブランド要素204について、二代信義は 1888（明治二一）年に認可を得た
                                                   
203 株式会社太田胃散、『元祖健胃強壮 登録商標 太田胃散』引札。ただし、引札に記載され
ている容量別の太田胃散の製品系列に「特別大罐」と「大々罐」が記載されているため、少な
くとも 1900（明治三三）年以降のものではないかと推測される。太田胃散の製品系列に「特
別大罐」と「大々罐」の容量が追加されたのは、二代信義が経営を引き継いで後の 1900（明
治三三）年とされている（株式会社太田胃散『太田胃散百年の回想』編集委員会,1980,pp.74-76） 
204 ブランド要素（Brand elements）とは、「ブランド名、ロゴ、キャラクターなど、ブランド
の識別や差別化に役立つトレードマークとなる手段」（コトラ ・ーケラ ・ー恩蔵・月谷,2008,p.919）
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「人体図」に加え、1898（明治三一）年 11 月に「太田胃散」、1905（明治三八）年 11
月に「太田胃散及び人体図」、1911（明治四四）年 10 月に「オータイサン」・「をほた
ゐさん」・「OHTAISAN」の認可をそれぞれ受けて製品およびブランド要素の保護に努
めた。 
1894（明治二七）年の日清戦争に続いて 1904（明治三七）年には日露戦争が勃発し、
翌年 1905（明治三八）年に日本の勝利で終結した。このとき二代信義は、日露戦争の
二〇三高地の戦いで全国的に有名となった軍人・乃木希典陸軍大将の顔写真を、太田
胃散の広告に採用して世間の注目を集めた。また、この広告で初めて「太田胃散」の
四文字をロゴタイプの特殊文字に改めた。太めの直線的な角ゴシック書体で、現在も
使用されている。 
 
④森下仁丹による新聞の全面広告 
1900 年代の明治時代末以降、売薬広告において、また新聞広告全般においても最大
の広告主であったのは森下仁丹であった。森下仁丹の主力製品である口中清涼剤「仁
丹」は、日露戦争後の 1905（明治三八）年 2 月 11 日に発売された。森下博が仁丹を
創製するにいたったのは、1894（明治二七）年勃発の日清戦争の際、台湾従軍中に現
地の中国人が常用していた懐中救急清涼剤に着想を得たことによる。  
森下博は当初から中国への輸出を目指して仁丹の商品化を検討しており、「仁」の字
は中国で最高の徳を意味し、また字画が少なく単純な漢字であることから採用したと
いう。広告に用いられたイラストは海軍大礼服を着て髭を生やした紳士の絵で、これ
は毒滅で用いたビスマルク象から発展させたものといわれる。髭を生やした紳士の図
案は、明治時代中期以降広く用いられており、たとえば山田信天堂（後のロート製薬
株式会社）が発売した胃腸薬「胃活」でも用いられている205。髭の紳士の図案は当時
の特権階級を想起させることに狙いがあったとされるが、仁丹の場合はその一般的な
図案に海軍大礼服を着させることで、軍隊などへの一般大衆のあこがれを体現しよう
としたとされる206。 
森下仁丹では日露戦前、新聞に毒滅の全面広告をときおり出稿していた。仁丹発売
                                                                                                                                                          
と定義される。本論文では、各事例の売薬業者が商標登録により保護するブランド名やそれを
記したロゴ、イラストなどを、ブランド要素と表現する。  
205 山本,1984,p.55 より図Ⅰ-31 を参照 
206 山本,1985,p.132 
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後は毒滅と仁丹を併載した全面広告を出稿したが、明治時代末期からは仁丹単独での
全面広告を頻繁に出稿するようになった。森下仁丹では仁丹発売後に、販売方法に関
する規定書である「仁丹規定書」というものを制定しており、そこには「一項広告（全
面広告。引用者注）の連続掲載」（山本,1985,p.133）という規定があった。以下の図表
4.-2 に、1906（明治三九）年の『大阪朝日新聞』における、森下仁丹による全面広告
の各月出稿数を示す。 
 
図表 4.- 2 森下仁丹の 1906（明治三九）年『大阪朝日新聞』の全面広告月別出稿数  
 
1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 
2（1） 1 4（2） 4 3（1） 2 4（4） 6 2   3 
出典）山本,1985,p.134。ただし原典は、山本武利・有山輝雄他（1979）『近代日本の新聞広告と経営』（朝
日新聞社） 
※1 下段は全面広告の出稿回数で、（）内の数字はそのうち仁丹と毒滅の広告が併載された回数を示す。  
 
1906（明治三九）年に『大阪朝日新聞』に出稿された全面広告の回数は、年間 31
回に上っている。その後も全面広告の出稿回数は増加し、1910（明治四三）年に年間
120,000 円といわれた広告費は、1923（大正一二）年には 1,000,000 円を超えたとさ
れる207。積極的な新聞広告展開は、その他の広告活動や販路拡張と相まって効果を発
揮し、仁丹発売の二年目には森下仁丹が売上高で売薬業者第一位となった208。 
 
第３節 売薬業者による SP（Sales promotion）広告 
 
第１項  SP（Sales promotion）広告の定義、解釈と媒体の種類 
 
SP（Sales promotion）広告は、「販売促進と重複している広告」（亀井・ルディ
ー,2009,p.53）と説明される。また SP 広告は、マスコミ 4 媒体以外の媒体を使用する
広告とも呼ばれる。 
                                                   
207 山本,1985,p.133 
208 山本,1985,p.133 
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 広告（Advertising）と販売促進（Sales promotion）の重複形態である SP 広告につ
いて理解するためには、まず販売促進（Sales promotion）が何であるかについて理解
する必要がある。「広義の促進」である「4P 理論」の促進（Promotion）に対して、「狭
義の促進」である販売促進（Sales promotion）は以下のように定義される。 
 
企業が自社の商品やサービスの試用あるいは継続的な購買や購買量の増加といった消
費者の行動を、直接的に動機づけるために限定された期間に行われる、消費者あるいは
流通業者を対象にした、人的販売、広告活動、パブリシティを除く MC（マーケティン
グ・コミュニケーション。引用者注）活動である（亀井・ルディー ,2009,p.50） 
 
 引用した定義は非常に長いため、販売促進の目的から簡潔に言い表せば「消費者の
行動に対する直接的な動機づけ」（亀井・ルディー ,2009,p.50）となる。「消費者の行
動」とは一般に購買行動を意味するが、それだけではなく、直接購買につながらなく
とも「自社にとって望ましい」（亀井・ルディー,2009,p.50）行動を含んでいる。つま
り販売促進は、自社にとって望ましいなんらかの行動をさせるための消費者への働き
かけ、ということができる。 
また、販売促進は一度の働きかけで即座に効果が発揮されることを期待されるため、
通常は期間を限定して実施される。さらに販売促進の対象は基本的には最終消費者で
あるが、小売業者をはじめとする流通業者を対象にする場合もある。これは消費者と
直接の接点を持つ小売業者が消費者へ容易に働きかけられるため、そして企業が流通
業者による自社製品の取扱、さらに取扱量の増加を必要とするためである。  
販売促進の定義に「人的販売、広告活動、パブリシティを除く」マーケティング・
コミュニケーションとあることからわかるように、販売促進の手法は非常に多様であ
る。しかし、販売促進・人的販売・広告・パブリシティの各領域は明確に切り分ける
ことが不可能209であり、各領域には重複する部分が存在する。その重複のうち、販売
促進と広告の重複形態が SP 広告なのである。 
ともにマーケティング・コミュニケーションの構成要素である広告と販売促進には、
目的・効果・手段の点に差異が存在する。まず目的について、広告、特にマス広告は
多くの消費者に企業からのメッセージを伝達することを目的とする。一方で販売促進
                                                   
209 亀井・ルディー（2009） 
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は、消費者に企業にとって望ましい行動を起こすよう働きかけることを目的とする。
広告は、消費者にメッセージを到達させることができれば目的を達成したこととなる。
販売促進はそれを実行したことによって、消費者が企業にとって望ましいなんらかの
行動に移らなければ、目的達成とはならない。 
次に効果の点でいえば、広告の効果は製品やサービスの認知度・好悪などの、消費
者の態度形成によって測定される。対して販売促進の効果は、消費者の購買行動によ
ってもたらされた売上などで測定される。これは、広告に期待される効果は長期的な
効果であり、販売促進に期待される効果は短期的なものであるということもできる。  
最後に手段の点では、広告はメッセージ、すなわち音声や文字情報により展開され
る。販売促進の場合は基本的に、メッセージ以外のモノ・サービス・金銭などの要素
を用いて展開される。広告と販売促進を明確に分けられる点があるとすれば、この手
段の点においてであるとされる210。 
以上の広告と販売促進の相違点をふまえたうえで、SP 広告の解釈について述べる。
先に、SP 広告は販売促進と重複している広告と述べた。つまり SP 広告はどちらかと
いえば広告だが、それが行われる際に用いられる手段において、販売促進と重複する
ものと理解されている211。広告のメッセージは媒体を用いて消費者へ伝達されるが、
SP 広告の場合は媒体それ自体に具体的な形としての特徴があり、媒体自体が意味を持
ちうる212。 
たとえばテレビ・新聞・雑誌・ラジオのマスコミ 4 媒体を利用するマス広告では、
映像・紙面・音声には具体的な形としての盗聴・制約があまりなく、広告のメッセー
ジのみがその手段になる。SP 広告には看板などの屋外広告、交通機関を利用して行わ
れる交通広告などがある。看板や交通機関といった媒体にはそれ自体に具体的な形と
しての特徴が存在し、SP 広告は媒体、すなわちモノの形という要素を手段に展開され
る。このモノの形という要素を手段にするという点で、SP 広告は販売促進と重なるの
である。SP 広告は使用される媒体の種類によってマス広告と区分され、つまりマスコ
ミ 4 媒体以外の媒体を使用する広告が SP 広告であるということができる。 
SP 広告に分類される広告の媒体は、屋外広告・交通広告・折込広告・ダイレクトメ
                                                   
210 亀井・ルディー,2009,p.53 
211 亀井・ルディー,2009,p.53 
212 亀井・ルディー,2009,pp.53-54 
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ール（DM）・フリーペーパー・フリーマガジン・POP（Point of purchase、店頭販促
物）広告・電話帳広告・展示・映像などである。 
ここで、SP 広告がモノの形といった要素を手段として展開されるとはどういうこと
か、媒体それぞれについていくつか詳しくみる213ことで説明する。屋外広告とは建物
の屋上・壁面などにある広告塔・広告板・懸垂幕、店頭の置き看板などの看板、電柱
広告といった屋外に掲出される広告の総称である。交通広告は乗り物（電車・バス・
タクシー・飛行機・船など）の内部・外部、あるいは交通施設（駅・停留所・空港・
港など）に掲出される広告である。前者は中吊りポスター・吊革広告やバス・タクシ
ーの車体にある看板やステッカーまたはラッピング車両など、後者はポスター・看板・
アドサークル（広告物を柱に貼りつけたもの）などである。なお、屋外広告と交通広
告はいずれも戸外で接するものであることから、OOH（Out of home）広告と総称さ
れる。 
SP 広告の媒体でたとえば屋外広告の看板は、本来的には看板に接する一般大衆にな
んらかの情報を伝える役割を持つ設置物であって、それを広告の媒体として利用して
いるということになる。交通広告における公共交通機関の電車やバスは、それ本来の
持つ役割は利用者を目的地へ運搬することであって、広告はその空間を利用して掲出
されているのである。そのうえで、たとえば公共交通機関には通勤・通学者などが非
常に多く集まるのであり、そこに掲出される広告は乗り物の利用者が多く集まるとい
う媒体の要素を手段として利用しているといえる。SP 広告が媒体のモノとしての要素
を手段とする、とはこのようなことを示している。 
SP 広告は販売促進と重複する形態のものであるが、厳密には販売促進と異なる。そ
れは SP 広告が販売促進とは違い、消費者を直接的な購買へ動機付ける効果があまり強
くないためである。しかし SP 広告は多くの場合、販売促進の他の手段とともに利用さ
れ、また実際に消費者が購買する状況に近いところに存在するため、販売促進の手段
として捉えられることが多い214。厳密には、SP 広告は販売促進を支援するものと捉え
ることが適切であるとされる215。 
本論文が対象とする明治時代の時代範囲においては、SP 広告の媒体のうち映像、す
                                                   
213 SP 広告の各媒体についての説明は亀井・疋田 ,2007,p.84-85 を参照。 
214 亀井・ルディー,2009,p.55 
215 亀井・ルディー,2009,p.55 
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なわち建物壁面の巨大液晶スクリーンのようなものは存在し得ない。しかし、看板・
電柱広告などの屋外広告の大半はもちろん電飾を利用したネオン看板や、交通広告な
どについてはすでに確認されている。 
 
第２項  明治時代における SP 広告媒体の発展と売薬業者による SP 広
告の展開 
 
江戸時代以来の屋外広告は、暖簾に絵や文字を配した「暖簾看板」、行燈に絵や文字
を配した「行燈看板」、店の建物に設置する「建看板」・「吊看板」、あるいは販売する
製品そのものを使った「実物看板」やその形状を模した「模型看板」があった216。ま
たポスターに類するものとしては、「絵びら」などの一枚刷りの印刷物・版画が、商家
の塀や木の下に貼り出された。 
 明治時代に入ると、江戸時代以来の看板・ポスター類に素材・技術・広告表現の面
で変化が生じ、また電柱広告・交通広告などそれまでなかったものが登場し始めた。  
1894（明治二七）年勃発の日清戦争終結後から 1914（大正三）年の第一次世界大戦
までの時期は、日本の屋外広告の中心を占めたのは看板であった。1890 年代半ばから
1900 年代、東京では当時「看板屋」と呼ばれていた看板設置業者が盛んに営業活動を
行っていた217。看板の素材や広告表現に変化が生じたのは 1890 年代半ばからで、素材
が従来の木彫りと墨・朱書きのものに対して、トタンなどの薄鉄板にペンキ塗料を用
いるものが増加した218。 
当時様々な業種で看板が盛んに用いられており、1899（明治三二）年には三井呉服
店が、美人画の描かれた看板を新橋駅の建物上方に掲出して利用者の注目を集めた。
この三井呉服店の看板は、実態として交通広告に該当するものといえる。1900 年代に
は、素材・広告表現の面で進歩した看板が、市中のみならず郊外・地方へも広がって
いく。1902（明治三五）年の雑誌『日本』には、鉄道沿線から景勝地にまで屋外広告・
交通広告が進出していることについて、景観を乱すと批判した文章が掲載されている
219。このような事実は、屋外広告・交通広告が数的に増大しており、また一般大衆の
                                                   
216 内川,1976,pp.6-10 
217 山本,1984,p.195 
218 山本,1984,p.195 
219 山本,1984,p.196 
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注意を引くものとなっていたことを裏付けている。 
1880 年代に電灯事業者が続々開業し、電灯の設置がはじまると、1890 年代には屋
外広告である電柱広告が登場しはじめた。1886（明治一九）年 7 月に日本最初の電力
会社である「東京電灯会社」（後、東京電灯株式会社に改組）が開業する。しかし日本
電力業草創の時期にあっては、⑴電気料金が低廉でないこと、⑵都市部を除いて送配
電網が未整備であること、⑶まだ金属製フィラメントが採用されていないため断線し
やすいという技術上の問題から、電灯需要は順調には増加しなかった220。1906（明治
三九）年以前までは、日本の一般家庭では石油ランプが依然として広く用いられ、都
市部でもガス灯が街灯を中心に根強く残っていた221。1907（明治四〇）年以降、遠距
離送電実現による水力開発の本格化、また電球への金属フィラメント採用に至って、
光源としての電灯の優位が確立される222。 
一方で、電柱広告専門の広告代理業務を行う業者は早期に現れた。1890（明治一三）
の『時事新報』に「東京電柱広告社」という業者が広告を出稿しており、その後 1901
（明治三四）年には東京で「合資会社電灯広告社」が設立され、「東京電灯株式会社」
と契約して電柱広告掲出の認可を受けている223。 
当時の電柱広告は、上段が三角柱型ガラス入りの行燈式の「看板広告」、下段が電柱
に直接塗りつけるか巻きつける「塗広告」の二段に分かれていた。前者の「看板広告」
は、より正確には電柱広告というより電灯広告とでも呼ぶべき形態のものである。「看
板広告」には電灯が使用され、夜間営業を行う広告主が利用した。  
電気の利用が広まるにつれて、イルミネーションを用いた広告（以下、便宜的にイ
ルミネーション広告と表記する）も現れた224。日本でイルミネーションの技術が公に
初めて利用されるのは、京都で行われた第四回内国勧業博覧会においてであった。1895
（明治二八）年の京都第四回内国勧業博覧会の時期に、イルミネーションが四条大橋
上に設置され話題を呼び、また 1903（明治三六）年大阪の第五回勧業博覧会では 6,700
個近くの電球を用いたイルミネーションが評判となった225。 
企業によるイルミネーション広告の利用は、1901（明治三四）年にキリンビールが
                                                   
220 橘川武郎（2004）『日本電力業発展のダイナミズム』（名古屋大学出版会） ,p.29 
221 橘川,2004,p.29 
222 橘川,2004,p.29 
223 山本,1984,p.197 
224 山本,1984,p.199-200 
225 山本,1984,p.199 
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新橋駅入口に、仮名六文字の電球で点滅するイルミネーション広告を出している226。
売薬業者では、1903（明治三六）年 9 月に山崎帝国堂が浅草公園にイルミネーション
看板を設置した記録がある227。またライオン歯磨が 1908（明治四一）年、東京須田町
の一角に縦 10.9 メートル・横 20 メートルの「ドリームランド大看板」を設置してい
る228。 
イルミネーション広告には看板の形態をとるもの、アーチ状の構造物に電飾を配す
もの、後述するような広告塔を建造する形態のものがあった。イルミネーション広告
の設置には多大な費用を要したため、利用する広告主は限られた。それでも利用者は
次第に増加し、1910（明治四三）年にはイルミネーション設置の専門業者である「日
本電飾株式会社」が設立されている229。 
以上、明治時代における SP 広告の媒体について、その発展過程を整理した。次に、
明治時代の売薬業者による SP 広告の展開をみていく。 
 
明治時代初期の SP 広告：①守田治兵衛／②岸田吟香 
 守田治兵衛は江戸時代に、江戸の入口であった品川・千住・板橋・四谷に「稟告」
として、現在の屋外広告に近い宝丹の広告を掲示していた。また岸田吟香はマス広告
の節で述べたように、新聞広告で取次・売弘を募集する際、希望者へ看板を送付して
掲出させることをしていた。 
守田治兵衛・岸田吟香による売薬の看板は、日本のかなり広範囲に設置されていた
とみられている。1877（明治一〇）年 4 月 7 日の『新潟新聞』に、東京・新潟間の紀
行文が掲載されており、守田治兵衛と岸田吟香の看板設置に言及した次のような記述
がある。 
 
道々目を驚かしたるは、小学校の校舎と岸田氏の精錡水に守田氏の宝丹の招牌（看板。
筆者注）なり。至る処として、少しく村落の形状をなせば、必ず此の三つを見ざるなし
（山本,1984,p.14） 
 
                                                   
226 山本,1984,p.200 
227 山本,1984,p.200 
228 山本,1984,p.200 
229 山本,1984,p.200 
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前項の引用からは、関東甲信越地方に守田治兵衛の宝丹、岸田吟香の精錡水の看板
が広く設置されていたことがわかる。また 1876（明治九）年 8 月 26 日の『東京日日
新聞』の読者通信に、青森から「精錡水は米町の滝屋にて大看板を輝かせり。宝丹の
看板も其近所にて見たり」（山本,1984,p.15）という記事も寄せられていた。1877（明
治一〇）年前後には、宝丹・精錡水の看板が東日本の広域に設置されていた。  
 
②㈱太田胃散による SP 広告の展開 
㈱太田胃散では、1907（明治四〇）年には辻貼看板・軒先看板といった屋外広告を
全国各地に設置する動きをみせている。全国の薬舗・雑貨店など人目に付きやすい道
筋や辻角に、角ゴシックで「太田胃散」と大書した辻貼看板を掲げた。また全国の主
だった商店はもとより農家の軒先にまで、縦 45cm・横 15cm の琺瑯製の軒先看板を打
ち付けた。 
看板の設置にあたっては、「看板屋」の一つである「白馬堂」という業者と取引した。
白馬堂の従業員が琺瑯製の辻貼看板を背負って全国を回り、看板を設置するのに適し
た辻角や軒先に打ち付けて歩いたという。その人足による看板設置の範囲は、北は北
海道から南は鹿児島に至るまで、さらには日本アルプスの山小屋にまで及んだともい
う。辻貼看板・軒先看板など、屋外広告を積極的に用いたのは太田胃散に限らなかっ
た。後述する森下仁丹、「中将湯」の津村順天堂230、「大学目薬」の参天堂231など当時
の有力売薬業者が相次いで採用し一種の流行ともなったという。 
二代信義はまた、当時登場して間もない国産自動車も利用した。アメリカでフォー
ド社の「T 型」が販売される前年の 1907（明治四〇）年に、吉田真太郎と円山駒之助
が輸入部品を用いて、二気筒十二馬力の国産初のガソリン車を開発した232。その国産
自動車は独特な走行音から「タクリー号」と呼ばれるようになった。その後も「快進
社」の橋本増次郎や「宮田製作所」などが自動車の製作を試みていたが、企業として
成功したものは当時無かった233。 
二代信義は「タクリー号」の車体横に「太田胃散」と染め抜いた横断幕を巻き、太
                                                   
230 現在の株式会社ツムラ 
231 現在の参天製薬株式会社 
232 和田一夫（2009）『ものづくりの寓話』（名古屋大学出版会） ,p.158 および株式会社太田胃
散『太田胃散百年の回想』編集委員会 ,1980,p.80 
233 和田,2009,p.158 
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田胃散を手に持たせた女性を乗せて、東京市内の目抜き通りを走り回らせた。さらに
そのスチール写真を広告表現にも採用した。自動車の交通広告としての利用は、1903
（明治三六）年に三井呉服店が配達用車両として店名入りの自動車を用いており、ま
た 1907（明治四〇）年にキリンビールがビール瓶に模した荷台を付けた自動車で広告
を行った234。自動車の製造が企業によりなされておらず、公共交通機関として機能す
ることもなかった当時に、広告媒体として自動車を利用することは上層階級の消費者
をはじめとして注目を集めた235。 
 
④森下仁丹による大規模な SP 広告の展開 
森下仁丹は明治時代末期から、売薬業者の中で最も屋外広告・交通広告を大規模に
展開した236。1905（明治三八）年の仁丹発売後に制定した「仁丹規定書」には、「七、
全国薬店へ突出し屋根看板を掲示」（山本,1985,p.133）とあり、森下仁丹の社員が仁丹
を扱う小売業者のもとへ看板を掲出して回ったとされる。 
森下仁丹が最も力を入れたのは電柱広告であった。電柱広告の専門業者・合資会社
電灯広告社に 1907（明治四〇）年に入社した亀田満福の記録によれば、当時最大の広
告主は森下仁丹で、森下仁丹から電灯利用の「看板広告」と「塗広告」あわせて 3,000
本の受注を受けたという237。またその記録には、森下仁丹は 3.000 本の電柱広告を依
頼した当時、売り上げの三分の一の 1,000,000 円を広告費に投じていたとも述べられ
ている238。 
先述のように、1900 年代には屋外広告・交通広告が地方へも広がっていき、それに
対して雑誌などで景観を損ねるという批判が広告主へ寄せられていた。森下仁丹の屋
外広告・交通広告も批判の対象となっていたが、森下仁丹は電柱広告において行った
広告表現により、後に一般大衆から屋外広告の展開を歓迎されるようになった。森下
仁丹が行った電柱広告の広告表現とは、電柱広告に設置箇所の町名番地を記載すると
いうもので、当時「町名番地札」などと呼ばれていた239。明治時代をはずれるが 1919
（大正八）年 8 月 13 日の『国民新聞』には、森下仁丹の「町名番地札」によって東京
                                                   
234 山本,1984,p.202 
235 山本,1984,p.104 
236 山本（1984） 
237 山本,1985,p.134。ただし原典は亀田満福（1960）『電柱広告六十年』 
238 山本,1985,p.134。ただし原典は亀田満福（1960）『電柱広告六十年』 
239 山本,1984,p.198 
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市民は非常に便利を被っている、という投書が送られている240。 
交通広告では、鉄道沿線に設置する野立看板を利用した。それだけではなく、1907
（明治四〇）年には大阪駅前に巨大なイルミネーション広告を設置し、大阪名物の一
つにされた241。その翌年 1908（明治四二）年には、東京・神田明神の開花楼の上に「書
方活動式三色イルミネーション」という三色変化する電気広告塔を、口中香錠「ゼム」
を発売した山崎愛国堂とともに設置して評判を呼んだ242。 
 
第４節 売薬業者によるその他のマーケティング・コミュニケー
ション 
 
第１項  売薬業者によるマーケティング PR（Public relations）の展開 
 
マーケティング PR（Public relations）とは、提唱者であるハリスとウァーレンによ
れば「マーケティング目的を達成するためのパブリック・リレーションズ戦略および
戦術の活用。マーケティング PR の目的とは、認知の獲得、販売の刺激、コミュニケ
ーションの促進、そして、消費者と企業、ブランドの間に関係性を構築することであ
る」（亀井・ルディー,2009,p.94）と定義されている。 
 そもそもパブリック・リレーションズ（Public relations, PR）とは、「企業イメージ
や個々の製品をプロモーションしたり保護したりするために企画された、様々なプロ
グラム」（コトラー・ケラー・恩藏・月谷,2008,p.918）と定義される。パブリック・
リレーションズの解釈については「企業などの組織体とそれを取り巻くあらゆる関係
者（publics＝大衆ないしは stakeholder＝関係者）との間に樹立された「良好な関係」
を本来意味しており、そうした「良好な関係」を樹立すべく展開されるあらゆる組織
的な活動としての「PR 活動」の意味を含んで用いられることも少なくない」（亀井・
疋田,2007,pp.20-21）と説明される。 
「PR 活動」の内部には金銭的・物理的・人的・コミュニケーション的な活動なども
含まれ、その活動の種類は多様である。広告とパブリック・リレーションズの関係は、
                                                   
240 山本,1984,p.198 
241 山本,1984,p.200 
242 山本,1985,p.134 
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「「PR 活動」の構成要素としての「PR コミュニケーション活動」の、さらにその一部
としての「広報」を構成する一要素として整理することができる」（亀井・疋田 ,2007,p.21）
と理解されている。パブリック・リレーションズは以下の図表 4.-3 に示す 5 つの機能
を持つ。 
 
図表 4.- 3 パブリック・リレーションズ（PR）の 5 つの機能 
 
機能 内容 
報道対策 企業をよく見せる形でニュースや情報を公表すること  
製品パブリシティ（Product publicity） 特定製品のパブリシティを支援すること  
コーポレート・コミュニケーション 
社内外のコミュニケーションを通じて企業への理解を
促進すること 
ロビー活動 
法規制の推進あるいは廃止を狙って議員や官僚と交渉
すること 
コンサルティング 
平常時および逆境時のパブリックの問題や企業のポジ
ションとイメージに関して、経営陣にアドバイスする
こと 
出典）コトラー・ケラー・恩藏・月谷,2008,p.742 を参照して筆者作成 
 
第 2 章で述べたように製品パブリシティ（Product publicity）は、「広義の促進」で
ある「4P 理論」の促進（Promotion）、すなわちマーケティング・コミュニケーション
の構成要素の一つとして整理されている。そもそもパブリシティ（Publicity）は、「広
報活動の一形態。企業、団体、個人が、ある事業や商品についての情報が無料でメデ
ィアに取り上げられることを意図して発信するメッセージ」（亀井・ルディ
ー,2009,p.98。ただし原典は日経広告研究所（2005）『広告用語辞典 第 4 版』（日本
経済新聞社））とされ、製品・サービス・アイデア・場所・人・組織を「無料で確保」
した広告スペースに広告する事とされる243。このうち、特に製品について取り扱うパ
ブリシティを製品パブリシティという。 
                                                   
243 コトラー・ケラー・恩藏・月谷,2008,p.742 
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広告スペースを「無料で確保」するとは、パブリシティにおいて企業ができること
は自社製品などが「世間に報道する価値がある」ことをアピールする事だけで、それ
を取り上げて記事などで表現する主体は報道機関だからである。つまり、企業が広告
主として媒体料金を支払い広告するのではなく、企業が発信したトピックについて報
道機関が任意に取り上げるため、その場合に費用を請求されることは無いのである。
そのため、企業は自社が発信した製品や組織の情報について、それがどのような表現
によって報道機関により報道されるかをコントロールすることはできない。しかし、
報道機関という第三者の視点から発信される情報であるため、受け手に高い信頼性の
あるメッセージとして受容されやすい（第三者保証効果、Third Party Endorsement 
Effect）という利点も持つ244。 
コーポレート・コミュニケーションとは、亀井・ルディー（2009）が定義する「経
営コミュニケーション」245のうちの「社外的経営コミュニケーション」で、企業経営
全体あるいは組織形態・部門活動などその部分要素に関わるコミュニケーションとさ
れる246。製品パブリシティなどのパブリック・リレーションズで用いられてきた手法
を、マーケティングへの直接的な貢献を目指して活用するのがマーケティング PR で
あると考えられている247。 
 マーケティング PR は、従来はパブリシティと呼ばれていた248。それはマーケティ
ング PR のなかでパブリシティが最も中心的な手法として活用されているからである
249。しかし、マーケティング PR の役割はパブリシティの機能のみにとどまらず、次
の 6 つの重要な機能を持つとされている。すなわち、①新製品発売の支援、②成熟製
品のリポジショニングの支援、③製品カテゴリーに対する関心の構築、④特定の標的
集団への影響、⑤社会問題に直面した製品の保護、⑥自社製品に好意的に反映するよ
うな企業イメージの構築、である。また、マーケティング PR の手法について主要な
ものは、次項の図表 4.-4 のように整理されている。 
                                                   
244 亀井・ルディー,2009,p.99 
245 亀井・ルディー（2009）では、企業が経営遂行のために組織内外のすべての関係者との間
に展開する、理解の獲得や信頼関係の維持・構築にいたる相互的なコミュニケーションを「経
営コミュニケーション」としている（亀井・ルディー,2009,p.14） 
246 亀井・ルディー,2009,p.14 
247 亀井・ルディー,2009,pp.93 
248 コトラー・ケラー・恩藏・月谷,2008,p.742 
249 亀井・ルディー,2009,pp.98 
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図表 4.- 4 マーケティング PR の主な手法 
 
手法 内容 
刊行物 
（Publications） 
ターゲット市場に到達し影響を及ぼすために、刊行物が活用さ
れることがある。刊行物と呼ばれるものの中には、年次報告書
（アニュアル・レポート）、小冊子、企業からのニュースレター
や広報誌、視聴覚教材がある。 
イベント 
（Events） 
特別なイベントを計画することで、新製品をはじめとする企業
活動に対する注意を喚起することができる。イベントには、ニ
ュースカンファレンス、セミナー、研修ツアー、トレード・シ
ョー、展示会、コンテストや競技会、周年記念式典などがある。 
スポンサーシップ 
（Sponsorships） 
スポーツや文化イベントなど強い関係のある事柄に対して協賛
活動をすることによって、ブランドや企業名を売り込むことが
できる。 
ニュース 
（News） 
PR 専門家※1 の主要業務の一つに、企業そのものやその製品、属
する人についての好ましいニュースを取り上げたり創造したり
して、メディアに対し、プレスリリースを受け取ったりプレス
発表会に出席したりするよう促す業務がある。  
スピーチ 
（Speeches） 
経営者はメディアからの質問に回答したり、同業者団体、販売
会議において発言をしなければならないようになってきてい
る。これらの場面に登場することは、企業イメージの構築に影
響する。 
社会貢献活動 
（Public-service activities） 
企業は社会的大義のために寄付金や慈善活動を行うことによっ
て、信用を構築することができる。 
アイデンティティ媒体 
（Identity media） 
企業には、世間にわかりやすいビジュアル・アイデンティティ
（Visual identity, VI）が必要とされる。ビジュアル・アイデン
ティティを表現する場面は、企業ロゴ、文具、小冊子、看板、
ビジネス用箋、名刺、社屋、制服、ドレス・コードなどである。 
出典）亀井・ルディー,2009,p.96 より、図表 2 から筆者が一部加筆して転載。 
※1 広告会社内のパブリック・リレーションズ専門のスタッフなど、パブリック・リレーションズの専
130 
 
門家。 
  
以上マーケティング PR について、その定義と解釈、主な手段について整理した。
以下で、売薬業者によるマーケティング PR の展開の事例を見ていくこととする。 
 
①守田治兵衛の刊行物によるマーケティング PR 
守田治兵衛は新聞広告の利用にとどまらず、売薬の広告のために雑誌を創刊すると
いう、前近代にはみられなかったマーケティング・コミュニケーションも展開した。
守田治兵衛は明治時代に入ると新聞広告のみならず、雑誌広告も積極的に利用した。
そして 1878（明治十一）年に守田治兵衛は、宝丹の製品パブリシティとして『芳譚
ほうたん
雑
誌』という雑誌を刊行した。『芳譚雑誌』創刊号の緒言には「此雑誌は多く守田氏宝丹
に関係ある諸君に愛玩を冀
ねが
ふ」（山本,1984,p.10）とあり、全国の宝丹を販売する小売
店、また市中の書店にて販売された。月六回刊行で、一部 2 銭で販売され、戯作物や
奇談などの読み物を掲載していた。それと同時に、毎号読者から集めた宝丹服用につ
いての経験談などを掲載し、宝丹の PR に努めた。 
 守田治兵衛が宝丹を広告するためにつくらせた古典落語の演目も存在している。古
典落語の「なめる」という演目は物語の終盤で、失神した主人公にその友人が宝丹を
飲ませるくだりがある。その際に、東京上野池之端の守田治兵衛の薬舗で宝丹を購入
したことなど、宝丹の名前や購入の方法を台詞に細かく組み込んでいる。同じような
ものでは、歌舞伎の台詞の中に宝丹の名前を言わせる箇所を作らせたこともあるとさ
れる。歌舞伎や落語を利用して売薬を広告することは、江戸時代においても「ういろ
う」などでみられた方法であり250、前近代の広告活動を踏襲したものといえる。どの
ような経緯で守田治兵衛が「なめる」の演目を作らせたか明らかでないため、断定す
ることはできないが、スポンサーシップ（Sponsorships）に近いマーケティング PR
の手法と思われる。 
                                                   
250 八巻,2006,pp.108-110。「ういろう」により痰咳の持病を治した二世市川団十郎が、小田原
の外郎屋への礼として、歌舞伎の台詞を使って「ういろう」を広告した。1718（享保三）年、
歌舞伎の演目「若緑勢曾我」に、「ういろう売り」の台詞を二世市川団十郎自ら執筆して講演
した。「ういろう」の効能について非常に長い台詞を早口で述べるもので、当初の台詞は 1,880
字にも及んだ。このように、歌舞伎役者に製品の名前や効果を台詞で喋らせることは、売薬以
外の製品でも一般に行われていた。当時は、歌舞伎の演目とそこにおける台詞が広告媒体とし
て機能していた。 
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 ②岸田吟香（および守田治兵衛）によるパブリシティに近似した新聞記事の展開  
 岸田吟香は『東京日日新聞』に記者として入社しており、自身が執筆した記事のう
ち、製造・販売していた売薬の製品名を挿入するということを行っていた。つまり、
実態としては自家製造の売薬の広告であるが、その文章の体裁や内容が新聞記事のよ
うなものを執筆していたという251。これはアドバトリアル（Advertorial）252の先駆け
ともみなされているが、江戸時代によく行われていた売薬の広告を踏襲したものと思
われる。江戸時代には戯作者253が売薬（合薬）を製造・販売していることが多く、自
らの著作に自家製の売薬を登場させるということがよく行われた。岸田吟香は自筆の
記事中に頻繁に精錡水の名前を挿入し、そのためか新聞購読者からの通信文に、各地
で精錡水が評判であるという記事が出ることもあったとされる254。 
 第 1 節で述べたように、1870 年代まで新聞広告の広告主は売薬業者か書籍出版業者
にほぼ絞られており、その二つの業種からの新聞広告の収入は新聞社側にとって重要
であった。守田治兵衛・岸田吟香の両者は大口広告主の立場を利用して、新聞各社に
自分たちのことを取り上げた記事を掲載させるよう仕向けていたとされている。1878
（明治十一）年 6 月 6 日の『読売新聞』には、守田治兵衛・岸田吟香に関わることは
些細な内容でもすぐ記事にされている、という内容の投書が寄せられている255。 
 岸田吟香・守田治兵衛がともに大口広告主の立場を利用して新聞社に自分たちの記
事を書かせたことは、製品広告と製品パブリシティの「ハイブリッド型」の構成要素
であるペイド・パブリシティ（Paid publicity）とみなすこともできる。しかし当時岸
田吟香や守田治兵衛が行った、新聞記事風の広告や自分たちについて新聞社に書かせ
た記事に対しては、投書や非難が寄せられていた。岸田吟香が新聞記事風の広告を展
開していた 1876（明治九）年 8 月 26 日の『東京日日新聞』では、次項に引用するよ
うな注釈が記事に加えられることもあった。 
 
                                                   
251 山本,1985,p.27 
252 アドバトリアル（Advertorial）とは「記事体広告」ともいい、「ブランドに好意的な編集記
事風の広告」（コトラー・ケラー・恩藏・月谷 ,2008,p.909）と説明される。つまり新聞・雑誌
の記事のような体裁の広告である。 
253 江戸時代の俗文学作者。 
254 山本,1984,p.11 
255 山本,1984,p.11 
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各地景況中精錡水ノ事ヲ記送セラルル者多シ。是我社ノ吟香ガ製剤ニ係ルヲ以テ、看客
ノ招帖（広告。筆者注）ト看做サレン事を恐ル故ニ、此後ハ削除シテ記サズ（山本 ,1984,p.11） 
  
 上記の引用は、各地から精錡水の評判について述べた記事が多かったことから、以
降そのような内容の記事は『東京日日新聞』社側で削除し記載しないという旨を述べ
ている。それだけ岸田吟香が精錡水の名前を記事に挿入していたことがわかるが、こ
れはそもそも岸田吟香が新聞記事の表現を決められる立場にあったからでもある。ま
た、岸田吟香と守田治兵衛が自分たちのことを記事に書かせることに対しては、1878
（明治十一）年 6 月 8 日の『読売新聞』へそれを非難する投書が寄せられている256。 
 
以上、①守田治兵衛と②岸田吟香のマーケティング PR の展開をみてきた。守田治
兵衛による 1878（明治十一）年の『芳譚雑誌』刊行は、少なくとも売薬業者では、日
本最初の刊行物によるマーケティング PR であるといえる。また江戸時代からの継続
として捉えるべきではあるものの、守田治兵衛による歌舞伎の演目の利用はスポンサ
ーシップと見ることができる。 
岸田吟香による新聞記事風の広告や守田治兵衛・岸田吟香が新聞社に自分たちの記
事を書かせたことなどは、今日的なパブリシティに期待される効果、すなわちパブリ
シティにおける第三者保証効果が充分に機能していなかったようである。この意味で
守田治兵衛・岸田吟香の行動は今日的なパブリシティ、ひいてはマーケティング PR
に相当するものとは言い難い。しかしそれに近似的な行動が、明治時代の新聞が登場
して間もない時期から展開されていたことは、注目すべき点である。  
  
 ③初代信義による業界団体での動き、および政治的活動・社会貢献活動  
㈱太田胃散の経営が順調に進むにつれ、初代信義は社外活動にも目を向けるように
なっていった。1883（明治一六）年に渋沢栄一らが発起した、東京商工会議所の前身
である東京商工会創立の際には、初代信義もこれに賛同・参画して同商工会議員に就
任している。これと前後して、売薬業界では売薬業者の利益団体である「売薬組合」
を設立し、信義は推薦されて同組合の頭取に就任している。当時の売薬業界は「売薬
規則」と「売薬印紙税規則」による二重の重税を課されるなど、売薬業界全体が圧迫
                                                   
256 山本,1984,p.11 
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を受けている状態にあった。組合の目的は、政府による圧迫を退けながら売薬の社会
的な信用・地位の向上をはかることであった。 
1887（明治二〇）年 9 月 20 日には大阪の同業有志が、売薬業界の「乱売」（安売り）
防止を目的とする「徳盛会」を設立した。徳盛会は個人会員の組織で、全国で同様の
団体を結成することを目指して始まった。しかし東京は何らかの理由でついに徳盛会
の成立には至らず、他の地方に遅れて「矯正会」が組織された。社史では 1888（明治
二一）年に、初代信義が推薦されて徳盛会の初代会長に就任したと書かれているが、
おそらく徳盛会ではなく矯正会の会長であったと考えられる257。 
初代信義はその後、政治的な活動にも進出しはじめる。1891（明治二四）年 7 月に
は東京府議会議員に選出された。日本橋衛生会評議員にも就任するなど、地域社会や
公共事業などに身を投じて奔走するようになる。 
さまざまな社会事業に関心を広げ、物心両面から積極的に援助した。教育関係では
様々な学校に教育資金を寄付し、福祉関係でも様々な施設や機関を後援した記録があ
るという。各方面での活躍が認められ、政府・東京府・地元などから数多くの表彰を
受けている。 
 以上のように、初代信義は同業者団体で有力な地位に就き、また政治活動などを行
う中で公でのスピーチ（Speeches）の機会を得ていたと考えられる。事実、後述の福
沢諭吉による売薬批判に対して、初代信義は守田治兵衛・岸田吟香とともに裁判の原
告となるなど第一線で活躍していた。また情報は乏しいものの、社会貢献活動
（Public-service activities）とも考え得る行動をとっていた。ここで初代信義による教
育・福祉への寄付を社会貢献活動とそのままみなさないのは、その行為にいたる動機
や経緯の面について詳しい情報が無いため、社会貢献活動として展開された行為であ
るかの判断ができないためである。 
  
 ④森下仁丹による社会貢献活動 
 森下博は森下仁丹創業にあたり、事業の根本方針として「済世利民」、つまり世の中
の弊害を除いて人々の救いとなることを掲げた。また「一、原料の精選を生命とし、
                                                   
257 池田（1929）によれば大阪徳盛会の結成は 1887（明治二〇）年であり、その発起人として
挙げられている者の中に初代信義の名前はない。初代信義の会長就任がこの矯正会についての
話であるならば、1888（明治二一）年に矯正会が設立したということになる。  
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優良品の製造供給、二、進みては外貨の獲得を実現し、三、広告による薫化益世を使
命とする」（山本,1985,p.133）という、三カ条のスローガンも掲げていた。「広告によ
る薫化益世」、すなわち広告をもって世の中に利するとは具体的にどのような考えであ
ったか確かではない。ただ森下仁丹の「町名番地札」と呼ばれた電柱広告が、東京の
都市生活者に非常に有用と受け入れられていたことなどに、広告によって社会の役に
立っていた側面を見出すことができる。 
 森下仁丹では、世界各地の災害・天災に対して義捐金を拠出していた。明治時代に
おいては、1906（明治三九）年の台湾の震災、1908（明治四一）年のイタリアの大震
災に義捐金を出した。また 1911（明治四四）年から 1912（明治四五年・大正元年）に
かけて続いた中国の「辛亥革命」において、清国軍と革命軍の双方へ仁丹 30,000 包
を寄贈した。海外だけでなく、国内の飢饉・災害への義捐金拠出をした。  
 森下仁丹は事業方針に「済世利民」を掲げるなど、社会貢献活動をかなり重視して
いたことが指摘できる。 
 
第２項  売薬業者によるパーソナル・コミュニケーションの展開 
 
 パーソナル・コミュニケーションは「ある個人と別の個人の 2 者間、あるいは少人
数の人々の間で交わされる情報交換過程を意味」（亀井・ルディー,2009,p.109）する
とされ、マス媒体により展開されるマス・コミュニケーションとの対比で用いられて
きた。 
 パーソナル・コミュニケーションには人的販売（Personal selling）、ダイレクト・マ
ーケティング（Direct marketing）、インタラクティブ・マーケティング、そしてクチ
コミ・マネジメントが含まれる。このうち、第 2 章で述べたように人的販売（Personal 
selling）とダイレクト・マーケティング（Direct marketing）は、マーケティング・コ
ミュニケーションの基本的な構成要素とされている。 
 人的販売（Personal selling）は販売員が店舗内の購買者に、あるいは見込み客を訪
問して、製品・サービスの販売を実現させることということができる258。人的販売は
購入プロセスの後半の段階、とりわけ購買者の選好・確信・行動を作り上げる際に最
も効果があるとされ、次の 3 つの特性を持つ。すなわち⑴対面（2 人以上の間に直接
                                                   
258 コトラー・ケラー・恩藏・月谷,2008,pp.783-785 
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的で双方向性のある関係を築くため、相手の反応を見ることができる）、⑵親交（単な
る仕事上の関係から個人的な深い友情まで、多様な関係が生じる可能性がある）、⑶反
応（購買者には、販売員の話を聞いたことで多少の義務感が生じる）、の 3 つの特性で
ある259。 
 クチコミ・マネジメントとは、本来企業が操作できない「クチコミ」を戦略的にコ
ントロールしようとすることで、クチコミ・マーケティングと言い換えられる260。ク
チコミについては、アーント（Arndt）が「商業的意図が無い送り手と受け手との間で
交わされる、口頭による、対面での、ブランドや製品やサービスに関するコミュニケ
ーションである」（亀井・ルディー,2009,p.112）と定義した。またローゼン（Rosen）
も「特定の製品、サービス、企業についての、あらゆる時点での人と人とのコミュニ
ケーション」（亀井・ルディー,2009,p.113）と定義している。 
アーントの定義は社会的チャネル（隣人・友人・家族・同僚が標的購買者に情報を
伝える）でのパーソナル・コミュニケーションに置き換えることができ、一方ローゼ
ンの定義は企業チャネル（企業の販売員が標的購買者に接触する）と専門家チャネル
（企業とは関係のない専門家が標的購買者に情報を伝える）を含めた、全チャネルに
おけるパーソナル・コミュニケーションということができる。アーントの定義を「狭
義のクチコミ」、ローゼンの定義を「広義のクチコミ」と理解する見方もある261。 
クチコミ・マーケティングの定義はクチコミ・マーケティング協会（Word of Mouth 
Marketing Association, WOMMA）によれば、「商品やサービスについて話す理由を人々
に与え、会話が起こりやすくすること」（亀井・ルディー,2009,p.130）と定義され、
いくつかの手法が存在している。 
以上、パーソナル・コミュニケーションと称されるマーケティング・コミュニケー
ションの手法について定義と解釈を整理した。このうち、インタラクティブ・マーケ
ティングについてはインターネット技術の普及に伴い論じられてきたものであるため
262、明治時代には生じ得ない。ただしその他のパーソナル・コミュニケーションにつ
                                                   
259 コトラー・ケラー・恩藏・月谷,2008,pp.692-693 
260 亀井・ルディー,2009,pp.109-136 
261 亀井・ルディー,2009,p.114 
262 インタラクティブ・マーケティングは、1990 年代半ばにパソコン、インターネットなどの
情報技術の発達に伴い新たに登場したものである。その解釈については、たとえば「インタラ
クティブ・メディア（インターネットなど。引用者注）を介して、デジタル化された電子情報
を閲覧したり入力したりすることができる端末を使うことによって、コンテンツの提供やリス
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いては明治時代においても展開されていた。ここで、以下に提示する守田治兵衛の事
例は、クチコミ・マーケティングの領域に含まれるのではないかと考えられる。  
 
①守田治兵衛による 
守田治兵衛は江戸時代から、市井の人々との交流を通して、宝丹の売上を伸ばすこ
とに注力した。湯女
ゆ な
263や医師と親しくなり、宝丹の評判を広めさせたり、販売させた
りすることをしていた。医師に対しては、宝丹の処方について詳しく教えることもあ
ったという。1878（明治十一）年の『郵便報知新聞』には、地方読者から銭湯・髪結
床で宝丹が評判との通信文が寄せられている264。また、守田治兵衛の薬舗の前を車夫
などが通りかかると、「宝丹水」を手桶で汲んで与えるなどもしていた。  
これらの守田治兵衛の行動は、パーソナル・コミュニケーションに含められるマー
ケティング・コミュニケーションとみることができる。江戸時代から銭湯や髪結床（理
髪店）は市井の人々の交流の場として機能しており、銭湯にて売薬が委託販売されて
いることも多かった265。守田治兵衛が銭湯で客の相手をする湯女に推奨・販売を行わ
せたことは、どれだけ売り上げに貢献したかの詳細な数値はないものの、有効であっ
たと思われる。そして医療の専門家である医師に推奨・販売を行ってもらうことは、
宝丹の効能について信頼性を高めることができ、また専門家チャネルを利用したクチ
コミ・マーケティングに近いともいえる。 
湯女や医師を通じた宝丹の推奨・販売は、パーソナル・コミュニケーションの手法
のうちいずれのものに分類すべきか、判断が難しい面がある。しかし、守田治兵衛が
自身の薬舗の前を通りかかる車夫に「宝丹水」を提供していたというものは、クチコ
ミ・マーケティングにおける「種まきマーケティング」の手法にあたるのではないか
と考えられる。種まきマーケティングとは、大規模なサンプル配布を行って、試用し
た人の発言・推奨を期待するものである。 
 
以上、明治期の売薬業におけるマーケティング・コミュニケーションの展開を整理
                                                                                                                                                          
ポンスの返信を企業と顧客の間で双方向的に行うマーケティング・コミュニケーション」（亀
井・ルディー,2009,p.215）のように説明される。 
263 江戸時代の銭湯で働いていた、入浴客を世話する女性。銭湯において遊女としても働いて
いる場合が多かった。 
264 山本,1984,p.10 
265 増田（1981）／八巻（2006） 
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した。明治期の売薬業におけるマーケティング・コミュニケーションについて、それ
がどのような変化をしたのかを、次の第 5 章で議論する。 
したがって次の第 5 章では、明治期の⑴売薬の流通機構改編とその社会環境への影
響、そして⑵売薬業における明治期のマーケティング・コミュニケーションの前近代
に対する非連続性、を議論する。  
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第５章 明治時代の売薬業における社会環境の
変化とマーケティングの発展の相互作用 
 
第１節 売薬の明治期における流通機構改編にみるマーケティ
ングの発展と社会環境の変化の関係 
 
第１項  明治期売薬業におけるマーケティングの発展：「売薬営業者（売薬
本舗）→売薬問屋→請売者（小売業者）」の流通機構発生 
 
 1877（明治一〇）年以降、「売薬営業者（売薬本舗）→売薬問屋→請売者」の新たな
流通機構が生じた。これは、江戸時代に売薬（合薬）の流通経路が行商・店舗販売・
委託販売のいずれかしか存在しなかった状況に対してみれば、売薬の流通構造におけ
る大きな発展であった。また、江戸時代には存在しなかった売薬専門の卸売業者「売
薬問屋」が登場したことも、大きな変化であった。 
 売薬業におけるマーケティングの発展、すなわち流通機構の改編をもたらした社会
環境の変化は、明治政府による売薬関連の法規制であった。 
 明治政府は医療近代化の方針から、江戸時代以来なんらの規制も行われてこなかっ
た売薬に対して法規制の整備の必要性を認識した。政府が法規制の整備を考えた背景
には 1881（明治一四）年 3 月 20 日の『内務大蔵両省伺』にあるように、「賣藥の儀は
無稽の方劑十の八九に居り大抵は奸商，黠
かつ
賣[振り仮名引用者]，衒賣，射利の具とな
るに過ぎず（中略）漸次淘汰醫學の開進に從ひ其蹤
あと
を絶たしめん」という、売薬を差
別的に捉えた思想も存在した。つまり、医療を西洋医学的に発展させていくうえで、
売薬は障害であると考えられていた。いずれにせよ、売薬に対して政府による法規制
が初めてなされたのが、明治時代であった。 
 1877（明治一〇年）の売薬規則は、政府による売薬への法規制の一環である。この
売薬規則によって、売薬営業者には売薬営業税として、「藥劑一方につき一箇年二円」
（清水,1949,p.200）が課されることとなった。この毎年一方につき 2 円ずつの売薬営
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業税は、売薬営業者にとって非常な重税であった。そのため、売薬営業者は徴税回避
の方策を取ることになった。 
 徴税回避の方法は次の通りであった。各地域で有力売薬業者を代表に、場合によっ
て共同の売薬の組合・組織をつくり、共同の製剤所を設置する。その地域の有力売薬
者のみが各売薬営業者を代表して、免許鑑札を取得し、他は鑑札を返納して請売者・
行商人に転向する。そのうえで、有力売薬業者を名義人とする免許のもと、名義人の
有力売薬業者の製剤を手伝うように装い、実態としては各売薬業者独自に製剤する。  
このようにして共同組織や代表者の名義で売薬営業者の免許を取得することにより、
実際に売薬の製造にあたる者が個別に売薬営業税を納める義務を無くしたといえる。
共同の製剤所で複数人が売薬を製造していても、売薬営業税の納税は製剤所の名義で
行えばいいので、各製造者が負担する税金は減るのである。政府は売薬業者に対する
徴税回避への対策として売薬を調整・改良する者を「営業者」と定めて、売薬営業税
課税対象を請売者・行商人へも広げた。 
売薬業者に対する法規制の整備（課税）とそれに対する徴税回避の動きは、明治時
代の売薬業に新たな流通機構をもたらすことになった。売薬営業税回避のために、各
地で多くの売薬営業者が請売者、つまり小売業者に転向した。売薬営業者は地方に増
加してきた請売者と契約し、地方へ販路拡張する動きをみせた。そこで売薬営業者か
ら遠隔地の小売店（請売者・行商人）への仲介を行うための卸売業者の必要性が生じ
てくる。その卸売業者が売薬問屋である。以下に第 3 章の図表 3.-2 を再掲する。 
 
図表 3.- 4 売薬本舗（売薬営業者）・売薬問屋・請売者による流通機構（再掲）  
 
 
 
 
 
 
出典）筆者作成 
 
売薬営業税とそれへの徴税回避の結果、あらゆる都市・町に請売者が存在するよう
売薬問屋 
売薬の製造・出荷 
売薬本舗 請売者 
売薬本舗からの売薬を 
請売者へ卸売 
売薬の小売 
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になった。それによって両者を仲介する売薬問屋が出現することになるのである。売
薬問屋も各地に発生し、東京・大阪・名古屋など都市に多数存在するようになった。
この当時、東京・大阪など都市部の売薬営業者は積極的な広告展開を行い、売薬問屋
を中心とする流通機構を積極的に利用した。各売薬問屋はその地方において請売者・
行商人に対する売薬の供給を請け負った。 
こうして、明治時代における売薬への法規制の整備が、売薬の流通機構改編をもた
らした。売薬業における専門の卸売業者・売薬問屋の登場とそれを中心とする流通機
構の発生は、商人による委託販売が売薬の流通の中心的な経路であった江戸期に対し
て、マーケティング上の大きな変化であり、発展であった。 
本論文は法規制の整備とそれに伴う売薬営業税の課税が、売薬業におけるマーケテ
ィングの発展をもたらした社会環境の変化であると考える。ここで、第 2 章第 3 節第
2 項でも議論したが、法規制は吉野（1976）が述べる意味の「社会環境の変化」とい
えるのかについてあらためて確認しておく。 
吉野（1976）は戦後日本の政府による国内流通部門への政策について言及したうえ
で266、それが吉野（1976）の議論の時点までほとんど進展していなかったことを指摘
し、マーケティングを発展させるうえでの政府の影響・役割の重要性を示唆している。  
また吉田（1964）が消費財としての医薬品が持つ特殊性としてあげた七点のうち、
医薬品の根本的特性とされた⑴生命関連性・⑵高品質性の二点267により、医薬品産業
は法規制の影響を強く受ける。⑴生命関連性・⑵高品質性のため、個人の医薬品の購
入・消費に関係する専門家の資格と医薬品の品質を法的に規制しなくてはならず、ま
た医薬品に関わる誇大広告や詐欺的行為も取り締まられなくてはならない。したがっ
て医薬品という消費財は法的な規制の影響を受けやすく、医薬品である売薬およびそ
の業界が法規制から受ける影響は、他産業と違い重要となってくる。本論文ではこの
解釈から明治時代の売薬に対する法規制と、具体的にいえば 1877（明治一〇）年の売
薬規則および売薬営業税の課税を、当時の売薬業に影響を与えた社会環境の変化と見
做す。 
                                                   
266 吉野,1967,pp.271-297 
267 ⑴生命関連性・⑵高品質性の詳細については第 2 章第 3 節第 2 項ですでに述べたが、本章
でも改めて脚注に記述しておく。医薬品とは疾病による苦痛そして生命への危険を取り除くた
めに使用されるが、その用法・用量を誤れば逆に生命を脅かすものとなる。これが⑴生命関連
性である。またこのことに関連して、医薬品そのものに健康を害さないことや正しく使用でき
ることが望まれ、⑵高品質性が求められる。  
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結論として明治時代の売薬業では売薬関連の法規制、具体的には 1877（明治一〇）
年の売薬規則による売薬営業税課税の影響により、流通機構が改編される事態が生じ
た。 
 
第２項  売薬の流通機構改編が社会環境に与えた変化 
 
 法規制の整備が明治期売薬業にマーケティングの発展、すなわち流通機構改編をも
たらした。では、明治期売薬業における流通機構の改編は、社会環境に対してどのよ
うな変化をもたらしたかをみていくことする。 
 流通機構改編、つまり売薬問屋を中心とする流通機構の発生は、都市部の売薬業者
による他地域への売薬の普及をもたらした。具体的にどこまで普及したかを、先行研
究から確認する。 
 中西・二谷（2010）・二谷（2011）は明治期から昭和戦前期の家庭の家計支出におけ
る医療関連支出を、愛知県知多郡の地方資産家・Y 家について明らかにしている。そ
のうちの売薬の購入費について明らかにされたデータから、都市部の売薬業者による
売薬の普及をみる。 
Y 家が所在した愛知県知多郡旧小鈴ヶ村は知多半島中央部西海岸に位置し、伊勢湾
に面した半農半漁の村落で、近世期にいたっても農業生産性は高くはなかった268。Y
家は当地で漁業の網元として資産を蓄積し、その後廻船業・醸造業経営に進んだ。  
Y 家では 1881（明治一四）年・1890（二三年）3 月・1891（明治二四）年 1 月・1894
（明治二七）年の四度にわたって岸田吟香の精錡水を、1902（明治三五）年には㈱太
田胃散の太田胃散を購入している269。つまり、東京の都市部の売薬業者による売薬が、
愛知県の地方資産家により需要されていたのである。 
 また、都市部の売薬の普及は、富山県や奈良県の配置売薬業地域にも及んでいたこ
とがわかっている。小口（2000）は 1900（明治三三）年の奈良県宇智郡に存在した
薬舗の販売品届出資料を用い、当時の売薬需要について考察を試みている。小口（2000）
の作成した表270を参照すると、「大学目薬」（参天堂：東京）・「健胃ビットル散」（猪飼
                                                   
268 中西・二谷,2010,p.88 
269 二谷,2011,p.85 
270 小口,2000,pp.51-73 
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史郎薬房：大坂）・「宝丹」（守田治兵衛：東京）・「中将湯」（津村順天堂271：東京）・「毒
滅」（森下仁丹：東京）・「鉄飴煎」（岸田吟香：東京）・「実母散」（喜谷市郎右衛門272：
東京）・「浅田飴」（堀内伊太郎273：東京）・「胃活」（山田安民274：東京）を 1900（明治
三三）年に幾度も入荷している。このように、都市部の売薬業者による販路拡張は、
配置売薬行商地域の市場へも進出するほどであった。 
 1916（大正五）年 5 月 31 日の『富山日報』には、富山の配置売薬業者が自分たちの
現状について、生産額の面では東京・大阪を凌駕しているが、製品の改良を図らなけ
ればそのうち都市部の売薬に駆逐されるという危機感を述べている275。富山配置売薬
業者にそのような危機感を抱かせたということは、大正時代までには都市部の売薬業
者による売薬が、配置売薬業地域で流通していたとわかる。 
つまり、売薬の流通機構改編がもたらした影響は、東京・大阪の都市部の売薬の地
方、あるいは配置売薬業地域への普及であった。次項の図表 5.-1 に、明治期売薬業に
おける法規制の影響を受けた流通機構改編という、社会環境の変化とマーケティング
の発展を図式化する。 
本節の内容をまとめると、以下のようになる。 
 
⑴明治時代の売薬業では法規制（売薬規則による売薬営業税課税）という社会環境
の変化により、江戸時代の委託販売による売薬流通ではない、「売薬営業者（売薬本
舗）→売薬問屋→請売者」という流通経路が生じ、流通機構が改編された。 
 
⑵明治期に生じた売薬問屋を中心とする流通機構を用いて、都市部の売薬業者は売
薬の販路拡張に乗り出し、その結果、地方あるいは配置売薬業地域への都市部の売薬
の普及がみられた。 
以上をもって、日本においては明治時代にすでに、社会環境の変化によるマーケテ
ィングの変化・発展が、売薬業において生じていたと結論付ける。  
 
                                                   
271 現、株式会社ツムラ 
272 現、株式会社キタニ 
273 現在の株式会社浅田飴の創業者 
274 現在のロート製薬株式会社の創業者 
275 二谷,2000,p.25 
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図表 5.- 1 明治期売薬業における社会環境の変化によるマーケティングの発展  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）筆者作成 
 
第２節 明治期売薬業者にみるマーケティング・コミュニケーシ
ョンの発展と前近代からの連続性・非連続性 
 
第 4 章で、売薬業者による明治時代初年からの様々なマーケティング・コミュニケ
ーションの展開を述べた。こ売薬業におけるマーケティング・コミュニケーションの
展開が、明治時代に入り発展していたことを本節で示す。その際に、明治時代に売薬
業で展開されたマーケティング・コミュニケーションが、前近代に行われていたマー
ケティング・コミュニケーションに対して連続性・非連続を持つ部分はどこかに注目
する。それにより、明治時代の売薬業におけるマーケティング・コミュニケーション
が、社会環境の変化を受けて発展していたことを明確にする。またこのことから吉野
法規制の整備 
・医療近代化方針 
・1877（明治一〇）年売薬規
則 
および売薬営業税課税 
・売薬業における流通機構改編 
徴税回避→請売者増加 
→売薬問屋発生） 
↓ 
売薬営業者（売薬本舗） 
→売薬問屋→請売者 
マーケティングの発展 
社会環境の変化 
都市部（東京・大阪）の売薬
の普及 
・地方（愛知県知多郡） 
・配置売薬業地域（奈良県） 
社会環境の変化 
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（1976）のような、戦前期日本のマーケティングの特徴の大部分が工業化（1880 年代
以前）のマーケティングと連続性を持つ、という見解の再検討も可能となるかもしれ
ない。 
まず、第 4 章で提示した明治期都市部の売薬業者によるマーケティング・コミュニ
ケーションを、以下の図表 5.-2 に整理する。 
 
図表 5.- 2 明治時代における都市部の売薬業者のマーケティング・コミュニケーション（MC） 
 
売薬業者 
MC の手法 
守田治兵衛 岸田吟香 ㈱太田胃散 森下仁丹 
製品広告 
（マス広告） 
・引札 
・新聞広告 
・新聞販売員
による行商 
・引札 
・新聞広告（日
本 初 の 全 面 広
告） 
・『広告日表』（新
聞の要素を足し
た 引 札 で あ る
「引札新聞」） 
・新聞による取
次・売弘募集 
・新聞販売員に
よる行商 
・引札 
・新聞広告 
・新聞広告（全
面広告の連続出
稿） 
SP 広告 
・全国への看
板設置 
・全国への看板
設置 
・全国への看板
設置（琺瑯製の
新たな素材によ
る看板） 
・交通広告（日
本初の国産自動
車 へ の 車 体 広
・電柱広告（「町
名番地札」） 
・イルミネーシ
ョン広告 
・交通広告（鉄
道沿線の野立看
板） 
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告） 
マーケティング
PR 
・製品パブリ
シティ（『芳譚
雑誌』） 
・スポンサー
シップ（古典
落 語 「 な め
る」） 
・パブリシテ
ィ（自分に関
する新聞記事
を書かせる） 
・新聞記事風に
自著した自家製
売薬の広告 
・パブリシティ
（自分に関する
新聞記事を書か
せる） 
・スピーチ（各
種売薬業団体で
の活躍、東京府
議会議員選出・
日本橋衛生会評
議員就任 
 
・社会貢献活動
（「済世利民」の
思想による被災
地域への寄付金
など） 
パーソナル・コミ
ュニケーション 
・湯女・医師
との日常的な
交流 
・クチコミ・
マーケティン
グ（「宝丹水」
の往来での提
供） 
   
出典）筆者作成 
※1 表中、太字は明治時代以降にしか生じ得ないマーケティング・コミュニケーションを、斜字体は
前近代以来の手法と一面で連続性を持つマーケティング・コミュニケーションを示す。 
 
売薬業では明治期に様々なマーケティング・コミュニケーションが展開されたが、
売薬業においてマーケティング・コミュニケーションは前近代からも盛んに行われて
いた276。そこで本節では図表 5.-2 を適宜参照して、明治期売薬業のマーケティング・
コミュニケーションの領域から、前近代からの連続性・非連続性をどこに見出しうる
                                                   
276 増田（1981）／八巻（2006） 
146 
 
か検討する。 
 
第１項  売薬業者のマーケティング・コミュニケーションにおける前
近代からの連続性と非合理的な広告観 
 
明治時代に入っても、売薬業はもちろん日本のあらゆる産業で、江戸時代以来のマ
ス媒体である引札が使用されていた277。明治時代に売薬業者が引札を配布し、また小
売業者へ配布したことは、前近代からも行われていたことである。また守田治兵衛に
よる古典落語の演目創出による宝丹の広告は、江戸時代の「ういろう」などが歌舞伎
の演目を利用して広告を行っていたことからして、前近代に行われていたマーケティ
ング・コミュニケーションと連続している。つまり明治時代の売薬業のマーケティン
グ・コミュニケーションには、前近代以来の手段や媒体も根強く残っており、その点
に前近代からの連続性を見出せる。 
また、前近代におけるマーケティング・コミュニケーションは、その費用対効果な
どを計算して合理的に行われるものではなかった。そのことは、増田（1981）や八巻
（2006）に紹介されている江戸期の数々のマーケティング・コミュニケーションの例
から指摘できる。たとえば守田治兵衛は江戸期に、「起死回生」というパフォーマンス
を街頭で行ったことが知られている278。これは概ね次のようなものである。まず、守
田治兵衛に雇われた宣伝員が道端で突然倒れる。そこに人が集まったところで別の宣
伝員が現れ、宝丹を倒れた宣伝員に服用させる。すると倒れた宣伝員は取り戻した、
というパフォーマンスを路上で行うのである。これは大きな費用がかかるものとは考
えがたいが、繰り返し実施できるようなものではないことが明白である。  
また、前近代の少なくとも売薬業においては、その製品に対してどのようなマーケ
ティング・コミュニケーションを行うことが最も適切かという思考もなかった。江戸
時代に売薬の行商を行った「香具師」と呼ばれる商人は、路上で曲芸を行って集客し、
曲芸の終わりに集まった人々へ売薬の販売を行った279。このマーケティング・コミュ
ニケーションは、その手段としての曲芸は人を呼び集めるためだけの手段でしかなく、
                                                   
277 増田（1981）／八巻（2006） 
278 津田（1880） 
279 増田（1981）／八巻（2006） 
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その後に行う売薬の販売となんら直結しない。また香具師による曲芸といったものか
ら、消費者を売薬の購買行動に移らせる要素はほとんど見出せないと思われる。 
では、明治時代の売薬業者には、どのようにマーケティング・コミュニケーション
を行うことが適切であり、効果的であるのか、といった考えは存在したのか。マーケ
ティング・コミュニケーション全般については、それを明らかにする情報はない。し
かし新聞広告を始めとして広告に関しては、当時の売薬業者の広告への考え方、すな
わち広告観を知ることができる。 
胃腸薬「健胃ビットル散」280を発売していた大坂の「猪飼史郎薬房」の山田史郎が、
同社が明治期にどのような考えで広告活動を展開していたかについて証言した内容を、
以下に引用する。 
  
私共の先代は明治十三年の創業ですが、先代のいはれたことは、どうしても新聞に廣告
しなければいかんといふので非常に新聞に廣告された。その後我々が繼承してやつて參
りましたが、明治十七年頃の朝日新聞にも記事廣告といふものをしてゐます。廣告に使
用された西洋人の肖像は、オランダの先生でエルメレンという人が大阪の病院に來られ
た。自分の先代は裁判官で判事をしてゐましたが、小さい子供を亡くした、その亡くし
た子供をオランダの先生に診て貰ってゐるうちに種々先生の敎へを受けてそして官を
辭して賣藥を始められたのです。それは明治十三年です。新聞に出さなければいかんと
いふことを家憲といふものにも書いてあつたそうです。どうしても新聞でなければ全國
に行渡らないといふ主旨でやられたといふことを聞いてゐます。（日本電報通信
社,1940,p.320） 
  
引用した文章は 1940（昭和四〇）年に証言された内容であるが、猪飼史郎薬房の創
業者が明治時代から新聞広告をかなり重視していたことがわかる。しかしこの証言を
読む限りでは、猪飼史郎薬房の創業者に新聞広告が到達（reach）281の点で優れている
という考え方が見受けられるものの、どのように広告を出稿すれば効率的かといった
観点は見受けられない。1880 年代、広告について多額の広告費を投じて大規模に行う
                                                   
280 現在、「健胃ビットル散」は販売されていない。  
281 到達（reach）とはターゲットオーディエンス（対象とする広告の受け手）のうち、何人ま
たは何割ほどの人々が広告に接触するかということであり、広告の接触の幅を表す概念である。
（亀井・疋田,2007,p.100） 
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ことのみを重視する姿勢は、売薬業者に限らず「花王石鹸」の長瀬富郎282など他の産
業でも見受けられた。 
時代が下って、1899（明治三二）年 7 月 8 日発行の『東京經濟雜誌』第 986 號の「漫
錄」に、「雨夜亭」という人物が当時の売薬業者の広告費の使い方に言及した記事を執
筆している。以下に引用する。 
 
〇賣藥の賣れ高 賣藥の有名なる者、東京と大阪とは全くあり、仙臺名古屋おの〱流行
の賣藥には相違あることなり／東京にて最も多く賣れる賣藥は何かと云へば、今の處で
は、寶丹精錡水は餘程下へ下がり、第一等が高木の清心丹、毎月賣れ高五萬圓ほど、第
二等が中將湯、毎月三萬圓余、第三等が實母散、是も毎月三萬圓位、其の次が寶丹、そ
の次が滋強丸、胃散、精錡水、清婦塲、など云ふ所なりと云ふ、而して其の収入如何と
云ふに、半分は廣告料として新聞屋に拂ひ、其の卸しに十分の五乃至二を取られ、其の
残額にて原料の仕入、營業費、印紙代等を支辨することゆゑ、九層倍に賣れても純益は
甚だ少きものなりと聞けり、（經濟雜誌社,1899,p.100。一部旧漢字は常用漢字に改めた） 
 
 上記の引用で述べられている広告費の状況が正しいとすれば、売薬業者で新聞広告
を盛んに展開した者は、多い場合で売上高の半分を広告費に投入していたことになる。
森下仁丹でも 1910（明治四三）年に広告費が年間 120,000 円計上されたという記録が
あるが283、有力な売薬業者は明治時代を通して広告費に多額の支出をしていたとわか
る。 
当時新聞広告を積極展開していた有力売薬業者がどのような広告観を持っていたか
について、㈱太田胃散の二代信義の広告観を例にみる。1913（大正二）年 5 月には太
田胃散の消費者向けに、パブリック・リレーションズとして広報誌「フクリ」を創刊
した。同年 7 月発行の第二号に「隅田勢州」のペンネームで「広告術の研究」と題す
る小論を投稿し、自身の広告理念を説いている。大正時代の論説であるため時代は明
治時代をはずれるが、明治時代中期から㈱太田胃散のマーケティング・コミュニケー
ションをけん引した二代信義の広告観について、次項にその要点を抜粋して引用する。 
                                                   
282 山本,1984,p.32-33。長瀬富郎の広告活動の姿勢について、引用を用いて詳しく述べられて
いる。 
283 山本,1985,p.133 
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……すべて広告の価値は充分なる刺激と印象と力とを与えるにあるので、ある人が甲な
る商店に品物を買わんとして行くのは甲なる商店の広告がその人に十分なる信用と満
足と安心とを与えるだけの力と印象と刺激とを完全に与えたからで……／ひっきょう、
広告は常識である。余りに円熟したものや、高尚に過ぎたものや、または美術的に偏し
たものは、一般の民衆に了解されないから、少しも広告にならない。時としては文飾
ぶんしょく
（振
り仮名引用者）美に過ぎた詩歌などを広告文に利用する者があるが、これも等しく広告
にはならない。時代思潮に適応したものでなければ、効果は認められないのである。い
わば、広告は鏡であるから、万人の心理がその鏡面に容易に、明白に映るものでなくて
はならぬ。鏡は常によく磨かなくてはならぬ。その磨く力を称して研究とも努力ともい
うのである。広告家は常に研究、努力して、万衆の心理に徹底せしむる鏡を造らねばな
らぬ。（株式会社太田胃散『太田胃散百年の回想』編集委員会,1980,pp.89-90） 
 
またこの小論の前段で二代信義は、「毎月発行の外国雑誌をみると、その広告は実に
完璧なる芸術的気分と商業的気分とを遺憾なく発揮している。それから見ると、まだ
まだ日本は幼稚」（株式会社太田胃散『太田胃散百年の回想』編集委員会,1980,pp.90）
という指摘もしている。「広告は鏡であるから、万人の心理がその鏡面に容易に、明白
に映るものでなくてはならぬ」や「広告家は常に研究、努力して、万衆の心理に徹底
せしむる鏡を造らねばならぬ」とあるように、二代信義の広告理念には漠然と、現在
コンシューマー・インサイトと284呼ばれている広告クリエイティブ上の構成要素に近
い考えを意識していた面がうかがえる。 
1901（明治三四）年 7 月に現在の株式会社電通の前身である「日本広告株式会社」
が発足したが、二代信義はこの設立に積極的に参加・奔走し、取締役に就いている。
                                                   
284 コンシューマー・インサイト（Consumer Insight）は「消費者洞察」もしくは「消費者理
解」と訳される。アメリカ広告業協会（4A）により「消費者心理や行動を理解し、広告開発の
すべてのステップに反映させること」と定義されるアカウント・プランニング（AP）において、
中心的な構成要素であるのがコンシューマー・インサイトである。一般的に AP の担当者であ
るアカウント・プランナーが消費者の個別事情に注目し、個人にとっての主観的な意味を解釈
する「対話（dialogue）」の手法がとられるという説明がされ、アカウント・プランナーが当該
ブランド商品の消費者へ自らを仮託し内省を進めることでコンシューマー・インサイトが導出
されると論じられる。広告クリエイティブにおいて重要視されている要素ではあるが、導出さ
れたコンシューマー・インサイトの精度がアカウント・プランナー個人の技量に依存するなど
方法面や、消費者を訴求対象者的に考察して得られた情報が真実として評価できるかという信
憑性の面で課題が残っている。（亀井昭宏、疋田聰、2005、『新広告論』、日経広告研究所、pp.153
／pp.218-223） 
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資本金は 10 万円で、光永星郎が社長に就任した。専務に山崎帝国堂の山崎嘉太郎、取
締役に大木合名会社の大木口哲ら、創立委員には岸田吟香らの売薬業者達も名を連ね
ている。二代信義が日本広告株式会社の取締役でいた期間は 1907（明治四〇年）の 12
月までとなっている285が、1906（明治三九）年 10 月に「日本電報通信社」が発足し、
翌 1907（明治四〇）年 8 月に日本広告株式会社と合併して新しい「日本電報通信社」
が発足すると、二代信義は監査役に就任した。以後二代信義は広告業界での活躍が目
立ち始め、論客としても注目された286。㈱太田胃散をはじめ日本広告株式会社の役員
となった売薬業者が、どのように同社の経営に参加したかは定かではない。ただし、
一部の売薬業者は広告会社の経営に参加するまでに、広告活動の重要性を認識してい
たということができる。また、森下仁丹も会社設立時の規定に「広告益世」を掲げて
いた。 
 ㈱太田胃散の二代信義のように、広告に対して深く洞察する売薬業者が存在した。
そのような売薬業者はごく一部かもしれないが、すでに明治期の売薬業者で、マーケ
ティング・コミュニケーションに関して緻密な議論を行う者も現れ始めていたといえ
る。 
 
第２項  明治期売薬業者のマーケティング・コミュニケーションにおけ
る手段・媒体の発展 
 
前項で明治期の売薬業者によるマーケティング・コミュニケーションの、前近代からの
連続性を一部指摘した。しかし、当時の売薬業者によるマーケティング・コミュニケーシ
ョンには、前近代にはみられなかった変化が事実として生じていた。 
 たとえば、図表 5.-2 に太字で示してあるものは、明治時代に入るまでは登場し得なかっ
たマーケティング・コミュニケーションの手法である。新聞広告は、日本で 1870 年代に、
新聞という媒体が徐々に発達するにつれて現れたものである。これは守田治兵衛による『芳
譚雑誌』刊行という、刊行物によるマーケティング PR についても同じである。 
 また、交通広告の展開については、明治時代に鉄道などのインフラ、公共交通機関が発
達しなければ現れないものである。森下仁丹の鉄道沿線の野立看板はもちろん、㈱太田胃
                                                   
285 電通 100 年史編集委員会,2001b,p.28 
286 株式会社太田胃散『太田胃散百年の回想』編集委員会 ,1980,pp.81-82 
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散による日本初の国産自動車「タクリー号」の車体広告などは、江戸時代にはあり得ない
手法である。また森下仁丹による屋外広告の電柱看板・イルミネーション広告も、明治時
代以降の電気の普及が無ければあり得ない。 
 図表 5.-2 で斜字体にしたものは、前近代以来の要素を引きずりながら、明治時代以降の
新たな手段・媒体が利用されているマーケティング・コミュニケーションである。たとえ
ば岸田吟香の『広告日表』は、前近代以来のマス媒体である引札に、明治時代以降の新聞
の機能を付加してあるものであった。また岸田吟香は自分が執筆する記事を利用して、新
聞記事風の広告を『東京日日新聞』で展開したが、これは江戸時代の戯作者が自著に自家
製売薬の名を入れて広告したことを、明治時代の新聞媒体で行ったものといえる。  
 以上のように、明治時代の売薬業には前近代にはあり得なかった手段・媒体によるマー
ケティング・コミュニケーションも行われていた。車体広告・電柱看板・イルミネーショ
ン広告などの新たな媒体が利用できるようになったのは、明治時代以降の社会環境に変化
があったためである。たとえばイルミネーション広告などは、電気を利用する生活、とい
う人々の生活面の変化、すなわち社会環境の変化が背後に存在する。 
 したがって明治期の売薬業におけるマーケティング・コミュニケーションには、一面で
は前近代からの連続性を指摘できるものの、前近代からの非連続性を見いだせる部分も存
在した。それはマーケティング・コミュニケーションに明治時代以降にしか存在し得ない
手段・媒体が現れたことであり、またその明治期以降の新たな手段・媒体を前近代来の手
段・媒体と組み合わせるなどの動きであった。 
次項の図表 5.-3 に、本節の明治期売薬業におけるマーケティング・コミュニケーション
の、社会環境の変化を受けての発展を図式化する。 
以上、社会環境の変化を受けた明治期売薬業におけるマーケティング・コミュニケ
ーションの発展を示したが、このことが本章第 1 節で述べた流通機構改編とどのよう
な関係にあるのか示しておく必要がある。 
すでに述べたように、1877（明治一〇）年以降新たに登場した「売薬営業者（売薬
本舗）→売薬問屋→請売者（小売業者）」の流通機構を積極的に利用したと考えられる
のは、東京・大阪の都市部の売薬業者であった。また、売薬業で明治時代初期から盛
んにマーケティング・コミュニケーションを展開したのも、東京・大阪の都市部の売
薬業者だった。 
都市部の売薬業者によるマーケティング・コミュニケーションの積極的な展開は、  
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図表 5.- 3 明治期売薬業のマーケティング・コミュニケーションの発展  
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）筆者作成 
 
「売薬営業者（売薬本舗）→売薬問屋→請売者（小売業者）」の流通機構によって販路
を拡張するために行われたと考えることができる。売薬問屋と遠隔地の請売者に自社
の売薬の取扱数量を増やしてもらうためには、最終消費者とそれら中間業者に対する
マーケティング・コミュニケーションの展開が重要となるといえる。つまり明治期売
薬業において前近代には見られなかったようなマーケティング・コミュニケーション
が展開された背景には、社会全体でのマーケティング・コミュニケーションの媒体・
手段の進歩と同時に、当時新たに発生した卸売業者を中心とする流通機構の普及とい
うことも影響しているといえる。 
本章第 1 節第 3 項で都市部の売薬が地方や配置売薬業地域にまで普及した事実を示
した。この社会環境の変化には都市部の売薬業者による⑴「売薬営業者（売薬本舗）
→売薬問屋→請売者（小売業者）」という新たな流通機構の利用、そして⑵卸売業者（売
薬問屋）を中心とする流通機構を効果的に利用するためのマーケティング・コミュニ
ケーションの利用、という二つのマーケティング面での動きが関わっているのである。
したがって明治期売薬業のマーケティングにおいては、流通機構の側面とマーケティ
ング・コミュニケーションの側面が密接に関わっており、それら二つの領域が社会環
境の変化と相互作用的に発展しているのである。 
 
 
・明治時代におけるマーケテ
ィング・コミュニケーション
の手段・媒体の発展 
 新聞の定着 
交通広告 
 イルミネーション etc. 
・明治時代売薬業におけるマー
ケティング・コミュニケーショ
ンの手段・媒体の発展 
マーケティングの発展 
社会環境の変化 
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第３節  本論文の結論と今後の課題 
 
第１項  本論文の結論：明治期売薬業にみる社会環境の変化とマーケティング
の相互作用 
 
本論文の結論は、日本における社会環境の変化に対するマーケティングの変化・発
展が、先行研究が注目してきた戦間期以前の明治時代に、売薬業において起きていた、
とするものである。 
 売薬業では 1877（明治一〇）年の売薬規則よる売薬営業税課税という社会環境の変
化により、「売薬営業者（売薬本舗）→売薬問屋→請売者」の新たな流通経路が生じ、
流通機構の改編を見みた。これは前近代から委託販売でのみ販路拡張が可能であった
都市部の売薬業にとって、流通機構の大きな変化であった。 
 そしてその流通機構が盛んに利用された結果、地方あるいは奈良県のような配置売
薬業地域にまで、都市部の売薬が普及することをみた。ここに、明治時代の売薬業に
おける社会環境の変化とマーケティングの発展の、相互作用的変化をみることができ
る。 
 また、明治時代以降の社会におけるマーケティング・コミュニケーションの媒体の
変化をうけて、売薬業のマーケティング・コミュニケーションがその手段・媒体の面
で変化を遂げた。一部には前近代からの連続性を指摘しうるものもあるが、これも明
治期の社会環境の変化を受けたマーケティングの発展と見做すことができる。  
 さらに明治期売薬業におけるマーケティング・コミュニケーションの積極的な展開
は、卸売業者を中心とする流通機構を使った販路拡張のために行われたと考えること
ができる。 
そして、明治期売薬業において社会環境の変化をうけて発展した流通機構とマーケ
ティング・コミュニケーションは、都市部の売薬が地方・配置売薬業地域にまで普及
するという社会環境の変化をもたらした。ここに、明治期売薬業において社会環境の
変化とマーケティングの変化・発展の相互作用を見出すことができる。以上の結論を、
次項の図表 5.-4 に図式化する。 
吉野（1976）のように、戦前期に日本のマーケティングがなんらの変化・発展も遂
げなかったとする見解は、多くの先行研究によって修正されてきた。しかし、先行研  
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図表 5.- 4 明治期売薬業における社会環境の変化とマーケティングの変化・発展の相互作用  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）筆者作成 
  
究は社会環境の変化とマーケティングの変化・発展を論じるにあたって、戦間期の社
会環境の変化に着眼してきた。 
小原（1994;2005）では、戦間期の 1920 年代に①国民総支出の伸び率・インフラの
発達・都市人口数の増加など経済・社会生活および流通革新がみられ、②「都市化の
進展」により大正時代に形成された「新中間層」が現代日本につらなる生活様式をも
たらしたこと、が指摘されている。そしてそのことが戦間期に、新興業者によるマー
ケティングへ変化・発展をもたらしたとした。 
戦間期に国内経済の成長度や人々の消費生活は著しく変化し、大東（1995）もその
点を指摘しているが、大東（1995）は同時に「明治時代以来の変化」として、その変
化の過程を明治時代からの経過でとらえている。 
本論文の発見事実から、明治時代にはすでに売薬業において、当時の社会環境の変
化によるマーケティングの変化・発展が生じていることがわかった。このことから、
日本における社会環境の変化とマーケティングの変化・発展を論じるにあたっては、
明治時代の社会環境の変化にも注意を払う必要性を指摘して、本論文の貢献とする。  
 
第２項  おわりに：研究上の問題点と今後の課題 
 
最後に、本論文が抱えている研究上の問題点と、今後の研究課題について述べる。 
社会環境の変化 
法規制の整備 
（1877 年「売薬規則」） 
MC の媒体・手段の 
技術的進歩 
マーケティングの変化・発展 
流通機構改編 
（売薬営業者→売薬問屋 
→請売者） 
新たな媒体・手段による 
マーケティング・コミュニ 
ケーションの積極展開 
社会環境の変化 
都市部の売薬の 
広域（地方・配置 
売薬業地域）への 
普及 
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 まず本論文が抱える問題点を指摘しておく。本論文では明治期売薬業のマーケティ
ングに変化を及ぼした社会経済の変化として、当時の医療近代化方針に基づく売薬業
に対する法規制整備と、当時の社会におけるマーケティング・コミュニケーションの
媒体の発展をあげた。このうち前者の法規制の整備については、吉田（1964）・二谷
（2000）が売薬業を法規制の影響を受けやすい産業と指摘したことに基づいて、売薬
業のマーケティングに対して変化を与えた社会環境の変化と見做している。しかし社
会環境の変化とマーケティングの変化・発展の相互作用の議論において、はたして法
規制の整備が社会環境の変化としてとらえうるものか否か、充分な検討ができなかっ
た。 
吉野（1976）はマーケティングを発展させるうえでの政府の影響・役割の重要性を
示唆している287。しかし戦前期日本のマーケティングに関する先行研究は通常、社会
環境の変化を人々の消費生活の変化、新たなニーズの発生などに求めている。たとえ
ば大東（1995）のミシン産業の事例は、和服から洋服へという、人々の衣料品に関す
る消費生活の変化に着目していた。マーケティングは最終消費者だけではなく、卸・
小売段階の流通業者に対しても展開される。ただしその目的が最終消費者による購買
を実現することである以上、マーケティングが最も強く影響を受けるのは、人々の消
費生活の変化だといえる。 
またもう一つ問題であるのは、法規制の影響による売薬業での流通機構の発展につ
いては、法規制に対して相互作用的な影響を与えていないということである。売薬業
者の流通機構改編により、都市部の売薬営業者の製造・販売する売薬が地方、しかも
富山県・奈良県のような配置売薬業地域まで進出していたことを明らかにした。しか
し、売薬の流通機構改編をもたらした法規制に対しては、相互的に大きな影響を与え
ていないのである。 
大東（1995）のミシン産業の事例でも、マーケティングの発展はその発展をもたら
した人々の消費生活の領域に、相互作用的に変化をもたらしている。つまりそこでは
洋服の浸透によりミシンのマーケティングに変化が生じ、またそのマーケティングの
進展により一般家庭へミシンが普及するという、社会環境の変化とマーケティングの
進展に相互作用が見受けられる。 
売薬業者の流通機構改編による売薬営業税回避は、その後売薬規則における売薬営
                                                   
287 吉野,1967,pp.271-297 
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業税の課税対象を広げさせるに至った。しかしそれは徴税回避を防ぐための修正に過
ぎず、先行研究が人々の消費生活のなかに見出したような、発展とみることのできる
変化ではない。 
法規制の整備のような社会環境の変化が、一般にどの産業でもマーケティングの発
展と相互作用を持つものか否か、この点も検討しなくてはならない。さもなければ、
本論文の売薬業の流通機構改編の事例を、社会環境とマーケティングの相互作用の議
論のなかに位置付けることは難しい。 
次に今後の研究課題について三点述べる。まず一点は、本論文が取り上げた売薬業
のマーケティングについて、事例の内容に網羅性がなく、またマーケティングの効果
などについての数値的な裏付けが乏しいことである。日本のマーケティングの変化・
発展を論じる先行研究が、流通政策、マーケティング・コミュニケーション、販売政
策などマーケティングの様々な領域について言及しているのに対して、本論文は流通
機構の変化とマーケティング・コミュニケーションの領域についてしか言及できてい
ない。流通機構の改編やマーケティング・コミュニケーション以外にも、もっと様々
なマーケティングの実践がなされていたはずである。また日本のマーケティングの変
化・発展の先行研究に対して、明治期の売薬業を意義ある事例として提示するには、
やはり当時実践されていたマーケティングのすべての側面について分析する必要があ
る。 
そして売薬業における流通機構の改編、各事例のマーケティング・コミュニケーシ
ョンが売薬業者の経営にもたらした成果についても、本論文では一切明らかにできな
かった。これは修士論文執筆の段階まで、個別事例で詳細な分析が可能となるほどの
一次史料にたどり着けなかったことが一因としてある。今後明治期の売薬業者に関す
る詳細な経営の一次史料を迅速に探索し、単一事例でもマーケティングの網羅的な記
述と、マーケティングの実践による経営への効果が数値的に裏付けられる分析を行わ
なければならない。 
今後の研究課題の三点目は、マーケティングの変化・発展の議論における課題でも
あり、また売薬業の歴史的研究としての課題でもある。売薬業に関する研究では豊富
な蓄積がある、富山県・滋賀県・奈良県・佐賀県などの配置売薬業の研究史に対し、
本論文の都市部の売薬業に関する事例がどのような意味を持つのかを明確にしなくて
はいけない。 
157 
 
本論文で都市部の売薬業者に着眼した理由は、売薬業における流通機構改編の影響
を最も受けたのが、配置売薬業者ではなく東京・大阪の都市部の売薬業者だったこと
による。また明治時代の売薬業でマーケティング・コミュニケーションを積極的に展
開した主体が、配置売薬業者ではなく、基本的に店舗販売の都市部の売薬業者である
という側面もあった。 
しかし、近江日野商人の正野玄三家や同じく滋賀県の有川市郎兵衛家など、配置売
薬業地域の売薬業者でも配置売薬行商ではない店舗販売の売薬業者は存在した。配正
野玄三家や有川市郎兵衛家のような売薬業者は明治時代に生じた売薬問屋を中心とす
る流通機構を用いたのか否か、用いたとすればどの程度利用したのか、用いなかった
とすればなぜかといった疑問が生じる。また、正野玄三家や有川市郎兵衛家が売薬問
屋を介する販路拡張をしていたとしたら、都市部の売薬業者のようにマーケティン
グ・コミュニケーションに注力したのかも確認すべき点である。このことは本論文が、
「都市部の売屋業者が売薬問屋を中心とする流通機構を積極的に利用し、マーケティ
ング・コミュニケーションに注力した」としていることが、本当に正しい見解かを証
明するためにも重要である。 
また前近代以来全国に行商圏を有していた富山県などの配置売薬業288との関係で、
都市部の売薬業は明治時代の売薬業全体においてどれほどの影響力を有したのかは言
及できなかった。富山配置売薬業は販路拡張にあたって、昭和に入るまで「広告宣伝
を利用する必要を認めなかつた」（富山県,1983,p.811）とされる。このことは、明治期
から都市部の売薬業者がマーケティング・コミュニケーションによる販路拡張を試み
たことに照らして、配置売薬業地域の販売経路面での優位性をうかがわせる。売薬業
におけるマーケティングの変化・発展を論じるのであれば、売薬業全体の時代背景、
すなわち配置売薬業地域の売薬業と都市部の売薬業の関係を明確にする必要がある。  
 
 
 
 
 
                                                   
288 富山県（1983b）の「Ⅸ 統計」より、p.1 の「1 富山売薬行商人の組別全国分布状況（嘉
永 6 年）」を参照のこと。 
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